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序　　亘命

1．研究の目的

　わが国は環太平汁地震帯に属しており、過去に多くの大地震を絆験してきている。また、

わが国の多くの都市は沖積平野や海片線の岬立地等に立地し、多くの木造建築物で構成さ

れているのが現状である。このようなわが国の都市の立地条件は、大震時には地盤や建物

の破壊をはじめとし、同時多発火災による市街地大火あるいは津波による浸水の被害等に

対して極めて高い災害ポテンシャルを作り出している。たとえば、東京都防災会議による

関東大震災と同程度（マグニチュー－Lド7．9）の規模の地震が発生した場合の東京都区部の

被害想定の例を示せば次のようである。すなわち、冬の夕食時に地震が発生し、風速6m／

秒の前提条件の下では、木造建物の全壊62，000棟、火災による焼失家屋470，000棟、水害

による流失建物11，000棟、負傷者63，000人、死者36，000人などの被害を蒙るものと推定さ
　　　1）
れている。東京都に限らず、わが国の多くの都市は程度の差こそあれ、このような甚大な

被害が予測されるものと考えられるが、　「安全性の確保」という点を重視した防災都市づ

くりが、各地において必ずしも強力におし進められているとは言えないようである。これ

は、地震災害の対策に関して学問的に未解明な部分が多いこと、あるいは今までどちらか

と言えば生産性や機能性を重視した都市環境づくりが優先的で、この「防災」の面があま

り考慮されなかったことなどによるものと思われる。しかし、安全性は都市の持つべき必

須条件であって、災害が発生した場合の被害を出来る限り最小限に抑えるために、防災事

業を計画的に行なっていくことが必要である。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2）
　図一1は、地震災害に対する地域防災計画のための諸要素の関連が示されたものである。

この図のように多くの計画が必要となることがわかるが、…般にこれらの計画は、「災害
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1）
予防計画」、　「災害応急対策計画」および「災害復旧計画」の3つに大きく分類される。

この論文では、「災害予防計画」の分野を扱う。「災害予防計画」は、地震の来襲による

被害を可能な限り喰い止めようとすることがねらいで、地震予知、施設・家屋の耐震・耐

火強化、地盤改良、土地利用規制・変更、防災教育・知識の普及および避難訓練消防力強

化計画等が含まれる。これらのうち、地震学や耐㍗工学の発達によって、施設・構造物の

耐震性はかなりの精度で確保されるように設計基準が款備されつつある。一・方、先に述べ

たように、わが国の主要な大都市が沖積平野や海岸線の坤立地に立地しており、木造家屋

一1－一
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図一1　地震災害に対する地域防災計画のための諸要素の関連（田治米らによる）
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が多い現状では、地震による個々の建造物の倒壊とい）た一一炊災害よりも、付随して発生

する火災や津波による水害等の方がむしろ大きな被害を及ぼす。したがって、施設等の耐

震設計と同時に二次災害を最小に喰いILめるための適切な土地利用と消防力の強化、消防

活動計画、防災知識の普及等は極めて重要である。この論文では、耐震設計等に比較して

研究の立ち遅れている「消防力の強化」および「土地利用規制」の地震対策に関して詳し

く検討を行なう。

　すなわち、本論文では、①市街地火災の被害を最小限に止めるための手段をさぐる基礎

としての火災の延焼機構の分析を行うこと、②それを基に防火施設の整備による被害軽減

に関する知見を得ること、および③七地利用の変更計画について、より合理的な計画手法

を確立することを目的としている。

2．研究の内容

　「火災の現況および延焼機構の分析」と題する第1編においては、火災および防火対策

の現況を概観し、出火状況や消防活動の面から問題点を考察し、火災の延焼機構の分析お

よび防災計画を考える上での基礎的な検討を行なう。また、実家屋群の火災実験および実

際の火災資料から新しく火災延焼速度式を定式化し、さらに放水量および放水開始時間が

鎮圧にどのように効果を及ぼすかという解析結果を述べ、火災延焼モデルに関する研究結

果について論述する。

　「地震時火災危険度を考慮した都市防災施設及び土地利用計画に関する研究」と題する

第2編においては、第1編で得られた研究成果に基づいて火災危険度を定義する。さらに

意志決定理論による地震時防災計画の定式化を行ない、これを耐震防火水槽の整備計画に

適用した例を示している。すなわち、耐震防火水槽の設置数を決定する方法に関する研究

成果を示した。最後に、土地利用を変更することにより地震、水害、斜面崩壊の危険度を

軽減させる方法について検討し、従来の都市の機能論的な計画手法に加えて防災的見地を

含めた土地利用の計画手法について論じた。

　本論文のフローチャートを図一2に示す。
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研究の位置づけ
・都市防災、とくに火災（平常時および地震時）の延焼防止対策
および土地利用変更に関する合理的な計画策定の必要性

序　論

1－－1

fi　－1

火災および防火対策の現況
1－2

火災延焼機構の分析
・都市火災の新しい延焼モデルの提案
・延焼阻止効果および所要放水量の検討 1－3

1・－4

意志決定理論による
地震時防災計画の定式化

ll－2

火災危険度の推定
皿一一　3

耐震防火施設計画
・防火水槽の設置数算定モデルによる
　最適設置基準の検討

皿一4

土地利用計画
・自然災害の被害軽減を考慮した土地
　利用計画モデルの検討

n－5

結　　言命

図一2 本論文の構成
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火災の現況と火災延焼機構の分析第1編



第1章　緒言i論

　大震時には、多数の地点より出火し市街地は大火の様相を呈することが予想される。一

方、平常時の火災においては、大火の発片数こそ少ないものの火災による被害は相当な額

にのぼっている。今後も適切な防火対策が推進されなければ、かなりの損害が続くものと

思われる。

　一般に、都市の防火は、根本的には都市の不燃化によって安全が確保されるべきであろ

うが、現実には完全に不燃化された都市は末だ存在せず、特にわが国の都市のように、そ

の多くが木造建築物で構成されている現状においては、どのようにすれば防火ヒ最大の安

全性がより経済的に確保されるか、その方法はどうかということが問題となろう。このよ

うな防火上の問題を解決するために、建築構造や材料を不燃化する建築的方法や、防火地

域の制定などの都市計画的方法が研究され、その一部は実現されている。一方、これら建

築的あるいは都市計画的方法に対して、・一度発生した火災を消し止め、被害を最小限度に

止めるという消防的方法については、あまり科学的な解明がなされていないのが現状であ

る。そこで筆者は、この分野に科学的な検討を加え、完全不燃化の不可能な段階における

消防的方法を確立することを目的とし、「火災の延焼機構の分析」を行なう。これを基礎

とした具体的な防災計画への展開は第2編において取り扱い、本編では、火災の延焼機構

の理論的考察および解析結果について述べる。以下に各章の内容をまとめるとつぎのよう

である。

　第2章では、本論文の研究の位置づけとして、火災の現状および防火対策の現況につい

て、各種の資料により把握し、その問題点について述べている。

　第3章では、実家屋群の火災実験を分析し、建物火災のより合理的な新しい延焼モデル

を提案している。また、実際の都市の詳しく調査された火災資料をもとに、この延焼モデ

ルを実用化している。

　第4章では、消防活動における放水量および放水開始時間の延焼阻止効果を定式化し、

これをもとに消防出動計画について検討している。また、この延焼阻止モデルを都市にお

ける火災の焼失面積の予測に適用し、モデルの妥当性を検証している。

　第5章では、第2章～第4章で得られた主要な成果について結論的に要約している。
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第2章火災および防火対策の現況

　2．1　緒　言

　建物火災の一般的な拡大経過は、およそつぎのようである。たとえば、たばこの火が紙

屑等に着火するといった「出火」の現象から、その炎がカーテン、壁あるいは天井等に燃

え移り、建物全体へ、さらには隣棟へ延焼拡大していくというようなプロセスを経る。こ

のような火災の発生および被害の各段階すなわち、「火源」、「着火」、「燃焼」、「延

焼拡大」および「人命の損傷」とこれらの種々の対策の関連をまとめたものが、図1－2－1

である。これは、主として平常時の火災についての対策を考えたものであるが、各項目の

中で耐震性および地震時の状況を考慮するものとすれば、そのままで平常時のみならず地

震時の対策を含んだものを示すと考えて差し支えないものと思われる。

　さて、火災の対策は、まず火と可燃物の安全管理を行なうことである。後述するように、

火災の大部分は失火、すなわち、火の取り扱い上の不注意や不始末から発生している。こ

の失火を防ぐためには、各個人の防災意識を高めること、具体的な火気、可燃物、危険物

等の取り扱い方法を周知徹底させることなどの、いわば教育や訓練が必要となろう。また

、技術の進歩等によって火気器具の安全化やエネルギーの改善が期待される。このような

対策によっても、なお出火が防げないとすれば、火災を感知し、初期消火を行なう必要が

ある。この場合は、種々の火災感知器、警報・通報機器の設置により早期発見を臼動的に

行なえるようにしておくことが重要である。

　一方、建築的な対策としては、材料の不燃化、延焼遮断工作物の設置、耐火設計等が挙

げられる。また、都市計画的な対策としては、市街の不燃化、土地利用規制、建物用途規

制等による火災被害の軽減対策も有効であると考えられる。さらに、都市の完全な不燃化

がなされない段階においては、消防力の強化による被害の軽減を考えることは極めて重要

である。

　なお、人命の安全を確保するためには、火災現場からの避難が容易に行なえるための設

備・施設の設置、放送等による誘導、安全空間の確保、救急・救護活動が重要である。

　ところで、図1－2－1の種々の対策は、出火防IL、延焼防止および避難の3つに大別され

る。理想としては、完全に出火が防止できれば、あとの2つの対策は無意味となる。しか

し、現時点においては、火気器具等の安全性rg　100％にすることやすべての人々に対して完
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図1－2－1火災と防火対策の関連

注）　対策の各項目の中で耐震性や地震時の状況を考慮すれば、地震時火災対策も含んで

　　いるものと考えられる。
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全に火の管理を行なうことを期待することは、現状からみて不可能に近いと思われる。し

たがって、できる限り出火を防止し、できる限り延焼を防止し、できる限り人命の安全を

確保するという対策を平行して進めざるを得ない。しかも、これらの対策には莫大な費用

と時間を要するものが多いので、有効かつ適切に組み合せることが重要である。しかし、

対策の効果が必らずしも十分に解明されていない関係もあって、各都市において合理的に

計画されているとは言い難い。

　そこで、本章では火災および防火対策の現況を概観し、出火状況や消防活動の面から問

題点を考察し、次章以降における火災の延焼機構の分析および防災計画を考える止での基

礎的な検討を行なう。

2．2　火災の原因

　2．2．1平常時火災の出火原因

　全国の建物火災は、毎年40，000件前後を数えている。最近の例として、昭和56年中の建

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3）
物火災38，882件の主な火源別の原因と経過を図1－2－2に示す。これらの原因の中では、こ

んろ、たばこ、放火、風呂かまどが上位を占め、最近数年間はほぼ同じ傾向である。図巾

の経過より火の取り扱いの不注意、不始末から多くの火災が発生していることがわかる。

このように、平常時火災の出火原因は、人間の不注意によるいわゆる失火が大半を占めて

いる。われわれが、産業や生活を営むうえで火の必要性は言うまでもないが、火を使用す

る以上、そして火と着火物の安全管理が完全に行なわれない限り、将来も引き続き火災は

発生するものと考えられる。

　　　　　　　　　　　　　　　、・’乎’，、769便”勒

㊧1，・ωぺ
　3．429

　閂㈱　便鰺

　　　　　　　　　ば　　ソィ
　　　　　　　　　㍑麗、

　　　　謬　　　　きき鱗

謬　　　　　響
図1－2－2　建物火災の主な出火原因と経過
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　従来、消防庁においては、火災予防運動などにより団民に対する防火思想の普及宣伝に

努めているが、なお・層、国民の防災意識の耐弓を啓発し、出火防ILを計ることが必要と

思われる。この場合、単なる観念的な「火の用心」を訴えるのみならず、貝体的な火気の

使用方法、取り扱い．ヒの注意事項を周知徹底させることが市要であると思われる。

　一一i方、火気器具の改良やエネルギ”一一源の改善等により、火気の利用形態をより安全なも

のとする技術的な努力も必要となろう。火気器貝の安全性は、各種安全装置等の開発によ

り、徐々にではあるが向上しているが、さらに・層の研究開発が望まれる。また、安価で

便利等の理由で、都市ガス、LPガスが広く普及しているが、これらによる火災件数は、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3）
昭和56年中においては表1－2－1に示すように、7691件となっており、建物火災全体の約20

％を占めている。さらに、これらのガスによる爆発等の災害発生件数も表1－2－2に示すよ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3）
うに、ガス火災と同程度の約7500件となっており、安価で便利な燃料である反面、これら

の災害を発生させる危険物としての片鱗をみせている。また、平常時よりも過酷な条件と

なる地震時には、これらの流出、火災、爆発等の危険性が大となると考えられ、燃料とし

て用いる場合の安全性を見直すことも重要な課題であると思われる。

　　　　　　　　　　　　　　　3）
表1－2－1発生場所別ガス火災件数 （昭和56年中）

　　　　生場所

Kス種1
飲食店 旅　館 共　同

Z　宅
専　用

Z　宅
工場・

?ﾆ場
防火対

ﾛ物等
その他 計

LPガス

s市ガス

150

Q08

10

Q1

825

T48

1，867

Q，619

31

P35

508

Q64

140

R65

3，531

S，160

計 358 31 1，373 4，486 166 772 505 7，691

（注）　上記の火災件数は、消費先のみのものであり、製造所等の火災件数は含まない

　　　　　　　　　　　　　　3）
表1－2－2ガス爆発等の発生件数 （昭和56年中）

　　　　形　態

Kス種1
爆　発 中毒・

_欠
破　裂 その他

E　一『一　

計　　一『

1．，Pガス

s市ガス

304

T7

　412

P，613－・’2，025

「｝　『

@11

@10

1，874

R，236

2，601

S，916　　『

一　一一一⌒

@　計 361 21 5，110 7，517

（注）　上記の形態には、爆発が原因となって火災となった事例
　　　を含まない
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　2．2．2　地震時火災の出火原因

　水野は、表1－2－3に示される関東大震災以後の火災を伴った13個の地震について調査し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4）
た発火源の内訳を表1－2－4のように示している。また、その特徴についてつぎのように述
　　　4）
べている。

　　①炊事用火気器具からの出火が圧倒的に多い。

　　②暖房用火気器具からの出火は、丹後地震、1968年十勝沖地震が大半を占め、丹後

　　　地震では、こたつやいろりから、1968年十勝沖地震では、石油ストv－一ブから出火し

　　　ている。

　　◎　特殊火源からの出火としては、ほとんどの地震で薬品から出火しており、一・般の

　　　火気器具からの出火の約7％になっている。

　　④石油基地からの出火としては、新潟地震が最も大きく、大延焼しているが、1968

　　　年十勝沖地震でも出火はしなかったが危険物施設の危険性を示している。

表1－2－3
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4）
関東大震災以後の火災を伴った主な地震一一i覧

雨 地　震　名 発生年月日 時　刻 全壊世帯数 　　、ﾄ失世帯数
　．A・一

① 関東大震災 1923．9．1 ll：58 128，266 447，128

② 北但馬地震 1925、5．23 11：10 1，295 2，180

③ 丹後地震 1927．3．27 18：27 12，584 3，711

④ 男鹿半島地震 1939．5．2 14：58 479 0

⑤ 鳥取地震 1943．9．10 17：38 7，485 254

⑥ 東南海地震 1944．12．7 13：36 26，130 11

⑦ 南海道地震 1946．12．21 4：19 11，591 2，598

⑧ 福井地震 1948．6．28 16：13 35，437 3，690

⑨ 1952年十勝沖地震 1952．3．4 10：23 815 20

⑩ 新潟地震 1964．6．16 13：02 1，960 402

⑪ えびの地震 1968．2．21 10：45 368 0

⑫ 1968年十勝沖地震 1968．5．16 9：49 670 13

⑬ 1974年伊豆半島沖地震 1974．5．9 8：33 92 5
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　また、出火した建物用途は表1・2・5に示されているように、住宅や商店からの出火が全

体の76％、一・般住宅と推定されるものを含めると90％も占めていることがわかる。

　以上のように、地震時の火災は、住宅や商店の・般火気器具から発生する割合が高く、

したがって、火災現場に居合わせる住民の火の始末等の行動が、出火の大小を左右するこ

とがわかる。この出火防止対策としては、平常時と同様に、住民への防災教育や防災訓練

を行ない地震時の心構えを十分認識させることが肝要である。水野によれば、1974年伊豆

半島沖地震の人間行動調査結果等をもとに、震度5～6の地震では、揺れている最中は、

ほとんど火の始末をすることは不可能であり、揺れがおさまりかけてから火の始末をする
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4）
ことが最も有効であることなどを指摘している。この場合、周囲の人々がr火を消せ」と

声をかけることやあらかじめ役割分担を決めておくことが、出火防止にさらに効果的であ
　　　　　4）
るとしている。

　一方、薬品を含む特殊火源や危険物施設からの火災もかなり発生している。とくに、こ

れらが従来よりも高密度に集積されている大都市では、地震時火災の危険性が質的にも量

的にも変化しており、潜在的な火災ポテンシャルが増大していることについては論をまた

ない。石油やガス類の危険物の流出、火災、爆発などが懸念されるが、これらの施設や装

置類の耐震性・安全性についての今後の研究に期待するところが大である。

　　　　　　　　　　4）
表1－2・4地震火災の出火源

出　火　源 出火w数 ％

一 炊事用火気 439 38

般 風呂釜 39 3

火 暖房用火気 143 12

器 その他不明だが、

器 一般火気と思われるもの 536 46

具

計 1，154 100

特 工場の業務用火気 30

殊 薬品 85 計

火 危険物 17 152

源 電気、その他 25 件

　　　　　　　　　　　　　　　4）
表1－2－5地震火災の発生した建物の用途

建　物　用　途 出火件数 ％

住　　宅 148 22

商店（一般商店） 138 20

〃　（常時火気使用施設） 226 34

公衆浴場 17 3

一般住宅と推定されるもの 95 14

工場・危険物施設等 50 7

計 674 100

（注）　不明分を除く

（注）　不明分を除く
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2．3　火災による損害

2．3．1全国の火災概況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3）
　最近の全国における火災の傾向（昭和47年～昭和56年）を図1－2－3に示す。この図によ

れば、出火件数は横ばいで、建物焼損面積はやや減少の傾向にあり、死者数および火災損

害額は増加の傾向にあることがわかる。また、火災損害（昭和52年～昭和56年）の一覧を
　　　　　　3）
表1－2－6に示す。火災の種別は、建物火災、林野火災、車両火災、船舶火災、航空機火災

およびその他の火災の6種類に分類されるが、昭和56年中についてみれば、表1－2－6より

出火件数の割合は、それぞれ63．96X、6．10％、6．66X、0．27％、0．OIXおよび23．OO％とな

っており、建物火災の出火件数は全体の約2！3を占めていることがわかる。一一・方、損害額

では、建物火災は約1445億円であり、総損害額約1503億円に対して96．8％とほとんどを占

めていることがわかる。このように出火件数および損害額の点よりみても建物火災の重要

性が理解され、本研究が建物火災を中心に分析する理由でもある。

200

180

160

ハ40

120

100

●o

60

（昭和47年＝100）

　　　　！　　⌒
f．－N．」　　　　耽・
！1　　　－．／＜・一（…

べ＿＿ン　　　…
　　’　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ　ヤぴ

　　心鴫㌶⌒㊦一｛劉

　　　　　　　　　　敏火自殺書を除い
　　　　　　　　　　た死者故

指敏　　　　　　　 47　　　48　　　49　　　50　　　51　　　52　　　53　　　54　　　55　　　56

　年

図1－2－3
　　　　3）
火災の傾向 （昭和47年～昭和56年）
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表1－2－6
　　　　　3）
火災損害の…覧（昭和52年～昭和56年）

年 昭和52年 昭和53年 昭和54年 昭和55年 昭和56年
区　　分

一－一一一一 　｝

出　火件数（件） 63，974 70，423 63，794 59，885 60，788

建　　　物 39，302 39，912 38，291 38，014 38，882
（61．43） （56．68） （60．02） （63．48） （63．96）

林　　　野 5，227 7，208 5，534 4，120 3，709
（8．17） （10．35） （8．68） （6．88） （6．10）

車　　　両 3，392 3，590 3，639 3，773 4，050
（5．30） （4．98） （5．70） （6．30） （6．66）

船　　　舶 215 254 244 155 157
（0．336） （0．361） （0．382） （0．259） （0．258）

航空　機 2 5 4 2 7
（0．003） （0．007） （0．006） （0．003） （0．012）

そ　の　他 15，836 19，454 16，082 13，821 13，983
（27．75） （27．62） （25．21） （23．08） （23．00）

焼損　棟　数（棟） 51，828 53，552 51，925 51，317 53，239

建物焼損面積　（㎡） 2，124，268 2，209，124 2，043，066 2，128，326 2，100，850

林野焼損面積　（a） 555，642 773，054 395，933 530，685 196，866

死　　　　者（人） 1，909 1，854 2，070 1，947 1，971

負　　傷　　者（人） 8，506 8，718 8，157 8，049 8，004

り災世帯数　（世帯） 39，693 39，789 37，801 37，948 38，385

り災人員　　　（人） 129，990 131，927 123，051 123，467 124，120

損害額（百万円） 129，393 130，539 136，827 150，707 150，303

建　　　物 122，064 123，667 131，131 144，991 145，474

林　　　野 4，858 3，059 1，472 2，081 742

車　　　両 1，504 1，264 1，780 1，419 1，441

船　　　舶 437 495 610 762 1，076

航　空　機 一
868 5 0 224

そ　の　他 980 1，186 1，829 1，454 1，347

出火率（件／1万人） 5．7 6．2 5．5 5．1 5．2

注）出火件数の各種火災の括弧内の数値は、全体に対する割合（％）を示す。
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2．3．2　都道府県別の火災損害状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3）
　都道府県別の火災損害状況を表1・・2－7に示す。出火件数は、東京都7039件、大阪府5354

件、愛知県4004件などと大都市が所在する都道府県に多い。都道府県単位の人口と出火件

数の関係を図1－2－4に示す。相関係数は、0．974となっており、強い正の相関があること

がわかる。これは、前述したように、出火原因は人間の過失によるものが多く、ある地域

の人口が増加すれば、地域全体として火気の使用頻度が高くなり、したがって出火件数も

一多くなるものと考えられる。

　つぎに、人口と建物焼損面積の関係を図1－2－5に示す。相関係数は、0．821となってお

り、かなり強い相関がある。また、人口と火災損害額との関係は、図1－2－6に示すように、

相関係数は0．959と高い値を示している。このように、人口の多い地域は火災の頻度およ

び被害が大きくなっており、とくに都市域への火災対策の重要性が指摘される。

（百万円）

15，000

火

災

損　10’000

害

額

5，000

　　　0　　　　　　　　　　　　　　　　　500

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人口

図1－2－4　出火件数と人口の関係（都道府県単位：昭和56年中）
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表！－2－7
　　　　　　　　　　3）
都道府県別火災損害状況（昭和56年中）

区　分 出　火 件数 焼　損 建　物 建　物
人　　口一　一一　一

S出火
　．｝一

囎ｨ 棟　数
焼　損

ﾊ　積 損害額
都道府県 （件） （件） （棟） （㎡） （千人）

一一 一一　．一
北　海　道 2，326 1，923 2，197 135，641 83，345 5，589

青　　　森 802 662 877 64，821 36，800 1，552

岩　　　手 543 420 630 42，894 17，107 1，442

宮　　　城 1，040 703 1，007 48，234 29，415 2，075

秋　　　田 579 455 646 51，000 23，314 1，274

山　　　県 543 436 517 29，004 16，240 1，258

一　一’ 957 675 912 50782 26091 2044
茨　　　城 1，621 852 1，212 59，632 45，630 2，594

栃　　　木 1，127 666 968 43，534 21，093 1，809

群　　　馬 965 684 956 45，084 25，359 1，865

埼　　　玉 2，408 1，619 2，255 81，967 77，515 5，429

千　　　葉 2，792 1，443 2，188 64，066 53，577 4，773

東　　　京 7，309 4，245 6，227 87，375 171，917 11，360
1 3300 1938 2715 72537 6335 6927

新　　　潟 986 789 1，100 61，330 37，818 2，457

富　　　山 350 308 401 26，720 11，458 1，lo9

石　　　川 447 312 480 29，794 17，181 1，121
盲 321 262 373 24344 3790 79

山　　　梨 422 266 351 17，175 7，653 813

長　　　野 782 597 751 40，925 25，584 2，092

岐　　　阜 1，119 645 847 46，227 26，541 1，968

静　　　岡 2，011 1，116 1，563 58，232 36，161 3，475

愛　　　知 4，004 2，109 2，746 88，091 54，809 6，200
＝ 970 451 62 27871 17870 1702
滋　　　賀 442 279 363 16，936 14，157 1，087

京　　　都 546 435 736 32，828 18，743 2，510

大　　　阪 5，354 3，811 4，668 103，366 103，879 8，298

兵　　　庫 2，995 1，850 2，420 84，048 64，066 5，121

奈　　　良 251 208 307 33，435 22，379 1，217
日 311 228 361 22012 18382 100

鳥　　　取 322 224 340 13，644 6，502 609

島　　　根 468 277 402 18，212 9，253 790

岡　　　山 1，028 684 918 36，240 18，166 1，889

広　　　島 1，564 946 1，244 38，071 21，107 2，742
82 535 72 700 12492 583

徳　　　島 474 318 447 24，081 11，959 837

香　　　川 667 404 545 23，538 18，736 1，006

愛　　　媛 598 436 549 23，112 12，504 1，528

官　　　　皿 463 330 553 2613 13551 844

福　　　岡 1，971 1，447 2，044 90，329 56，174 4，526

佐　　　賀 343 244 320 16，346 9，057 876

長　　　崎 670 426 636 34，757 13，373 1，596

熊　　　本 591 461 648 32，298 18，819 1，796

大　　　分 589 429 587 32，455 18，454 1，238

宮　　　崎 633 409 609 25，561 12，343 1，160

鹿　児　島 1，088 616 924 34，477 14，420 1，799

沖　　　縄 873 309 355 14，689 6，607 1，129

全　　　国 60，788 38，882 53，239 2，100，850 1，454，739 117，009

（注）建物損害額には、収容物の損害を含む。
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図1－2－5　建物焼損面積と人ロの関係（都道府県単位：昭和56年中）
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図1－2－6火災損害額と人口の関係（都道府県単位：昭和56年中）
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　2．3．3出火率
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3）
　出火率は「人口1万人当たりの出火件数」をいい、各地の出火の傾向を比較する場合に

その指標の1つとして用いられている。都道府県別の出火率は図1－2－4の各点と原点を結

ぶ直線の傾きの1万倍の値を示す。全国の出火率はこれらの平均値であり、約5．2となっ

ている。なお、諸外国の火災状況を表1－2－8に示す。出火率は、アメリカ131．3、イギリ

ス63．1などとわが国に比較して桁違いに大きな値を示している。このことは、わが国の市

民が一般に「火の用心」のよい国民性であると解釈することもできるが、各国の統計にも

差があるので数値に示されているほど異なるのではなく、これらの国の出火率は、わが国

のそれと比べてせいぜい数倍程度大きいものとされている。一方、表1－2－8よりわが国の

火災1件当たりの死者数は、0．0325人／1件となっており、他の国と比較して多く、また

1件当たりの損害額も251．6万円／1件と大きいことがわかる。これは、一一i度出火すれば

燃え易く拡大しやすい木造建物が多く存在しているわが国の住宅事情等を反映しているが、

それだけに十分な防火対策を行なう重要性が認識される。

　　　　　　　　　　　　3）
表1’2－8　諸外国の火災状況 （1980年中）

区分 1件当た 1件当た
出火件数 出火率 死者数 損害額 り損害額 り死者数

国　　名 （件） （人） （億円） （千円） （人）

日　　本 59，885 5．1 1，947 1，507 2，516 0．0325
アメリカ 2，988，000 131．3 6，505 14，175 474 0．0022
イギリス 352，600 63．1 1，035 2，473 701 0．0029

フランス 123，861 23．1 319
一 一 0．0026

西ドイツ 133，359 21．7 一 一 一 一

カナダ 85，530 35．7 833 L898 2，219 0．0097
ニュージうンF 28，129 90．7 34

一 一 0．0012
オーストリア 22，442 29．9 91 369 1，644 0．0041

韓　　国 5，711 1．5 283 40 700 0．0495

　（注）かストリアおよび韓国については1979年の統計。損害額の日本円換算については、

　　　　日銀調べ。出火率は、人ロ…万人当たりの出火件数。
　　　　　　　　　　　　　　5）
　2．3．4　火災延焼に関する考察

　前節までは、全国の火災発生状況についてみてきたが、ここでは、火災の延焼に関して

大阪府の火災資料を分析し、火災の対策への知見を得ることを目的とする。実際の火災は、

単なる燃焼現象ではなく、消火行為という抵抗を受けている燃焼である。また、実験とは

異なり同一条件のもとでの資料はほとんどなく、かつそれほど詳しく調査されていないの

で、これらの資料では細かな延焼機構の分析には不十分であるが、延焼拡大した場合の種
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々の状態を把握し、火災による損害の軽減に役立たせる資料とすることができるものと思

われる。さて、分析した火災資料は、昭和51年から昭和53年までに大阪府下で発生した建

物火災2888件である。表1－2－9は、延焼に影響すると考えられる項目と延焼指標のクロス

分析表である。延焼に影響すると考えられる項目とは、つぎの7つである。すなわち、

表1－2－9

（a）

延焼項目と延焼指標の関係

①地　域　別 ②季　節　別 ③時　刻　別 ④建物用途別　　　　　項目

эﾄ指標 大阪市 市　外 夏　期 冬　期 昼　間 夜　間 住宅
　一「一　、一

Y業用
出　火　件　数

焼失面積50㎡未満〃50～150m2〃

V150～300㎡〃
@〃300㎡以上

473
R14
P24

W1

913
T88
Q23
P72

556
R62
P34
X1

830
W18
Q13
P62

901

T34
Q02
P09

485
R68
P45
P44

642
S63
P59
U1

499
Q43
P13
P49

件数 992 1，896 1，143 1，745 1，746 1，142 1，325 1，004

合　計
（％） 34．4 65．6 39．5 60．5 60．5 39．5 45．9 34．8

平均焼失面積（㎡） 115 128 122 125 105 153 93．2 173

平均延焼棟数 2．2 1．7 1．8 1．9 1．8 1．9 1．8 1．9

平均覚知時間＊（分）
6．7 6．4 6．6 6．4 6．0 7．1 6．4 6．7

（b）

⑤建物構造別 ⑥放水までの時間（分） ⑦火元延床面積（㎡）　　　項目

эﾄ指標 木　造 耐火造

10

@未満

10

@～20

20

@以上

100

@未満

100

`200
200

@以上

合計

出　火　件　数

焼失面積
ﾌ同上の
謨ｪ

602
S28
P77

P28

171

P08

R9
T4

585
R51

P14

U6

677
S75
Q02
P53

124

V6
R1

R4

756
R20
R5
P6

234
R01

P12

Q2

396
Q81

Q00
Q15

1，386

@902
@347
@253

件数 1，335 372 1，116 1，507 265 1，127 669 1，092 2，888合計

α） 46．2 12．9 38．6 52．2 9．2 39．0 23．2 37．8
　　一
P00．0

平均焼失面積 131 170 96．1 134 181 51．3 103 211 124

平均延焼棟数 2．1 L5 1．7 1．9 1．9 1．9 2．0 1．7 1．8

平均覚知時間＊
6．7 5．9 3．4 6．6 18．3 6．4 6．3 6．6 6．5

＊参考までに示した。
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地域別（大阪市と大阪市以外）、季節別（夏期［6月～11月］と冬期［12月～5月］）、時

間別（昼間［7時～19時］と夜間［19時～7時］）、建物用途別（住宅と産業用）、建物

構造別（木造と耐火造）、放水までの時間別（10分末満、10分～20分末満、20分以上の3

段階）および火元延床面積別（100㎡未満、100～200㎡X満、200ni2以上の3段階）で

ある。延焼指標としては焼失面積＊別の出火件数、平均焼失面積および平均延焼棟数の3

つである。表1－2－9より、つぎのことが指摘される。

　①地域別には、中心部の大阪市よりも市外部の方が出火件数は、1，896件（65．6％）

と多く、また平均焼失面積は128㎡であり、大阪市（ll51n’）と比較して若干大きい。し

かし、延焼棟数は大阪市の方が2．2と多い。この理由としては、大阪市の建物規模（とく

に住宅の規模）が小さく、また消火活動が比較的速やかに行なわれるために焼失面積が小

さくなるが、建物が密集しているために隣棟に延焼拡大しやすいものと考えられる。言い

換えれば、市外の地域では、建物規模は比較的大きく、また消防署所の守備範囲も若干広

いため放水が遅れて、焼失面積が大きくなるが、建物はあまり密集しておらず隣棟への延

焼危険が小さいものと思われる。

　②　季節別では、出火件数は、冬期（12月～5月）の方が1，745件（60．5％）と夏期よ

りも多い。冬期の平均焼失面積は125㎡であり、夏期の122㎡よりもわずかに大きい。季

節の条件、たとえば風速、温度、湿度などが焼失面積にあまり影響していないようである

が、「燃え」の条件よりも「消し」の条件の影響、すなわち季節にかかわらず比較的安定

した消防活動を行なっているためとも考えられる。

　③　時間別では、昼間（7～19時）の出火件数は1，746件（60．5％）であり、夜間（114

2件）と比べて多いが、平均焼失面積は逆に夜間（19～7時）の方が153㎡と昼間の105

㎡と比較して大きな値を示している。これは、夜間には火災の覚知が遅れ、したがって、

放水も遅れるために焼失面積が大となるのである。夜問の消防体制のや備が必要であるこ

とが指摘される。

　④建物用途別では、産業用建物の平均焼失面積は179．　in2となっており、住宅の93．2㎡

よりもかなり大きい値となっている。火元延床面積別の延焼傾向については⑦で述べるが、

産業用建物の火元延床面積は一般に大きく、したがって延焼しやすいためである。

＊　「焼失面積」と「焼損面積」と2通りの用語があり、両者とも同様の意味を表わす。
　　後者は、消防白書等の火災資料によく用いられ、この方が適切な衷現である場合も
　　あるが、以下では慣用されている前者を用いることにした。
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　⑤建物構造別では、耐火造の出火竹数は372件（12．9％）と木造の1335件に比べて少

ないが、平均焼失面積は170㎡と大きい。延焼棟数は、木造の場合の方が2．1と多い。こ

れは、木造と耐火造の「燃え」の性質をよく表わしている。すなわち、木造の規模（床面

積）は小さく、したがって、火災規模も小さいが、隣棟に類焼しやすい。・一方、耐火造は、

建物規模は大きく、火災の規模も大きいが隣棟に類焼しにくい。

　⑥放水までの時間別では、20分を越えると平均焼失面積は181rn2とかなり大きくな・）

ている。逆に、放水までの時間が10分未満の場合では平均焼失面積は96．11イと小さくなっ

ている。消火の効果を上げるには、放水開始をできる限り早くすべきであることがわかる。

　⑦火元延床面積別では、200㎡以上の場合には、平均焼失面積は211㎡と大きな火災

になっている。逆に、100m2未満の場合では平均焼失面積は51．3㎡と小さくなっている。

一・ﾊに、火元延床面積が大きければ、焼失面積も大となる傾向を示す。大規模な建物に対

しては、耐火壁や防火戸等による延焼を遮断する工作物を設置し、延焼を抑えるなどの対

策が考えられる。

　以上の結果をまとめて、主に防火対策に関する問題点を列記するとつぎのようである。

①夜間は昼間に比較すると、出火件数は少ないものの、一度出火すれば平均よりも大き

な火災につながる。したがって、出火を抑える対策、火災感知器の整備等による火災の早

期発見、初期消火対策に関する夜問の消防体制などについて検討する必要がある。

②　反対に昼問は、平均焼失面積は小さいが、出火件数が多いので、消火のための水利施

設として消火栓に多く依っている現状において、上水道の使用量のピーク時と重なる場合

等には水圧低下のため消火困難となるような事態も考えられる。さらに、地震時には、上

水道は各所で寸断され、消火栓は使用できなくなる恐れがある。したがって、消火栓以外

の消防の水利施設、たとえば防火水槽や井戸などを整備することを検討する必要があるこ

とが指摘される。

③一方、恒久的な対策としては、上水道のバイブラインの耐震性を向上させて、消火用

水および生活用水を確保する対策も必要であると思われる。しかし、これを達成するには、

莫大な費用と時間を必要とし、また、パイプラインの信頼性を100％にすることは難かし

く、②の対策と平行して進めていくべきものと考えられる。

④　「燃え」の条件として、火元延面積が大きければ延焼拡大しやすい傾向があることが

わかったので、防火区画の設計等の工夫を要することが指摘される。

⑤　　「消し」の条件として、とくに放水の遅速が影響し、分析した例では、放水開始が10
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分未満の場合では、焼失面積は96．1㎡と小さな値となっている。

　以上のようであるが、この節で取り扱・った火災資料からは、かなりマクロ的な火災の実

態しか把握できなかった。さらに詳しい調査資料による分析は次章以降で行なう。

　2．4　防火対策の現況

　前節では、火災の現況を概観し、その対策の必要性について述べたが、この節では、現

実にどの程度の対策がなされているかについての実態を各種の調査から把握し、問題点を

考察する。

　防火対策は、施設・設備面を整備する、いわゆるハードの対策と火の管理、避難、住民

の防災意識の向上といった人間の行動・運用面に関するソフトの対策に分けられる。以下

では、ソフトとハードの対策に分類して述べる。

　2．4．1ソフトの対策

　　（1）　住民の防災意識

　住民の防災意識を向上させることは、火災をはじめ、地震、豪雨等の被害を軒滅させる

ための有効な手段となるものと考えられる。そこで、住民の防災意識の実態を把握し、検

討を行なうことが重要である。ここでは、筆者らが広島市においてアンケ・一・一ト調査を行な
　　　　　　　　　　6），7），8）

った結果の要約について延べる。ただし、広島市に固有の項目は省き、他の都市において

も一般的な傾向を示すであろう項目についてのみ示している。

　①震災や火災の危険・不安意識はかなり高く、震災に関しては約7割、火災に関して

は8割以上もの世帯が平常時より不安を感じている。しかし、家庭内での災害についての

話し合いをしたことのある家庭は、半数の5割である。また、住民に最も身近な組織であ

る自治会での災害についての話し合いは殆んどなく約1割の世帯が：有ると答えているのみ

である。さらに、具体的な自衛手段としての非常時の準備状況は、消火器を備えている世

帯が約6割、また、非常袋は1．5割の世帯が備えているにすぎない。

　災害に関心があるにもかかわらず、実際にそれに対して備える様了がないことについて

は、経済的な問題等の理由が考えられるが、この点については詳しい調査を行ない心理的

側面から検討する必要があろう。

　②　地震時直後を想定した場合の危険・不安意識では、家放の安否については約9割の

住民が不安を抱いている。地震時の自宅からの火災発牛に対する不安は約6割と高く、さ
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らに、延焼に対する不安が7．5割とかなりの件民が火災に関して不安を抱いているといえ

る。自宅の倒壊の不安意識も約6割と高くな・ゾ（：いる。このように住民の大半がなんらか

の不安を抱いており、これらの不安意識を低減させる対策を考える必要がある。

　③地震発生後しばらくしてからを想定した場今の不安意識では、最も不安意識が高い

のは電気・ガス・水道が止まることであり、約8割の住民が不安に思っている。住民にと

って最も身近な問題であるので関心が高い。また、消火・消防汀動、役所の適切な処置、

救急・救助活動の応急対策に関する項目に、6割近くの住民が不安を訴えている。また、

正確な情報の伝達の不安、デマ・パニックの不安の混乱状態に関する不安も、6割前後の

値となっている。このように、住民はこれらの項目に対してもかなり高い不安意識を抱い

ており、地震時直後と同様に防災計両を考えるうえで考慮すべき点が多々あると考えられ

る。

　④大部分の自治会では防災委員会、防火委員会、防犯委員会などを組織しているが、

あまり活発とは言えないようである。また、消防訓練などに参加する住民は少ない。しか

し、最近、近くで火災があったなどの押由で関心が高まっている地区もある。また、防災

委員会を中心に住民も協力して防災について考えていこうとする姿勢を持つ地区もある。

最後に、防災に関する行政側の資料提供については、1回きりの資料配付でなく数多く住

民に呼びかけてPRしてほしいという意見が多く見受けられ、教育・啓蒙に関する検討を

要する。

　（2）住民による初期消火

　水野によれば、平常時の火災における住民による初期消火率は、大都市では55～60％程
　　　4）
度である。一一一4方、表1－2－－3の地震時火災における初期消火率は、炊事用火気器具からの出

　　　　　　　　　　　　　　　　4）
火の場合は約47％であったとしている。

　なお、初期消火を不特定の個人に期待することをせずに、住民による地域ぐるみの防災

体制を整備するために、自主防災組織が育成されている。この自主防災組織の結成状況を
　　　　　　　3）
表1－2－10に示す。東海地方の地震防災対策強化地域に含まれる静岡県92．6％、山梨県85

．2％、神奈川県70．6％などは組織率は高いが、全国的には相当の差があることがわかる。

この自主防災組織の強化によって、初期消火率をLげることができるものと思われるが、

過大な期待を寄せることはできない。東京都では、自主防災組織の役割を図1－2－7のよう
　　　　　　　　　9）
に明確に規定している。
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表1－2－10
　　　　　　　　　　3）
自主防災組織の結成状況（昭和57年4月現在）
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図1－2－7

　　　　　　　　　9）

自主防災組織の役割 （太い枠をした部分）

　2．4．2　ハードの対策

　　（1）　初期消火用設備・機器

　　a．　消防用設備の設置状況

　全国における特定防火対象物の屋内消火栓およびスプリンクラー設備の設置状況を表1
　　　　　　3）

－2－11に示す。屋内消火栓の設置率が90．1％、スプリンクラー設備の設置率は94』％と高

い率である。しかしながら、法律で設置が義務づけられているにもかかわらず、設置率が

100％に達しないのはいかなる理由であろうか。防火対象物の責任者の早急の対応および

消防機関の積極的な指導・監督が望まれる。
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表1・2－11 全国における特定防火対象物の屋内消火栓およびスプリンクラーの設置状況3）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（昭和57年3月現在）

’　　処備
、

” 1　　、 一　一
設　置 設置数 違反数 設置率 設　置 設置数 違反数 設置率

特定防火対象　　　　事項 必要数 （％） 必要数 （％）

劇　　場　　等 1，445 L261 184 前．3 224 加 19 91．5
公　会　堂　等 3，663 3，299 鰯 90．1 鵬 247 6 97．6

キャバレー　等 174 143 31 82．2 18 15 3 83．3

遊技場等 鵬 805 64 92．6 331 314 17 94．9
料　理　店　等 775 548 m 70．7 3 3

一 100．0
飲　　食　　店 1，133 956 177 84．4 35 33 2 94．3

百貨店等 8，927 7，591 1，336 85．0 2，139 2，073 66 96．9
旅　　館　　等 12，685 11，080 1，605 87．3 612 526 86 85．9
病　　院　　等 8，118 7．η3 345 95．8 1，124 1，044 80 92．9

社会福祉施設 2，653 2，472 181 93．2 34 33 1 97．1

幼　稚　園　等 1，628 1，433 195 88．0 14 14
一 100．0

特殊浴場 訂 52 5 91．2 1
一

1 0

特定複合用途防火対象物 11，985 11，330 655 94．5 2，838 2，688 150 94．7
地　　下　　街 60 59 1 駆．3 53 52 1 98．1

準　地　下　街 一 一 一 一
4 4

一 100．0

計 54，172 48，802 5，370 90．1 7，683 7，251 432 94．4

（注）違反数は、法令に違反し、屋内消火栓またはスプリンクラー設備が設置されていない防火対象
　物数である．

　　b．　一般家庭における消火器

　一般家庭における消火器の普及率を表1－2－12

に示す。調査地域、調査年および、調査方法はそ

れぞれ異なるが、東京都約40％、京都市約70％お
　　　　　　　　　　　8），9），10）

よび広島市約60％となっている。消火器の・・般家

庭における設置は義務づけられているわけではな

いので、普及率はそれほど高くないが、自衛手段

　　　　　　　　　　　8），9），10）

表1・2－12消火器の普及率

都　市 普及率 調査年

東京都 約40％ 昭和47年

京都市 約70％ 昭和50年

広島市 約60％ 昭和図年～56年

の1つとして整備すべきであろう。普及率を上げるには、住民の防災意識の向Lなどのソ

フトの対策が考えられる。

　（2）　消防力の現況

　消防活動は、　「消防機械」、　「消火剤としての水（消防水利）」および「人」により遂

行される。これらが．・．・一体となって、はじめてその効果を発揮するものであり、これらの要

　　　　　　　　　　11）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　12）
素を「消防力」という。全国の消防機械の保有数はJX　I－2－11のようである。これは昭和46

年以降の推移を示したもので、毎年徐々にではあるが充実していることがわかる。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　12）
表1－2－3　全国の消防器械保有数の推移

年　月 46．4．1 47．4．1 48．4．1 qg．4．1 50．4．1 5L4．1 52．4．1 53．4．1 54．4．1 55．4．1

過区 分 （A） （8） （A）

消 消防☆旭動車 3，318 3，587 3，887 4，191 4，211 4，295 4，363 4，363 4，415 4，499 0，355

防 水槽付消防☆旭動車 1，418 1，520 1，740 1，924 1，993 2，087 2，188 2，238 2，373 2，528 0，782

本 小型動力⇔ナ 946 942 L136 L434 1，681 2，243 2，383 2，360 2，013 2，304 L435
部 はしご1寸消防自動車 401 442 510 618 697 757 795 819 498 539 0，344

● 化学消防自動車 458 501 569 630 665 695 733 763 812 853 0，862

消 救急自動車 L433 1，750 2」48 2，601 2，861 3，132 3，337 3β90 3，592 3，805 L655
防 無線指導車 523 627 775 901 926 1，004 LO85 1，060 1，150 L455 L782
署 その他の消防自動車 1，023 1，063 L233 1，362 1，280 L333 1，456 1，526 1，518 1，952 0，908

消防艇 39 39 40 41 41 44 45 44 43 50 0，282

消常 消防孝こウ自動車 13，610 13，306 13，631 13，826 13，166 13，393 13，389 12，691 12，921 13，716 0，007

防慌 水槽付消防ま力自動車 400 399 467 460 494 525 541 542 541 m 0，442

団部 手引動力ポけ 3，333 2，151 L755 1，363 972 854 8io 901 828 L321 0，595

・含 小型動力和フ 57，797 55，677 56，391 56，747 5L591 52，251 51，708 47，495 47，830 49，05▲ 0，025

む その他の消防自動車 8，ll9 9，296 10，501 n，899 12，791 13，756 14，784 14，711 16，285 17，402 0，068

消防孝ン旭動軍 16，928 16，893 17，518 18，017 17，377 17，688 17，752 17，054 17，336 18，215 0，050

合 水槽付消防客ガ自動車 1，818 1，919 2，207 2，384 2，487 2，611 2，729 2，780 2，914 3，105 0，065

三輪消防ポカ自動車 276 125 83 43 14 9 9 7 3
’ ．

計 手引動力ポガ 3，339 2，155 1，777 1，3η 975 855 815 903 890 1，409 0，583

小型動力累力 58，743 56，619 57，527 58」81 53272 54，491 54，091 49，855 49，843 5L355 0，030

（注）昭和51年以前の数字には稼働不能なものが含まれている．

　消防水利の種類には消火栓、防火水槽、プール等の人工水利と河川、池、湖、沼、海等

の自然水利がある。自然水利は、消防水利として人工水利と並んで重要な役割を果たして

いるが、季節により使用不能となったり、取水場所が制限されることがあるので、消防水

利の配置は、自然水利と人工水利の適正な組み合わせを考えることが必要である。全国の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3）
昭和55年における消防水利の保有数については表1－2－14に示す。人工水利の全体に対する

割合は約94％、消火栓の割合は約70％となっている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3）
　つぎに、消防署所、消防和ナ自動車および消防水利の充足率を表1－2－15に示す。基準値

　　　　　　　13）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　13）
は、消防力の基準（昭和51年7月5日消防庁告示第6号改正）および消防水利の基準（

昭和50年7月8日消防庁告示第10号改正）によ一）た。ただし、簡略のため同告示に指

定されている基準のうち消防署所数は、人口30万人当たり9～13（東京都および大阪府で

は9）、消防ポンプ自動車数は、人口30万人当たり26～46（東京都および大阪府では26）

とした。また、消防水利は100m×100　mの面積に1基と考え各地域の可住地面積に設置

するものを基準値としている。表1－2－15には全回、東京都、大阪府について示した。全国

の消防水利の基準値が極端に大きいのは、ここで計算に用いた可住地面積に問題があると

思われるが、一一応の目安を示したものである。表1－2－15により、消防力はその数量からみ
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　　　　　　　　　　　　　　　13）
表1－2－14　全国の消防水利の現況　　（昭和55年4月旧現在）

区　分 個　　数　（構成率）

消防水利の総数
．一一一一’L

i100％）

人工水利数

1，150，329　－一一・1T　一「1．「一一

P，086，588（94．4）

消火栓

防火水槽 20～40m味満

　　　　　　　　　一
V90，453（68．7）　　　　　　　　A’一一

X5，216　（8．2）　　　　　　　　　・一一

40m’以上 161，070　（14．0）

井戸 20～40㎡末満 11，143　（0．9）

40㎡以上 10，315　（0．8）

その他の水利 82，132　（7．1）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3），13）
表1－2－15　消防署所、消防和ブ自動車および消防水利の充足率

区分 全　　国 東京都 大阪府

消防署所 現状① 4，308 286
｝．一一
Q21　一一一｝一

基準値② 3，486～　5，035 341 248

充足率（①／②） 1．24～　　0．86 0．84 0．89

消防ポンナ自動車 現状① 21，315 847
一｝一一一一一

基準値② 10，071～17，817 984

　　　564－・w．、一一一・

@　　716

充足率（①／②） 2．12～　　1．20 0．86
　　　A－一一
@　〇．79w’一一一．、w、一’一一一一

消防水利 現状① 1，068，197 104，368 88，442

基準値② 12，341，700 135，700 1282．00

充足率（①／②） 0，087 0．77
一一一

Z．69

（注）基準値は、消防力の基準（昭和51年7月5日消防庁告示第6号改正）および
　　消防水利の基準（昭和50年7月8口消防庁告示第10号改正）によ・った。た
　　だし、簡略のため同告示に指定されている基準のうち消防署所数は、人口30万
　　人当たり9～13（東京都および大阪府では9）、消防ポンプ臼動車数は、人口
　　30万人当たり26～46（東京都および大阪府では26）とした。また、消防水利は
　　100m×100　mの面積に1基と考え各地域の可住地面積に設置するものを基準
　　値としている。筆者が、文献3）および文献13）を参考に計算し、作成したもので
　　ある。
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ればかなりの充足率になっていることがわかる。ただし、消防水利の放ノk能力や配置密度

および耐震性については必ずしも満足されておらず、これらは重要な問題点である。とく

に現有のこれら消防水利の耐震性はきわめて小さい。地震時には、L水道をはじめとする

都市供給施設は至る所・†断し、これに付設Xれている消火栓は使用できなくなることが予

想される。また、耐震性の防火水槽はあまり整備されていない状況である。たとえば最も

震災対策の進んでいる東京都においても昭和55年12月の統計で、防火水槽の合計8，050基
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　9）
のうち1，418基（約18％）が耐震性のものにすぎない。

　2．5　結言

　この章では、火災および防火対策の現況について概観した。火災の被害をできるだけ小

さくするには、種々の対策が必要となるが、現状においては、つぎのような問題点が指摘

される。

（1）　出火原因は、その大部分が失火であるので、住民への防災教育や訓練を行なうこと

が必要である。住民は、各種の災害に不安感を抱いているにもかかわらず、具体的な対策

を行なっているとはいえない状況である。行政等による防災知識の普及、防災訓練が効果

的に行なわれることが望まれる。

（2）消防用設備については、主に初期消火のために設置するものであるが、法律で義務

づけられている防火対象物においても完全に設置されていない。まte、各家庭においても

消火器等の器具が完備されているとはいえない。したがって、火災の現況からもわかるよ

うに、初期消火が行なわれずに、あるいは初期消火に失敗して延焼拡大した火災が多数あ

り、このような設備面の改善がなされなければ、今後もかなりの火災による被害は続くも

のと思われる。

（3）住民による初期消火率は、平常時の火災の場合約55～60％、地震時の火災の場合約

50％である。自主防災組織等の活動によって初期消火率を上げることは、ある程度可能で

あると考えられるが、過度の期待をせずに、役割分担を決めておくべきである。

（4）　平常時の出火の状況からみれば、夜問は昼問に比較すると、出火件数は少ないもの

の、一’一度出火すれば平均よりも大きな火災につながる。したがって、出火を抑える対策、

火災感知器の整備等による火災の早期発見、初期消火対策に関する夜間の消防体制などに

ついて検討する必要がある。

（5）　反対に昼間は、平均焼失面積は小さいが、出火件数が多いので、消火のための水利

・－ Q9・一



施設として消火栓に多く依っている現状において、ヒ水道の使用量のピク時と重なるナ臼

合等には水圧低下のため消火困難となるような事態も考えられる。さらに、地震時には、

上水道は各所で寸断され、消火栓は使用できなくなる恐れがある。したがって、消火ヰ∧以

外の消防の水利施設、たとえば防火水槽や井戸などを整備することを検討する必要がある

ことが指摘される。

（6）恒久的な対策としては、上水道のバイブラインの耐震性を向上させて、消火用水お

よび生活用水を確保する対策も一一t方では、必要であると思われる。しかし、これを達成す

るには、莫大な費用と時間を必要とし、また、パイプラインの信頼性を100％にすること

は難かしく、（5）の対策と平行して進めていくべきものと考えられる。

（7）　建物火災の「燃え」の条件として、火元延面積が大きければ延焼拡大しやすい傾向

があることがわかったので、防火区画の設計等の工夫を要することが指摘される。

（8）建物火災の「消し」の条件として、とくに放水の遅速が影響し、分析した例では、

放水開始が10分未満の場合では、焼失面積は96、1wトと小さな値となっている。

　以上のように、通常の火災資料から、火災の実態に関する傾向を把握することができ、

とくに、消火栓以外の消防水利施設を整備することが必要であることを指摘した。また、

住民の意識調査によれば日頃から火災、地震等に対して危険・不安感を抱いており、種々

の防災対策への要望が強いことがわかる。とくに、火災は平常時においても地震時におい

ても発生することが予想されるので、多くの住民はこれに不安を示しており、消防力の強

化という面からその被害を軽減させる対策を行なうことは重要な課題と考えられる。そこ

で、第3章では、実物大の火災実験および詳細に調査された火災資料を用いて、火災延焼

機構の分析を行ない、さらに第4章で放水による延焼阻止効果を分析する。
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第3章 都市火災＊の延焼モデルに関する研’乍

3．1　緒言

　前章においては、火災の現況を概観した。実ぴの火災デー一タは、見方を変えれば、大き

な犠牲を払いつつも多くの火災実験を行なっているとも考えることができる。しかし、前

章で用いたような普通の火災データでは、火災の延焼機構を分析するには不†’分である。

そこで、この章では、実家屋群の建物を燃焼および延焼させた実験データおよび詳細に調

査された実際の火災データを詳しく分析し、火災の延焼機構を究明する。

　従来においては、いくつかの延焼速度式が提案されているが、これらは主として大火の

データから求めたものである。したがって、出火後約1時間以上の火災が次から次へと燃

え移る場合の延焼状況を表わす式と考えられる。しかも、データは昭和20年代以前のも

のであるので、建物の構造や都市の形態もかなり異なってきている状況を考えるとこれら

の式では最近の都市へ適用しにくくなっているものと思われる。たとえば、次節で述べる

浜田の式および堀内の式は、よく用いられている代表的なものであるが、実際の火災によ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　15）
る延焼速度より大きな値をとることが指摘されている。

　この章では、1棟あるいは数棟が延焼して焼止まる場合の建物火災を扱い、できる限り

最近の火災データを用いて分析を行なう。とくに出火後約1時間程度の延焼状況をより詳

しく分析し、次章における放水による延焼阻止効果を検討するための基礎とする。

3．2　従来の研究

　本題に入る前に、従来における研究を述べその問題点について論じる。市街地火災の延
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　16）
焼速度に関する経験式としては、初期のものでは、単一の大火を分析した金原、土佐林の
17）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　18），19）　　　20）　　　21）　　　　　　22）

式、さらに多数のデータから分析した東京消防研究会の図、浜田、堀内、保野の式などが

ある。以下にその主な特徴を述べる。

　　　　　　　16）
3．2．1　金原の式

　金原は、昭和15年1月15日12時半頃出火した静岡大火を調査して次の関係式を求

めている。

＊　本論文では、消防白書等により分類される建物火災を扱うが、とくに多くの施設や構
造物、建築物により構成されている市街地の火災について検討するものであり、以下では
これを都市火災または単に火災と呼ぶ。
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V＝－1．67十44．82W

ここに、V：風向き方向への延焼速度（m／hr）［60≦V≦400］

　　　　W：風速（簡／sec）［3．4≦W≦5．9］

（1－3－D

　　　　　　　　17）
3．2．2　土佐林の式

　土佐林は、昭和21年5月8日18時半頃出火した新潟県中蒲原郡村松村の大火を分析

して次のような関係式を求めている。

D・＝kf・・。一・1（1＋，。sθ） （1－3－2）

ここに、D　：火元より火面までの延焼距離（m）　，　T：延焼時間（min）

　　　　θ：風下を0°、風上を180°とする火元からの方向

　　　　k1・ao・bv：定数で上記の火災では・kl≒12［建物の疎な地区］・

　　　　k1≒30～40［同密集地区］・aO≒3・0・bV≒0・79であったとしている。

　　　　　　　　　　　18），19）
3．2．3　東京消防研究会の図

棘消防研究会が多数の大火資料を集めて、その結果提案し紬線が図1．3－1で㌶1

図1－3－1に図示された延焼速度の点は、つぎの2つの場合である。

　①平均延焼速度を焼止り線図から求め、延焼方向沿いに算出した。（図上では●印）

　②　平均延焼速度を火災延焼等時線図より求め各等時区間ごとに算出した。　（図上では

　　　○印）

　図1－3－1（a．風下側、b．風横側、　c．風上側の延焼速度と風速の関係）から明らかなよう

に、風速が増加するにしたがい延焼速度は二次曲線的に急激に増加する傾向が示されてい

る。これらの延焼速度は出火後1時間もしくはそれ以上経過した後のものとみなすことが

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　18），19）
できる。また、火災初期の延焼速度としては図1－3－2が提案されている。強風時の資料が

やや乏しいが、火災初期における風速の影響は、建物の外に火が出ない問は、すでに相当

拡がった火災と比較してそれ程顕著でないことがわかる。
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　　　風速（m／sec）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　18）
図　1－3－1　大火災時における木造市街地の延焼速度と風速の関係

一33一



（m／min｝

1火災初期の延焼速度

0

　51015202530　　　　　　　　　　　　　風速（m／sec｝

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　18），19）
図1－3－2　火災初期の延焼速度と風速の関係

　　　　　　　　　20），21）

3．2．4浜田・堀内の式

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　20）
　浜田は普通木造建物の延焼速度式として式（1－3－3）および（1－3－4）を提案している。図

1－3－3のように市街地における建物火災の状況をモデル化した場合を考え、建物火災はす

べて1辺a（m）の正方形としおり、それらがすべて隣棟間隔d（m）で正しく配置され

ていると考える。火元建物火災の中心を出火点とし、これを平面上の原点と考えるものと

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　20），21）
すると各方向別の延焼速度を示す式はつぎのようである。

　風速［：x

v（m／sec）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　a　　　　a

　　　　　　　　　」一L⊥」コーL⊥
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　で
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　口［玉

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　わ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［玉

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　カ
　　　　　　　　　「［「［一一「丁

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　21）
　　　　　　図1－3－3モデル化された市街地における火災延焼状況
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　風下側

　　to＝（3＋3a／8＋8d／Dt）／（1＋0．1　v）

　　tt＝（3＋3a／8＋8d／Dt）／（1＋0．lv＋0．007v2）

　　ここに、Dt＝5十〇．5　v

　風上側　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1－3－3）

　　t’＝（3＋3a／8＋8d／D’）／（1＋0．002　v2）

　　ここ（こ、D’＝5十〇．2　v

　風横側

　　t”＝（3＋3a／8＋8d／D”）／（1＋0．005v2）

　　ここに、D”＝5十〇．25v

　to：出火より風下側隣家へ着火するまでの時間（min），

　tt：風下側隣家よりさらに　つぎの風下側隣家へ着火するまでの時間（min）

　t’：出火により風上側隣家へ着火するまでの時間（min），

　t”：出火により風横側へ　t’と同様に測った時間（min）

　v：風速（m！sec），D，，D’，D”：延焼限界距離（m）

　　なお、風下側へは延焼速度は時間経過とともに増大するものとし、つぎの式によって

　tおよびDを求めるものとする。

　　出火から10分以内　　　　　tt，Dt

　　出火から11分～30分間　　　t2＝tt／1．2，D2＝1．5・D，　　　　　（1－3－4）

　　出火から31分～60分間　　　t3＝t，／1．4，D3＝3・D，

　　出火から60分以上　　　　　t4＝tt／L6，D4＝5・Dt

　式（1－33）は、各方向別に外壁面という特定の位置における着火時間を示す形で表わさ

れているために、任意時刻における「火面」の位置を示すには不便であるから堀内はこれ

をつぎの式ように変換している。

　風下側

　　k＝（a12＋d）十（x－To）／Tt　・　（a＋d）

　　ただし、x≦Toのとき　k＝（a！2＋d）x／To

　風上側

　　k’＝（a！2＋d）十（x－T’）／T’　◆　（a＋d）　　　　　　　　　　　　　（1－3－5）

　　ただし、x≦T’のとき　k’＝（a！2＋d）x／T’

　　　　　　　　　　　　　　　　－35一



　風横側

1≡蕊二一llll㌶》し　」

　k，k’，k”：x分後における風下側，風上側および風横側の延焼距離（m）

　To，T，T’，T”：式（1－3－3）のto，t　，　t’，t”と同じ。もしくは，防

　火的木造物に対するつぎの式におけるτo，τ　，τ’，τ”を用いて求められた着火

　時間（min）

　　τo＝（5＋5a／8＋8d！A　）／（1＋0．1　v）

　　τt＝（5＋5a！8＋別！A　）／（1＋0．1　v＋0．007v2）

　　τ’＝（5＋5a！8＋8d／A’）／（1＋0。002v）　　　　　　　　　　　　　　　　　（1－3－6）

　　τ”＝（5＋5a／8＋8d／A”）／（1＋0．005v）

　　ここに、A　＝D　／2，∠1’＝D’／2，　A”＝D”／2

　実際の市街地では、100％普通木造建物の場合とか100％防火的木造建物の場合という

ことは少なく、両者が混在している。普通木造建物がε％防火的木造建物がη％の割合で

混在している市街地に対しては、つぎの式（1－3・7）によって求めたTo，Tt，T”およ

びT”を用いて式（1－3－5）のk，k’，k”を算出することができる。

　　To＝to×ε／100十τo×η／100

　　T1＝tt×ε／100十τt×η／100　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1－3－7）

　　T’＝七’×ε！100十τ’×η1100

　　T”＝t”×ε！100十τ”×η！100

　さらに堀内は、焼失面積としてつぎの式を提案している。

　　A＝1．5nδk”　（k十k’）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1－3－8）

　ここに、A：建物焼失面積（㎡）

　　　　　n：建物の平均階数

　　　　　δ：平均建ぺい率（＝a2／（a＋d）z）

　　　　　　　22）
3．2．5　保野の式

　保野は、建物火災を面積100㎡程度の住宅および店舗併用住宅を主とする「普通建物」

の焼失面積に対する式（1－3－9）および倉庫，工場，作業場，病院，学校などの「大規模建

物」に対する式（1－3－10）を提案している。これは，K市における火災資料より統計的千
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法を用いた解析を行ったものである。

　普通建物：

　　At＝（0．765　v十1．650＋1．465σ）x　　　　　　　　　　　　　　　（1－3・9）

　　　ただし、0．765v十1．650＋1．465（」　＞0

　　　　　　　3≦x≦15（min），0≦v≦10　（m／sec）

　大規模建物：

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0．1165σ＋1．350　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1－3－10）　　A2＝｛（－O．300σ十3．400）v＋4．570σ＋2．800｝x

　　　ただし、　（－0．300σ十3．400）v＋4．570σ＋2．800　＞0

　　　　　　　3≦x≦15（min），0≦v≦10　（m／sec）

　　At，A2：各群の建物の焼失面積（㎡）

　　V：風速（m／sec）

　　x：出火後の時間（min）

　　σ：σ＝0（この場合焼失面積は平均値）

　　　　σ＝1，2およびσ＝3の場合の焼失面積以下に含まれるデータの割合は、それぞ

　　　　れ84．1，97．7および99．8％である。

3．2．6従来の式の検討

　従来の式において、保野の式を除けば火災の資料は主として大火をもとにしている。…

般に大火時の延焼速度には飛火の影響を含んだものになっており、また出火後1時間ある

いはそれ以上経過した場合のデータが多い。したがって、これらの式は、火災がつぎつぎ

に拡大していく場合の延焼状況を表わすものと考えられえる。しかし、通常の場合の火災

には延焼を促進する要因ばかりでなく、抑制する要因も存在するので鎮火までの時間、と

くに出火から20～60分程度の延焼状況は必ずしもうまく説明されていない。また、消火活

動，とりわけ消防水利に絡んだ場合の延焼および延焼阻止に対する知識は、経験や勘に依

りすぎている傾向があるように思われる。

　以下に問題点をまとめると次のようである。

　①　従来の研究によって、出火棟から他の棟へつぎつぎと延焼拡大（類焼）していく場

合の延焼速度式は定式化されている。ただし、適用範囲は出火から20分以内および1時間

以上の時間の範囲に精度がよいものと考えられる。言いかえれば、20～60分の延焼状況が

一37一



うまく説明されていないということである。

　②　従来の式では、比較的大きな焼失面積となることが知られている。このことは、消

防計画を策定する場合、安全側であると言えなくはないが、震災時には消火が可能である

かも知れないにもかかわらず、延焼範囲を過大に見積るために消火活動が無理であるから

避難すべきであるというような結果を予測し、かえって危険側となる場合が考えられる。

すなわち、震災時においても、延焼状況を正しく把握し、それに対処することが、場合に

よっては可能となるのではないかと思われる。したがって、避難計画のみならず、積極的

に消火活動をすること、とくに耐震性の防火施設の適切な整備を行なうことは重要である

と考えられる。

　③　消火の研究はあまりされておらず、焼失面積を最小限度に抑えるには、どの程度の

消防水利の確保と消防活動を行なえばよいかということを科学的に解明する必要がある。

そのためには、出火から数棟が延焼するまでの火災状況をより的確に把握する必要がある。

そこで、次節では自治省消防庁によって行なわれた最近の火災実験結果について検討する。

　　　　　　　　　　23），24）
3．3　延焼モデルの基本型

3．3．1概説

　この節では、昭和54年8月に自治省消防庁消防研究所によって行なわれた大分県佐賀
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　25），26）
関町における実家屋群による大規模火災実験結果を分析する。図1－3－4は、その火災実験

の焼失面積と時間の関係を示したものである。この場合の家屋群は、木造トタン葺板張り

平屋4棟延804㎡（空地を含む）で、全焼失時間は50minであった。また風速は、1．8

m／secで、2箇所から点火を行なったものである。図1－3－4によれば、焼失面積と時間の

関係は、S字状の曲線となることがわかる。この場合は、出火棟からつぎつぎと3棟に延

焼した場合であるが、消火活動を行なって延焼を阻止した場合や、たとえば2棟で焼け止

まった場合には、図1－3・．5の破線のようになると予想される。ところで、この関数関係を

調べてみると、明らかに従来の式のような無限に増加する関数関係とはならず、多項式で

は3次式以上の関数あるいはその他の関数関係となることがわかる。いま、S字状の曲線

として多項式とOジスティック曲線を挙げることができる。以下では、それらの関数にあてはめ

てみることにする。
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図1－3－5　一般的な焼失面積と時間の関係
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3．3．2　多項式回帰モデル

　自治省消防庁消防研究所によって行なわれた佐賀関火災実験のデータを用いて、つぎの

n次多項式（定数項＝0）

A＝b，x　十b2x2十・◆◆◆bnxn

ここに、bt，b2◆◆◆bn：係数

　　　　x：出火からの経過時間（min）

　　　　A：焼失面積（㎡）

（1・311）

のn＝2～10に対し、最小2乗法により係数を求めて描いたものが図1－3－6である。ただ

し、文献25）では空地を含む焼失面積と時間の関係が示されているが、図1－3－6には空地

を除いた建物のみの焼失面積を示している。すなわち、調査資料には5分毎の同時延焼線

図（延焼動態図）が描かれているので、これより筆者が建物のみを算出したものであり、

完全に延焼拡大するのに要した50分間のうちで、5分毎に10点の観測値をプロットし

ている。

　また、図1－3－7には、2～10次式として回帰したときの各々の残差2乗和とその次数の

関係を示す。この図より次数を増せば残差2乗和は減少し、曲線と観測値とのずれは小さ

くなることがわかる。ところが、図1－3－6に示されているように次数が大きくなるにつれ

て観測値と観測値の間で振動するような傾向を示すことがわかる。例えば、10次式では、

観測値を必ず通る曲線となり、残差2乗和は0となるが、区間の両端の観測値の間で大き

な山が表われている。焼失面積は、時間の経過とともに増大し、減少することはあり得な

いのであるから、このような曲線は火災の現象には適さない。したがって、これらのこと

を考慮すると、この場合の回帰多項式の次数は3次あるいは4次が適当ではないかと思わ

れる。ただし、これらの場合でもx＝45～50（min）の問でピークが表われ、火災

の現象に合わない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　27），28）
　ところで、多項式の次数は、MA　I　CE（Minimum　AIC　Estimation）と呼ばれる方法を

用いれば、ある程度客観的に求めることができる。MAICEとは、回帰多項式の次数の

決定に際し、次式で表わされる統計量AICを指標として、これが最小となる場合の次数

を最適とする方法である。
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　　　　　AIC＝m・ln（（，）十2n十C　　　　　　　　　　　　　　　　　（1－3　－12）

　　　　　　ここに、m：データ数

　　　　　　　　　　n：次数

　　　　　　　　　　S：憂きi差2乗和

　　　　　　　　　　C：定数（C＝m・ln（2πe／m）＋4）

この式によってAICを求めてみると、図1－3－7のようになる。これより、1次～5次の

うちで3次式が適当であることがわかる。ただし、次数とデータ数との関係は

　　　　血詰・⊥＜ホ　　　　　　　（1－3－13）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　27）
となる範囲で用いるべきであるとされており、例えばn＝3とするとm＝40以上となる。

上記のデータはm＝10であり、不足しているが、参考のために求めてみたもので、厳密に

は何らかの方法でデータ数を増す必要がある。

3．3．3　0ジスティック曲線による延焼モデル

（1）　o汲ティック曲線

　次式で表わされるyとxの関係式

　　　　y＝1、i－・（x－・）　　　　（1’3’14）

　　　　ここに、G，　a，　c：定数、　e：自然対数の底

は、例えば人口増殖曲線の一種でllジスティック曲線と呼ばれる。あるいは、式（1－3－14）は、

化学的には単分子触媒反応において、yを時刻xの反応生成物量、Ax時間でのyの変化

Ayが、その時刻に存在するyと反応物質の初期量をGとして、Gに対する差（G－y）

とGの両方に比例する形の微分方程式（自己触媒方程式）

　　　　慕＝・（・一・）・　　　　　　　（1－3－15）

　　　　ここに、λ：比例定数（λ＝a／G）

の解として与えられる。
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　さて、y＝Aとして

　　　　A＝1、i－a（x－，）　　　　（1－・－16）

　　　　ここに、A：焼失面積（㎡）

　　　　　　　　x：出火からの経過時間（min）

　　　　　　　　G：建築面積（㎡）

　　　　　　　　a，c：定数

とする。式（1－3－16）の概略を図1－3－8に示す。またこの式の性質としては、主につぎの

点が挙げられる。

　　①（c，G／2）で変曲点、点対称

②｛｝会＝乎＝」乎　　　　　　（1－3－17）

　　③x＝一。。でA＝0

　　④x＝。。でA＝G

焼失面積　A

一一一…一一…一一一一
ﾁ＝∠塾

Xi

　　　　時　間　x

図1－3－8nジ万イック曲線の概略
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　式（1－3－16）のバラ）～一タG，aおよびcを決定する方法は大別して（1）解析的な方

法と（2）図式解法とに分けられる。解析的な方法には最小2乗法がある。式（1－3－16）

は決定しようとするパラメータに対して非線形の関数であるので、Gが既知のもとに、対

数による線形化を行なって通常の最小2乗法によりG，aおよびcを求める方法（対数線

形法と呼ぶ）および非線形最小2乗法によって求める方法（非線形法と呼ぶ）がある。図

式解法には、V法と定差図法を挙げることができる。以下にこれらの解法についての説明

を行なう。

（2）　最小2乗法による係数決定方法について

（a）　対数線形法

　式（1－3－16）を変形して

　　　　G／A－1＝exp｛－a（x－c）｝

両辺の対数をとり

　　　　ln（G／A－1）＝－a（x－c）

ここで、Y＝ln（G／A－1），b＝acとおくと

　　　　Y＝－ax十b　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1－3－18）

となる。これは、xに関して線形であるので通常の最小2乗法を適用して、　m個の観測値

（Xt，A，）、（x2，A2）…　　（Xm，A間）より、　aおよびbを求めることが

できる。また、このaおよびbよりcを求めることができる。この方法は、先に述べたよ

うにGが既知の場合に解析可能である。

　一一般に、このような対数線形法はその計算が簡単なために好んで用いられる。しかし、

最小2乗法の原理においては、誤差は正規分布しているものと仮定しているが、対数線形

法では、誤差の対数が正規分布すると仮定することになる点に注意する必要がある。すな

わち、非線形パラメータを有するモデル式に対して最小2乗法の原理を厳密に適用するに

は、次に述べる非線形法を用いる必要がある。
　　　　　　29），30）
（b）　　非線形？去

　式（1－3－16）より残差を

　　　　f1＝At－G／｛1十exp（－a（Xt－c））｝

　　　　f2＝A2－G／｛1十exp（－a（x2－c））｝
　　　　：　　　　　　　　　　　　　　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｝　　　（1－3－19）

　　　　f　nt＝Am－G／｛1十exp（－a（Xm－c））｝
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と表わす。残差2乗和は

　　　　S＝f1十f2十・◆◆◆fm　　　　　　　　　　　　　　　　　（1・・3・・20）

となる。こでベクトル表示すると

　　　　S（Z）＝llf（Z）11＝f（Z）f（Z）　　　　　　　　　　　　（1・3－21）

　　　　ここに、Z＝［G，　a，　c］T

　　　　　　　f＝［f1，f2，　・◆◆fm］T

　　　　　　　T：転置を表わす

となる。最小2乗法の原理より残差2乗和Sを最小にするときのG、aおよびcが各々の

最確値である。最確値は、近似値を与えて数値的に繰り返し計算を行ない、ある基準（停

止則）のもとで収束させて求めることができる。すなわち、近似値ZK＝［G，　a，　c］

のまわりでfをテーラー展開して2次以上の項を省略すると

f（Z）≒f（Z）＋WAZ （1－3－22）

ここに、W＝

∂fi　∂ft

∂G　∂a

∂f【　∂fm

∂G　∂a

㌔∂

したがって、観測方程式は

　　　WZ＝WZK－f（ZK）

となり、これより正規方程式を作ると

　　　WT　WZ＝W↑m

　　　　ここに、m＝WZK－f（ZK）

となる。この式の解をzxとすると

　　　　Z＊＝［WTW］－tWTm

，AZ＝Z－ZK

Z＝ZK

（1－3・23）

（1－3－24）

（1－3・25）

となる。zxはZkよりも解に近づいているものと期待される。　Z＊を改めてZKとし．L

述の計算を繰り返し、所定の精度で収束させたときのZ＊を最確値とする。ただし、常に

収束するとは限らず、発散する可能性があるが、最近の数値的最適化アルゴリズムと数値

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　lo）
的線形代数の発達により、安定した解を得るための種々の技法が考案されている。
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（3）図式解法による係数決定方法について

（a）　V法

　つぎに、oジスiイめ曲線の係数を近似的に求める方法（V法と呼ぶ）について述べる。図

1－3－8においてA≒G／2で火災資料より滑らかな曲線を描きV＝dA／dxのほぼ最大

値（接線の角度の最大値）およびその時刻x＝cを図上より求める。すなわち、式（1－3－

17）において

　　　　V＝λG／4＝aG／4

であるから、Gが判明しておれば、

　　　　a＝4V／G

によってaが求まることになる。また、A≒G／2のとき、　x≒c（変曲点のxの値）と

してcを求めることができる。

　　　　　　3D
（b）　定差図法

　ここでは、消火用水のかけられていない部分の火災資料によって式（1－3－16）の係数を

決定する方法（定差図法と呼ぶ）について述べる。

　式（1－3－16）の逆数をとって

　　　　1／A（x）＝｛1十exp（－a（x－c））｝／G　　　　　　　　　　　（1－3－26）

hを単位変化量として式（1－3－26）を定差式の形式で変形すれば

　　　　1／A（x＋h）＝｛1十exp（－a（x＋h－c））｝／G　　　　　　　　（1－3－27）

つぎに、式（1－3－26）×exp（－ah）を求め、式（1－3－27）から引いて整理すると

　　　　1／A（x＋h）＝　exp（－ah）／A（x）　十｛1－exp（－ah）｝／G（1－3－28）

となる。式（1－3－28）は、1／A（x＋h）と1／A（x）との問に直線関係があり、その傾

きはexp（－ah）であることがわかる。したがって、この図形の性質よりaを求めることが

できる。すなわち、図1－3－9に示すように傾きをθとすると

　　　　tanθ＝exp（－ah）

対数をとって

　　　　一ahニ1n（tanθ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1－3－29）

ここで、　h＝1とおけば

　　　　a　＝－1n（七anθ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1－3－30）

となる。なお、一・・般に1／A（x＋h）　＜　1／A（x）であるから、θ＜45°となる。し

たがって、式（1－3－29）の傾きは、tanθ＜1となるから、［ln（七anθ）］＜0，a＞0と
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0

⊥A（x）

図1・3－9

1

A（x＋h）

　　1
と　一の関係
　A（x）

なり、tanθ→大のとき、　a→小となる。

　いま、式（1－3－28）において1／A（x＋h）＝1／A（x）とすれば

　　　　｛1－一一　exp（－ah）｝／A（x）＝｛1－exp（－ah）｝／G　　　　　　（1－3－31）

したがって

　　　　1／A（x）＝1／A（x＋h）＝1／G

となる。すなわち、図1－3・9において式（1－3－28）の直線と45°の直線との交点における

1／A（x）の値は1／Gを与える。

　ところで、式（1・3－17）よりa＝λGであるから

　　　　λ＝［－ln（tanθ）］／G

となりλが求まる。

　また、式（1－3－26）において、X＝exp（－ax）とおけば
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　　　　1／A（x）＝｛1十exp（ac）　・X｝／G　　　　　　　　　　　　　　（1－3－32）

となる。ここで、1／A（x）とXの関係をプ［1ットすれば、図1－3－10のように直線となり、

その傾きは　exp（ac）／Gとなって、これよりcが求められることになる。すなわち

　　　　七anθ，＝exp（ac）／G

対数をとって、cについて解くと

　　　　c＝［ln（tanθ’G）］／a　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1－3－33）

となる。

　1
A（x）

O
　一axX＝e

　　　　　　1　　　　　－ax
図1－3－10　　　とe　の関係
　　　　　A（x）
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　このように定差図法によって得られた係数、すなわち関数の形を規定する母数の推定値

は近似的なものであるから、それらの信頼区間は推定できない。したがって、2つの関数

の問の差を検討することはできない。しかし、火災資料のようにかなりの三呉差を含む解析

には、係数をより正確に推定するための出発点となる近似値が必要である。この意味で、

定差図法による解は有用であるものと考えられる。

（4）　解析結果

　以上の4つの方法（対数線形法、非線形法、V法および定差図法）によって前述の佐賀

関火災実験のデータからロジスティック曲線の係数を求めたものが、表1－3－1である。

表1－3　－1延焼速度式（ロジスティック曲線）の係数の推定値

係数
対数線形

ﾅ小2乗法
非線形最小2乗法 V　法 定差図法

GaC

　　　＊528．4

O，143

P8．9

　　　＊528．4

O，130

P9．3

　544
O，123

P9．8

　　　＊528．4

O，131

P9．8

　529
O，138

P9．1

＊既知の値

　非線形法では、Gを既知とした場合と未知とした場合を示している。なお、非線形法の
　　　　　　　　　32），33）　　　　　　　　　　　　　　　　　34）

解法のうち、マルカート法および改訂準ニュートン法を用いて計算したもので、収束判定

は

　llZk＋LZk　llo。＜　εo・max｛1，llZjl｝　　　　　　　　（1－3－34）

ただし、。。ニ1．0×10－5，ll・ZK　II。。＝max｛1GK　I，1。・1，1，k　l｝

とした。

　なお、Gの値を既知および未知として解析したのは、つぎの理由による。実際の火災資

料では、消火等により延焼を阻止している。消火活動をしなかった場合には、どの程度延

焼したかということを求めたいことがあるが、非線形法および定差図法を用れば、このG

を推定することができることを示した。佐賀関火災実験の場合には、実際のGの値528．4

に対し、非線形法では544、定差図法では529と？F，　T・大きめの値となっている。

　つぎに、非線形法を用いて、G，　aおよびcを推定した場合の詳しい経過について述ぺ

る。マルカート法による残差2乗和とGの停留値の関係を図1－3－11に示す。図の各点は種
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々の初期値に対する停留値であって、一’・度の計算で最適な解が得られなかった。すなわち、

図のようにかなりの計算を行なって残差2乗和が最小となる点を求めなくてはならない。

図1－3－12～図1－3－14には、G，　aおよびcの初期値と停留値の関係を示す。図1－3－12のG

については、初期値が500以下のときは、大体520程度に停留し、初期値が500を

越えると初期値と停留値が等しくなっている。また、aおよびcについては、それぞれ図

1－3－13および図1－3－14に示すが、各々aおよびcの初期値に大きく影響されているようで

ある。さらに、この方法（マルカート法）の特徴としては、初期値が最適値よりも小さな

場合は、最適値のやや低めに停留し、初期値が最適値よりも大きな場合は、最適値より高

めに停留することが挙げられる。

2500

藝

看

乗　　2000
和

1500

1000
500 550

停留値G

600
（mZ）

図1・3－11　残差2乗和と停留va　Gの関係
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停留値

G

600

500

400 　　　　　　　　　　　　　　500

　　　　　　　　　　　　　　　　　初期値　G

図1－3－12　係数Gにおける停留値と初期値の関係

600

5L停留値

a

1．0

G ＝ 450
initia1 G ＝ 500

G ＝ 400

1．0

図1－3－13

　　　　　　　1．5

　　　　　　　　　　初期値　a

係数aにおける停留値と初期値の関係

　　　一52一
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22．0

停　21．0
留
値

C

20．O

19．0

18．0
　　　　　15．0　　　　　　　　　　　　　　　20．0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　初期値　c

図1－3－14　係数cにおける停留纏と初期値の関係

25．0
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　つぎに、マルカート法と改訂準ニュートン法の収束状況の例を表1－3－2に示す。いずれ

の方法も初期値が最適値にかなり近い場合（case　2）では、収束の仕方がよい。両者を比較

すれば、改訂準ニュートン法の方がやや収束性がよいようである。しかし、初期値が最適

値と離れている場合には、両者とも収束しなかったり、十分収束しないうちに計算が打ち

切られる。

　　　　表1－3－2非線形最小2乗法による各初期働こおける収束状況

初期値・停留値 初期値 停 留　　値

項　目 マ肋一ト法 準ニュヰン法

case　l　　　　G 300．0 300．1 424．8

a 0，143 0．2637 1，913

C 18．9 11．41 15．14

残差2乗和 14051． 70491．

case　2　　　　G 500．0 524．8 543．6

a 0，143 0．1319 0．1226

C 18．9 19．12 19．83

残差2乗和 1370．3 1035．4

case　3　　　　G 1000．0 1000． ＊

a 0，143 0．0567 ＊

C 18．9 38．72 ＊

残差2乗和 14663．3 ＊

‡　異常終了

　以上のように、非線形法は初期値の与え方によって収束値（または停留値）が異なるた

め、総当たり的に初期値を変えて計算を行なって最適解をみつけなければならない。もち
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うん、上の計算例のように、図1－3－11～図1－3－14のよ5な傾向がみつかれば最適値は比較

的簡単に求まるが、適当な近似値が得られない場合や、各停留値の問の傾向が不規則な場

合には、かなりの1算量が必要となるものと思われる。また、表1－3－2のcase　3の場合の

改訂準ニュートン法のように収束しないことは問題である。

　一方、対数線形法および簡便法であるが繰り返し計算は必要とせず、反復なしに係数を

求めることができるので、これらの方法によって推定した係数を非線形法の初期値として

与える方法などによって収束性をよくすることができると考えられる。

　さて、パラメ・一一tタを数学的に厳密に求める方法について述べてきたが、工学的な解析を

する場合には、データの精度に応じたパラメータの決定法を考えることが合理的である。

すなわち、実際の火災データの精度は、一・般に佐賀関火災実験のように詳しく調査された

ものに比べて劣ることが考えられる。したがって、解法のみを精選しても、結果的に無意

味となる場合も考えられる。これらを総合的に考えると、表1－3－2に示されるように、実

用上は簡便法で求めた値も精度的に十分満足できるものと考えられる。さらに、簡便法の

うちで定差図法は、Gが既知でなくてもパラメータの推定が行なえる点で対数線形法に比

べて有用な方法である。

3．3．4　解析結果の検討

　焼失面積と時間の関係を表わす延焼モデル式として、まず多項式を考えた。その次数の

最適なものとしては、MAICE法を用いるとすれば3次が適当であることがわかった。

しかし、火災の現象からすれば、式の性質として単調増加関数であることが挙げられ、多

項式ではこの性質を満足することは難しい。フーリエ級数等による方法でも同様な結果と

なるものと思われる。そこで、筆者は、単調増加関数でありSカーブの代表的な関数とし

てeジスティック曲線を用いることを提案した。oジ万イック曲線のパラメータは3次式と同数の3

個であり、残差2乗和は3次式より小さい。一方、　oジスティック曲線は、単分子触媒反応にお

ける自己触媒方程式の解曲線であって、図形の類似性より、火災の延焼モデルとしてはよ

さそうである。つぎに、Oジスティック曲線のパラメータの決定方法は、厳密には非線形法によ

るべきであるが、収束性や簡便性から考えて、実用的には定差図法で差し支えないと考え

　れる。

　ところで、Oジ万イッケ曲線を表わす式（1－3－16）のままでは、　x＝0のときA＝0となら

ず、またx＝XL（全焼失時間）のときA＝Gとならない。この点は、つぎのような修正
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を施すことによって決定される。すなわち、式（1－3－16）を

　　　　　　　　G十n◆ε　　　　　G十n・ε
　　　　A＝－i＋e－・（・一・一’1，eaτ　　　　（1’335）

　　　ここに、n：修正係数

　　　　　　　　　　　　　G
　　　　　　　ε＝　　　　　　　　　　　－
　　　　　　　　　　　　　a　◆C　　　　　　　　　　　1＋e

とすればよい。図解的に示すと図1－3－15のようである。まず原点を通るようにするには式

（1－3－16）から

　　　　　　　　　　　　　G

　　　　　　　ε＝
　　　　　　　　　　　　　a　°C　　　　　　　　　　　l＋e

を引けばよいが、このときの状態が図1－3－15の実線である。これでは曲線が全体的に下が

ってしまうので、分子（G＋n・ε）によって上限を引き上げる。この場合、x＝XLで

ちょうどA＝Gとなるように係数nを加減する。このようにして佐賀関火災実験の場合の

延焼モデル式を修正したものが図1－3－16である。また、図中には佐賀関火災実験の場合に

相当する堀内の式（AH）を示す。　AHは式（1－3－8）より求めたもので、この場合の条件

は、風速はv＝1．8m！secとし、防火木造と普通木造建物の比を75：25、建ベイ率を0．6、

平均建物階数は1とした。図1－3－16のように、従来に式と比較すれば斜線部分に芦が生じ

ていることがわかる。

G＋nn・ ε

G
，’

　　’@　’@　’@’怐C”

　　　　　　，’ツ@　　　／7　　　”　　　’

．：；1｜i

　　’
0 缶t 苫

図1－3－15ロジスティック曲線の修正
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（m2）

600

500

焼　　400
失
面
積

A　　300

200

100

⑫②

AH：Horiuchi，s
　　formula

　　　　　0　　　　　　10　　　　20　　　　30　　　　40　　　　50　（min）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　時間　x

　　　図1－3－16佐賀関火災実験における各棟の延焼状況および堀内の式との比較

　　　　　　　　　　　35）

3．4　延焼モデルの提案

　前節では、延焼速度は基本的に0ジ万イック曲線を考えればよいことが明らかにされた。こ

こでは、　Oジスティック曲線を前提にして実際に適用可能な延焼モデルを提案する。

3．4．1延焼規模が延焼モデルのパラメータへ与える影響

　表1－3－3ez佐賀関火災実験の各々の延焼棟別についての延焼モデル式（lltrスティック曲線）

の係数の推定値を示す。図1－3－16には、それらの曲線を細線で示す。太い実線は、4棟
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表1－3・3　佐賀関火災実験における各棟の延焼速度式（oジ万イック曲線）の係数値（最小2乗法による）

番号 σ α 6 η 備　考

① 804．0 0，150 19．5 1．20 空地を含む4棟（39，40，41，42号棟）の合計したもの

② 528．4 0，143 18．9 1．17 空地を含まない4棟（同上）の合計したもの

③ 149．5 0，423 5．20 1．07 41号棟，出火棟（室内2火点）

④ 131．7 0，329 12．5 1．06 40号棟誕焼棟

⑤ 130．5 0，460 6．51 1．35 42号棟，延焼棟

⑥ 116．7 0，363 12．0 1．01 39号棟，延焼棟

⑦ 121．3 0，293 9．95 1．09 45号棟，単独火災（室外2火点）

がつぎつぎと延焼して行ったものである。すなわち、各棟の延焼モデル式もOジスティック曲線

で表わされ、全体の延焼モデル式もOジスティック曲線で表わされることを示しており、建物群

全体の刻々の焼失面積をAとし、各棟の焼失面積をAJとすれば

　　　　A＝ΣAJ＝A，十A2十Ao十A，

　　　　ただし、Σ：各時刻で」＝1，2，◆◆・棟の焼失面積加えることを意味する

となる。ところで、建物群全体の延焼モデル式

　　　　A＝G／｛1十exp（a（x－c））｝

と各棟単独の延焼モデル式

　　　　AJ＝GJ／｛1十exp（aJ（x－CJ））｝

のパラメータ｛GJ，aJ，Cj｝の関係について考察する。

（1－3－36）

　まず、G＝ΣGJとなることは物理的条件より明らかである。すなわち、全建物群の建

築面積Gは、これをを構成する各建物の建築面積GJを加え合わせたものである。

　しかし、aおよびcについては単純に加え合わせたものとはならない。なぜならば、各

建物は同時刻に延焼し始めるのではなく、時間がずれて延焼していくこと、およびモデル

式自体がパラメータ｛a，c｝に関して非線形であって、｛aj，C」｝を単純に加えた

ものではないことは容易に理解されよう。したがって、以下でこれらの関係について検討

を行なう。
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（1）　パラメータaについて

　式（1－3－16）のパラメータaはこの値が大きくなれば、焼失時問が小となり、aが小さ

くなれば焼失時間が大となる。また、表1－3－3によれば、Gが大となればaは小となって

いる。これはGが大きい場合（4棟が延焼した場合）には、隣棟に燃え移る時の時間の遅

れが影響しているものと考えられる。そこで、aとGの関係は、　a＝B　Gγ　（βおよびγ

は定数。ただし、γ＜0）と表わされるものと考えて、表1－3－3における出火2点の◎を

除いた④⑤⑥と②により、βおよびγを求めれば次のように近似される。

　　　　　　　　　　－0．690
　　　　a＝10．82G

さらに、この式を次のように変形する。

　　　　a＝（b／G「）×Vo

この式は、基準建物（平均的な一棟）の建築面積Gを代入したときに、a＝Voとなるよ

うにしたものである。Voは、この場合は一一・棟平均の建築面積G＝126．3における一・棟単

独の延焼モデル式の係数aの値（0．384）である。また、b＝28．18、r＝0．690であり、

結局

　　　　　　　　　　　0．690　　　　　　　　　　　　　　）　×0．384　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1－3－37）　　　　aニ（28．18／G

と表わすことができる。式（1－3－37）の28．18／GO・690を焼失時間の遅れを表わす係数と

考えてaの低減係数（αと記す）、GO・690を延焼抵抗係数（R＝G「：rは延焼抵抗係

数定数）と呼ぶことにする。このRは、建物構造、隣棟間隔および周辺の工作物や樹木等

によって異なると考えられ、各地区あるいは各都市の建物および周辺の状況により値が変

わるものと推定される。式（1－3’37）の28．18は、抵抗係数Rに基準のGの値、すなわち

ここでは表1－3－3の④⑤⑥のGの平均値126．3を代入した値であり、aの低減係数定数（

bと記す）と呼ぶ。　さて、式（1－3－37）の特徴をまとめれば、出火建物の基準建築面積

が、G＝126．3のときα＝1と考えて、この場合a＝0．384であり、　G→大、α→小、　a
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　20）
→小となるものである。低減係数αは、浜田の式によって示されている風下、風上、風横

側の隣家へ着火するまでの時間、風速、隣棟間隔および建物の長さの関数で示されている

ものと類似している。このαの場合には、建ぺい率により異なると共に、建物周辺の植木、

塀はどの延焼阻止要因によっても異なるのでその点が浜田の式と意味がやや異なっている。
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（2）　パラメータcについて

　パラメータcは、式（1－3－33）によって、Gおよびaの関数として表わされることがわ

かる。すなわち

　　　　c＝［ln（tane’G）］／a

である。表1－3－3における④⑤⑥と②のtanθ’を定毛図法により求めれば、　aとの蘭係

で次のように近似することができた。

　　　　tanθ’＝5．71a2・73

このように、cはGおよびaの関数として表わされるが、　aの変化にはあまり影響されず、

G→大のときc→大となる傾向を示す。

（3）　全焼失時間XL　について

　式（1－3－16）において、x→XtのときA（xし）→Gとすれば

　　x↓＝c－［1n（G／A（xL）－1］／a　　　　　　　　　　　　　　（1－3－39）

　　　　teだし、　G／A（XL）－1＞0

となる。しtaがって、式（1－3－39）においてG／A（Xt）をGとの関係において表示す

れば、近似的に

　　　G／A（・i）≒1．Olη一1．07×10’5G　　　　　　（1．3－40）

となり、式（1－3－39）に代入すると

　　　　・、＝・一［1・（1．0177－1．07×10－5G）］／。　　　　（1－？．、．41）

となる。

3．4．2　K市およびS市の火災資料による延焼モデルの実用化

（1）　延焼モデルのパラメータの推定結果

　K市（人口約24万人）における詳細な火災資料（昭和37年11月～昭和38年6月）を用

いて解析した結果、S市（人口約27万人）の火災資料（昭和53年3月～昭和55年4月）

を用いて解析した同様の結果および佐賀関火災実験（SAと略す）について同様な結果をま

とめて表1－3－4に示す。表1－3－4において、K市の場合にLと表記しているのは出火原因

によって分類した延焼拡大の特に大きな場合（たとえば、灯油から出火してカンナ屑ある

いは畳に着火した場合など）である。添字Lがないものは、それ以外の普通の場合である。
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採用した火災資料は、K市は全件数60件のうち20件（普通の場合11件、　Lの場合9件）、

S市の場合は全件数40件のうち21件である。また、表1－3－4においてSA（佐賀問火災実験）

のαおよび七anθ’を示したが、そのデータは表1－3－3に示すもので、　Gの分類数が少な

いため精度は少々落ちるものと考えられるが、K市、　S市と同様の傾向を示すものとして

参考に求めたものである。また、asA＝αVoにおいて、　Vo＝0．384となっているのは佐

賀関火災実験が風速v≒1．8m／secであって、　V　oがvの関数として表示できなか・・）たか

らである。

　さて、表1・3－4の係数値は、式（1－3－35）のaおよびcをa1およびc1と書きかえて

　　　　G＋n・ε　　　 G＋n・ε
A＝　　　1＋e’・・（・一・t）　1＋eat　Ct

（1－3－42）

としたものに適用する。ここで、atおよびCtとしたのは、これらはGの関数であり、

式（1－3－42）においては、式（1－3－16）を修正した場合にGを（G＋n・ε）としている

ために、その影響を受けるものと考え添字1をつけてGのみの場合のaおよびcと区別し

た。

（a）　パラメータa，α，r，Voおよびtan　e　’の関数関係

　表1－3－4における係数aとGの関係（v＝2．5m／sec）を図1－3－17に、　rとvの関係を図

1－3－18に、Voとvの関係を図1－3－19に、　tanθ’とaの関係を図1－3－20に示す。　K市と

S市を比較すると、延焼拡大の特に大きな場合（添字Lで示したもの）を除き、a、　r、

Voおよびtan　e　’はかなり似ているが、必ずしも火災資料が十分でなくこの2都市だけ

から木造および防火的木造の火災が一般的にこのように延焼するとは断言できないであろ

う。さらに詳しく他の都市などの多くの火災資料の蓄積をする必要があると考えられるが、

一応の傾向が得られたものと思われる。
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（b）　変数v、Gおよびxの適用範囲

　つぎに、表1－3－4に示すvおよびG並びにxの解析資料の範囲は

　　i）0≦v≦10　［m／sec］，50≦G≦1500　［㎡］，x≦90［min］

であったが、その多くは

　ii）　0≦v≦　7　［m／sec］，100≦G≦　600　［㎡］，x≦60［min］

に集中していた。したがって、各変数の適用範囲としては、ii）は比較的精度はよいが、

少し精度を落とせば、i）rg用いて差し支えないであろう。

（C）　修正係数n

　つぎに、nとvの関係は片対数紙にプロットすれば、ほぼ直線で表わされるので

　　　　n＝ρ◆eζv　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1－3－43）

　　　　ここに、ρ，ζ：係数，v：風速（m！sec）

とおいた場合のζとGおよびρとGの関係を図1－3－21に示す。ρはGの1次式（．Kは2

次式）、ζはGの2次式として近似することができた。それらの関係式をまとめて表1－3

－5に示す。

　修正量nεおよびnε／Gの値をv＝2．5m／secの場合について図1－？．　－22に示す。それ

ぞれG＝100～1000㎡の範囲でKの場合は約6～23㎡（6～2．3％）、LKの場合は約5～14

㎡（5～1．4％）、Sの場合は約8～29㎡（8～2．9％）となる。したがって、上式のnを式（1－

3－42）に代入することによって、任意の時刻xに対する焼失面積A（x）は式（1－3－16）

を修正した式（1－3－42）で求めることができる。

（d）　延焼抵抗について

　つぎに、係数aの低減係数αとGの関係を佐賀関火災実験と比較するために、v＝1．8

m！secとして図1－3－23に示す。これによると佐賀関火災実験の場合の低減係数αは、　K市

およびS市よりもGが大きくなるにつれて小となり、延焼抵抗係数Rについては大きくな

っていることがわかる。

　また、表1－3－4では建ぺい率δ＝O．60程度であり、δが多少変化した場合には近似的に

α＝（b／G「）×（δ／0．60） （1－3－44）

と表示できるものと考えられる。
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表1・3－5　ρおよびζとGの関係

　1COO
（m2）

＼

　1CD
（m2）

ρ

ζ

K 1．39－2．82x1σbG 5・16x10望＋3・29・1（戸G－2．18．10・G・

LK 1．24＋1．15x1σ3G－9．05×1σ7G2
6・54・1σ2＋2・35・10＋G－1．59．10－・G・

S 1．49－2．42x10＋G 一6・87・10弓＋1・76・104G－1．09．10・G・
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（2）　従来の式との比較検討

（a）　全焼失時間と焼失面積の関係（Xt曲線）

　式（1－3－42）によって求められた全焼失時間XLにおける焼失面積A（XL）の曲線（

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　36）
XL曲線と呼ぶ）をv＝1．8m！s㏄として図1－3－24に示す。同図に大阪府の標準延焼速度式

（OSと記す）についても図示した。これによると全焼失時間の小さいもの（延焼速度の大

なるもの）の順にしK、OS、　SA、　K、　Sの順である。なお、　OSの風速vは不明であるが、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　37）
データの1部（10㎡程度の部分）は東京大学の実大家屋実験（昭和9年8月：平均風速v

＝1．3而／sec）のものが使用されており、参考までに描き入れてある。

　　　　　（m2）
　　　　　　600

50D

A（x．）

　　姻

300

200

100

／〃’

〃ン

／／〃

SA（実測値｝
OS

LK

　　　　　　　0　　　　　　　　　　10　　　　　　　20　　　　　　30　　　　　　40　　　　　　50　　　　　　60

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　x・　　　　　　　　　（カ！阜冗）

　　　　　　図仁3－24　焼失面積A（xi）と全焼失時間xiの関係

　さて、図1－3－24の結果は、LKは別格として、その他については建物や市街地の構成等

から考えて妥当なものであると考えられる。すなわち、建物（火災資料）の年代は、OS、

SA、　K、　Sの順に新しくなっており、それにしたがって建築材料や建物の内部が構造的に

延焼しにくくなっているものと考えられる。たとえば、東大の実験では、建物内部は大き

な部屋からなっていたが、最近の実際の家屋では、小さな部屋が比較的多く存在するので、

その区画が延焼を遅らせる要因の1つとなっていると考えられる。

　つぎに、K市およびS市のXt曲線をvをパラメータとして図1－？．　－25および図1－3－26に
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示す。XLは建築面積Gの建物全体に火が燃え拡がる時問を表わしているか　、図1・3－24

～図1－3－26は、任意の時刻xに対する焼失面積A（x）を表わすのではない。この意味を

明確にするために、K市のv＝2．5m／sec、　G＝100～600　■2の延焼モデル式（ロジ万イめ曲

線：実線）とXt曲線（点線）を図1－3－27に示す。

（b）　保野の式との比較

　図1－3－27には保野の式Ayt（普通建物）、AY、（大規模建物と普通建物の混在比1：9）

およびAY。（大規模建物と普通建物の混在比2：8）を描き入れてある。保野の式の適用

範囲x≦15minにおいてAY3がかなりよく一・致しているようである。　Ay、およびAY、も

延焼モデル式をはさむような曲線となっており、変曲点までの部分の傾向としては比較的

よく合っているようである。このように、従来の式が延焼モデル式に相当する部分は変曲

点付近までであり、つぎつぎと隣棟に燃えていく場合は、Gを漸次大きくしていく場合の

Oジスティック曲線の変曲点を連ねたもの、あるいは変曲点までの傾向を延長したものと考えれ

ばよいものと思われる。しかし、どのような火災でも必ず焼け止まりが存在するから、従

来の式では延焼モデル式の変曲点を越えた部分（図1－3－27の斜線部分）において実際の火

災現象と差が生じ、過大な焼失面積を算出するような結果を与える。

　　　　　　　　　（m2）
　　　　　　　　　600

A

0 10 20 30　　　　40　　　　50

　　x　　　　　（min）

図1－3－27　K市の延焼速度式（oジスティック曲線）および保野の式
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　　　　　　　図1－3－28　各種の延焼速度式の比較

（c）　堀内の式との比較

　図1－3－28にK市のv＝2．5m／sec、　G＝600㎡の場合のAK、LAKを示す。この図には

堀内の式A，（防火的木造と木造の混在比3：1、平均階数1、建ぺい率0．6）、保野の式

AY（大規模建物）を示している。　AH、LAK、AYがよく接近しているが、これらは、

かなり延焼しやすい場合を表わすものである。これに対して、AKは普通の場合であるか

ら、A，と比べると延焼速度はかなり小さい。このことは、堀内の式の仮定（正方形の建

物が均…に並んだ街区を想定している）に対して、実際の建物の配置が等間隔でないこと、

最近の建物が以前と異なり燃えにくくなっていること、あるいは隣棟間隔および周辺の延

焼を阻止する構造物などの影響が複雑にからみあっていることによるものと考えられる。

したがって、それらの影響を考慮したものとして

　　　　　　　　　1
　　　　　　　　　　×AH　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1－3－45）　　　　AJ＝　　　　　　　　βj

　　　　ここに、A」：j市（例えば、　K市またはS市）の延焼モデル式

　　　　　　　AH：堀内の式、β」：係数

におけるβjを考えてみる。式（1－3－45）は変曲点cまでに適用するものであるが、この
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係数βJ＝AH／AJを変曲点（x＝c）の関数として

　　　　βJ＝ξ＋ηc　　　　　　　　　　　　　　　　・　　　　　　　　　　（1－3・46）

と表わし、各風速（0，1，2…・，10m！sec）で整理し、　K市の場合について、図1－3・29に示

す。これを関数の形で表わすと

　　　　β、＝3．36・（0．105－2．95×10－2・－2．24×10－3。2），　　（1－3．47）

　　　　　ただし、　0≦v≦10m／s㏄、　5≦c≦36　min

となる。同様にS市の場合について、図1－3－30に示す。これを関数の形で表わすと

　　　　βs＝2．86rO．217v＋5。66×10“2v2

　　　　　　　・（8．09×iO“2　－S．92×IO“3。－5．66×IO’2。2），　　（1－3－48）

　　　　　ただし、　0≦v≦10m／sec、　4≦c≦34　min

となったが、K市とS市の傾向がやや異なっている。

　式（1－3－47）において、火災資料より精度をよくする場合を考えて、v・＝0～7m／sec、

G＝100～600㎡（各々Gに対して、K市のc＝5～36頂in、　S市のc＝4～34　minに相

当）で、βK≒1．3～6．9、式（1－3－48）では、βs≒3．6～5．7となる。このことは、

A，が、かなり大きめの値となることを示しており、これらの延焼速度式を使って消防計

画を策定する場合に、消火時の所要ボンブ自動車台数および消防水利に大きく影響を与え

るものと考えられ、今後とも十分な研究をする必要がある。

ξ

8

6

4

2

0

図1－3－29

　2　　　　4　　　　　6

K市のξおよびηとvの関係

0．2

8　　　　10
　　（rn／sec）

η

一72一



ξ

10

8

6

4

2

0 2 4 6 8　　　　10
　　（m／8ec）

n

図1・3－30　S市のξおよびηとvの関係

3．5　結言

　以上の結果をまとめると主につぎの点が指摘される。

（1）従来の大部分の延焼モデルは大火のデータを基にしており、したがって出火後約1時

間もしくはそれ以上の延焼状況（無限の可燃物が存在する場合）に重点が置かれているの

で、比較的小規模な通常の火災の延焼状況については必ずしもうまく説明できない。そこ

で、1棟または数棟が延焼する火災（有限の可燃物がある場合）に対して新しい延焼モデ

ル式としてnジスティック曲線［式（1－3－42）］を採用すると比較的うまく説明することができ

た。

（2）oジスティック曲線の係数を決定する方法として、①対数線形最小2乗法、②非線形最

小2乗法、③　V法および④　定差図法を検討したところ、厳密には非線形最小2乗法を

用いるべきであるが、定差図法も近似解法として有用であることがわかった。

（3）他の棟へ延焼拡大する場合には建物の構造や隣棟間隔、建物周辺の工作物および樹木

などが延焼に対して抵抗となると考えるが、それを考慮したものとして、延焼抵抗係数R

＝G「（r：定数）で表わした。

（4）係数aの低減係数αについてみると、α＝b／G「（b：定数）と近似的に表示する

ことができ、基準建物の場合にはα＝1となり、G→大、α→小となるものであり、各都
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市においては、建物および周辺の状況により異なるものと考えられる。

（5）本章においてnジスティック曲線を用いて表わした延焼モデル式は、火災の出火から鎮圧ま

での延焼状況をかなりよく表わしており、従来の式はこの延焼モデル式（Oジスティック曲線）

の変曲点まで、あるいは変曲点を連ねた線と同等のものであることがわかった。

（6）K市およびS市における延焼モデル式（oジスティック曲線）の係数aおよびcを検≡寸する

ことによって、これらは風速およびGの関数として表わされることを明らかにした。

（7）堀内の式A，と本モデルのAKおよびAsの比較において、その倍率βK＝　AH／

AKは式（1－3－46）で表わされ、　v＝0～7　m／sec、　G＝100～600㎡で、βK≒1．3～

6．9となり、βs＝AH／Asは式（1－3－47）で表わされ、βs≒3．6～5．7となること

がわかった。
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第4章
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　38）

都市火災の延焼阻止効果に関する研究

4．1　緒言

　前章においては、火災の延焼モデルを構築した。すなわち、1棟あるいは数棟が延焼し

て焼止まる場合の火災の焼失面積は、出火からの経過時間との関係において、llジスティック曲

線で近似されることを示した。この章では、前章の延焼モデルを用いて、出火からどの時

点でどの程度の放水をすれば延焼阻止の効果が得られるかを検討する。

　従来の消火に関する研究においては、消火水量の定量的な検討のうち時間的な要素を含

んだ放水量による延焼阻止効果に関する検討はあまり行なわれていないようである。以下

に示す従来の研究は、筆者の意図する放水による延焼阻止効果の分析に使用することは困

難であるが、その考え方は参考に値するものと思われるので概説する。

4．2　従来の研究

　　　　　　　39），40），41），42）

　4．2．1　碓井の研究

　碓井は、燃焼木材に対する注水量の実験式を提案し、実際の火災の使用水量と比較して

いるが、この研究は、いわゆる消火注水の実状を分析したもので、その効果分析にまで及

んでいないようである。

　　　　　　　　43）
　4．2．2　菱田の研究

　火災の保険料率算定の基礎として供されてきたもので、注水量と鎮圧時間を図式解法に

よって求める方法である。本法では、消火に必要な注水量は浜田の延焼速度式より延焼拡

大する火面の形を卵形とした場合の火面1m当たりet　1　tonの注水が必要として算出され

る。また、火面周長は、風速、建物階数、建ペイ率、火線の割合によって変化するように

算出される。

　　　　　　　　44）
　4．2。3　堀内の研究

　堀内は、消火に際し筒先本数の多少が重大な役割を果すと考えられるとし、所要注水筒

先本数（N）および所要ポンプ車台数（P，）を次式で与えている。
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　　N＝S／10

　　PH＝N／2＝S／20

　　ここに、S：火面周長（m）

また、水利点の所要配置密度W（個／k㎡）は

　　W＝（1，㎜，㎜×S／20）／210（2　k”十k’十k十280）

　　ここに、k：風下側延焼距離（m）

　　　　　　k’：風上側延焼距離（m）

　　　　　　k”：風横側延焼距離（m）

（1－4－D

（t－4－2）

（1－4－3）

とし、これ以上の配置密度でなければ、ポンプ車の能力を十分に発揮できないとしている。

なお、ノズル1本当たりの放水量は0．6m3／mi　nと定めている。

　　　　　　　　45）
　4．2、4　保野の研究

　保野は、火面を1：2となる矩形とし、実際の建物に凹凸部分や死角があることを考慮

して、火面周長を矩形周長のさらに50％増しとして、ポンプ車1台につき20mを割り当て

て、放水量QY　（㎡／min）とポンプ車台数PY（台）を

　　　QY＝0．382　VワC　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1－4－4）

　　　PY＝0．318〆三瓦　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （1－4－5）

と表わしている．これらの式は、ある焼失面積に対して有効な消防活動が可能となる値を

算出する。ただし、ポンプ車1台の放水量をノズル2本と考えて1．21n3／minとしている。

　　　　　　　　46），47）

　4．2．5　高橋の研究

　高橋は、木材および木炭のクリブによるモデル火災に開する実験ならびに理論的考察に

よって、種々の消火諸現象の定量化を行なっている。1例を示すと、消火時間teは、比

較的注水率の大きい範囲で

　　　t。～M，μP’1　　　　　　　　　　〈1－4－6）

　　　　ここに、Mc：消火開始時間時の平均木炭量（g）

　　　　　　　　μ　：木炭単位当たりの必要水量（gH20／9char）

　　　　　　　　p　：注水速度（g／min）
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となることを示している。これらの結果を実際の火災へ適用する方法については、今後の

課題とされており、以後の研究の展開が期待される。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　48）
　なお、以上の他に海外における最近のP．Fucksらの研究によると、消火水量の決

定のための数学モデルと実験との比較を行なっており、計算による消火水量は実験のもの

より大となることや、水に（NH，）2SO4やKHCO3などを溶かした場合には、水

だけ注水した場合より量が少なくてよいこともある等が報告されている。

　高橋やP．Fucksらの研究を実験室レベルのミクロ的な研究とすれば、次節より説

明する筆者の方法は火災統計というマクロなデータを分析するもので、これを実際の火災

に対する消防計画に資することを目的とするものである。

4．3　延焼阻止効果の数学モデル

　出火からある時点x＝xoにおいて、放水を開始するものとする。この時点までは、式

（1－3－35）に示す延焼モデルを適用するものとして、x＝xoのときの焼失面積を、　A＝

Aoとする。放水開始後の延焼状態を考えてみると、放水開始後の数分間は、放水の効果

があまり表われず放水開始前の延焼状態が続き、徐々に放水効果が現われるものと考えら

れる。模式的に示すと図1－4－1の点線のように、自然に延焼する場合の実線から徐々に離

れていくものと考えられる。

（mユ）

G

㎏焼失面積

A

Ao

0 　　　　　　　　＝　　　　　　　　　　　　　　　　Xi　　（min）

　　　　　　　　　時問　＝

図1－4－i焼失面積と時間の関係の模式図
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　さて、放水開始からある時間to（min）経過したときの焼失面積は、Aoから延焼

増加した割合をkoとすると

　　　A＝（1十ko）Ao

であり、このときに要する放水量Wo（m）は、単位面積当たりの所要水量q（m／ln2）

を掛けたもの、すなわち

　　　Wo＝q（1十ko）Ao　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1－4－7）

と表わすことができる。また

旦dx 　　　　　ko　Ao
。．x．＝m◆

煤B
（1－4－8）

である。ここで、dA／dxlx．x．≒koAo／toと表わすこともできるが、両辺を等

しくさせるための修正係数mを導入している。

　つぎに、1分間当たりの放水量Q（㎡／min）は、式（1－4－7）および式（1－4－8）より

Q＝￥i＝k（1＋kr）器 1。．x．

（1－4－9）

となる。ここで、q／m＝qo　toとおき（qoは単位時間当たりの単位面積当たり所要

水量［㎡／m・min］で、所要消火係数と呼ぶ）、式（1－4－9）に式（1－3－35）を代入す

ると

Q＝・…（1＋☆）a言デ≒蕊≦竿）

となる。右辺の（1＋1／ko）以外の項を定数B、すなわち

（1－4－10）

B＝・・・・・・…－a（x°－C）．（G＋・・）／｛1＋。一・（x・　一・）｝・

とし、Qとkoの関係を図示すれば、図1＋2のようである。この図より、　ko→0のと

きQ→。。となり、ko→。。のときQ→Bとなる。ただし、実際にはxoよりto（min）の問

にko＝。。とはなり得ず、自然に延焼増加する割合以下がkoの取り得る値である。すな

わち、自然に延焼していく場合のx＝xo＋toの焼失面積をA，。とすれば
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（m3／min）

　　6B

5B

侶

詔

放水量

Q

2B

B

0 1 2 3 4 5 6

　　　　　　　　　　　　　図i－4－2　Qとkoの関係

　　　　　　　At。－Ao
　　　ko≦
　　　　　　　　Ao

であり、このkoの上限値を式（1－4－10）に代入すれば

　　　　　　　　　　　Ao　　　QB＝B（1＋　　　　　　　　　　　　　　　）
　　　　　　　　　　At。－Ao

となり、Q，程度の放水量では、消火に全く効果をなさないことになる。

（1－4－11）

　なお、消火放水のされている火災データより、自然に延焼する場合に式（1－3－35）の係

数a、cおよびGを式（1－4－10）に最小2乗法を適用して求めることもできる。ただし、

式（1－4－10）はパラメータa、cおよびGについて非線形の関数であり、非線形最小2乗

法によって計算する場合には、前章でも述べたように、初期値の与え方によっては、解が

求まらないこと（繰り返し計算により収束しないこと）もある。

　さて、式（1－4－9）をkoについて解く（q／m＝qo七〇とおく）と
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　　　　　　　　　　　　　xーXo　　　ko＝
　　　　　　Q－・・t・｛絵

となる。放水開始からto

　　　A（to）＝（1十ko）Ao

・…｛絵
（i－4－12）

　　　　　　　　　　　　　　　　x－Xo

　　　　　　　　　　　　（min）後の焼失面積をA（to）とすれば

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1－4－13）

である．つぎに、放水開始から任意の時刻t（離散変数、1、2、3…　　［min］）

の焼失面積A（t）を算出する方法について述べる。t＝1の場合は、式（1－3－35）、式

（1－4－12）および式（1・4・13）からA（1）を求めることができる。t＝2、3、◆◆・

の焼失面積A（2）、A（3）、…　　は、放水開始後の各時刻においても式（1－4－12）

が成立するものとし、時間間隔to＝1として、これを差分の形で

　　　　　　　　　　　　qo　（A（t－1）－A（t－2））
　　　ko　（t）＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1－4－14）

　　　　　　　　　Q（t一吉）－qo（A（t－1）－A（t－2））

　　　ただし、ko　（t）≧O

　　　A（t）＝｛1十ko（t）｝A（t－1）

　　　　　　　＝｛1十ko　（t）｝　｛1十ko　（t－1）｝　・◆◆

　　　　　　　　　　　　　　　　　…　｛1十ko（1）｝A（0）　（1－4－15）

と表わすことができる。ここで、Q（t）とQ（t－1）は線形に変形するものと考えて、

その平均、すなわちQ（t一士）が延焼阻止の効果に貢献するものと考えている。したが

って、放水量Q（t）の状況に応じた放水開始後の時刻tの焼失面積A（t）は式（1－4－

15）に式（1－4・14）を代入して求めることができる。

4．4　モデルによる延焼阻止効果の検討

　火災資料は、前章と同じK市における昭和37年11月から昭和38年6月までの60件のうち、

延焼状況および消火活動の詳しく調査されている19件を採用して分析を行なった。火災延

焼および消火条件に関する主なものの統計値（最大値、最小値、平均値および標準偏差）

を表1－4－1に示す。

　消火活動を行なう前の延焼モデル式は、前章により
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表仁4－1　K市における主な火災延焼項目の統計値

項目 焼失面積 風速 放水開始 鎮圧時間 1㎡当たり
時間 の放水量

As V xo Ts q
（㎡） （m／sec） （mln） （min） （㎡／㎡）

最大値 1563．0 7．0 12．0 35．0 0．2825

最小値 74．0 0．3 3．0 5．0 0．0078

平均値 325．8 2．7 7．2 13．4 0．0659

標準偏差 419．5 2．0 2．7 8．2 0．0825

　　　　　　　G＋n・ε　　　 G＋n・ε
　　　A＝「＋e－・・（x－・丁アー「＋ea・c・

　　　ここに、G：建物群の建築面積（㎡），v：風速（m／sec）

　　　　。＝（1．39，2．82×io’4G）

　　　　　　　　　（5．16×IO“2＋3．29×10’4G－2．18×10’7G）。

　　　　　　×　　e

　　　　　　　　G
　　　　ε＝

　　　　　　　　　ac　　　　　　　1十e

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－0．146v
　　　　・＝（・・175・…2・5・1’62）（警）°’582e

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－0．146v
　　　　。t＝（0．175・0．0245。1・62）（175）0・582e

　　　　　　　　　　　　　　　　　　G十ε

　　　　　　　　　　　　1．40　　　　c　　　＝　［｜n（0．980a　　　　　　　　　　　　　　G）］／a

　　　　，、＝［1，｛0．980。｝・40（G＋。。）｝］／a、

と表わされている。

　4．4．1　延焼モデルの諸要素について

　　　　　　　　　　　　　　　　　一81一

（1－4－16）

（1－4－17）



　（1）　　所要消火水量係数　qo

　式（1－5・・IO）におけるQ、　to、ko、a、　c、　xo、G、　n、εは火災資料より得ら

れるので、これらの値を式（1－4－10）に代入すれば、qoが求まる。この所要消火水量係

数q　と放水開始時の焼失面積Aoの関係を図示すれば、図1－4－3のようになる。これら

　　　　　　　　　　50）
の点より非線形最小2乗法を用いて

　　　　　　　　　　一〇．898
　　　qo＝0．423　Ao

が得られta。このように、　qoはAoの増大とともに減少する傾向がある。

（ml／mtmin）

　0．020

qo

0．015

0．010

O．005

0 500 1000　（mt）
Ao

図1－4－3　qoとAoの関係

　（2）　　QB

　式（1－4－11）のQBとAoの関係を図1－4－4に、　Q，とxoの関係を図1－4－5に示す。

これらの関係は、式（1－4－10）でG＝300㎡、v＝3．Om！sec、　to＝1minおよび式（1・

4－17）を代入したものである。なお、xoと　Aoは従属の関係にあり、　xoを式（1－4・・

16）に代入すればAoが求まる。また、　a、　c、　nおよびεは式（1－2－17）によb求まる。

ここで、G＝300㎡、　v＝3．Om／secとしたのは、表1－4－1の焼失面積および風速を琴照
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　49）
設定したものである。また、消防力の基準によれば、消火開始時間は、年問平均風速4m！

sec以下の場合には8minとされている。以下では、これらの数値を標準的なもの（モデ

ル火災）と考える。この条件のうち、G＝300　rn2とは、建ペイ率を60％とした場合、敷地

500㎡の範囲内に3～5棟（建築面積の合計が3001n2）の木造建物が存在する区域を想定

していることになる。また、この区域の周囲を道路等の空間によって他の区域と分離され

ているものとする。たとえば、延焼限界隣棟間隔を堀内の式（1－3－6）　によるものとすれ

ば、Al＝2．5＋v／4≒3．3（m）以上の道路等の空間に囲まれている区域である。

　　　　　（ml／min）

　　　　1．0

QB

己σ

0．5

0 50 100 150
（mコ）

Ao

図1－4－4　QBとAoの関係

Qe

1．0

0．5

0 5 10 （。品

XO

図1－4－5　QBとxoの関係
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　（3）　　放水量のバターン

　1分間当たりの放水量Q（㎡／min）と

時間t（min）の関係は、火災現場に集ま

ってくるボンブ車台数、水利能力によって決

まり、近似的に

Q＝Kotno （1－4－19）

表1－4・2式（1－4－19）における

　　　　　係数Koとnoの値

と表わされる。係数Koとnoの統計値を表1

－4－2に示す。これらは、各々の火災において鎮圧までの1分間ごとの放水量のデータに対

し、式（1－4－19）に非線形最小2乗法を適用して求めた値の平均値である。いま、Ko、

noの平均値（Ko，no）に各々の標準偏差（σK。，σn。）を減じた場合、平均値の場

合、平均値に標準偏差を加えた場合の3つの放水量バターンを考えてみる。

項目 Ko no
統計値

最大値 1，983 0，702

最小値 0，229 0，105

平均値 0，845 0，437

標準偏差 0，394 0，179

Qt＝（Ko一σk）t（・・一・ne）

　　　　0．258＝0．451t （1－4－20）

Q2＝　Kot

　　　　　　0．437　　＝0．845t

Q、＝（Ko十σk）t（・・＋・n・）

　　　　0．616＝1．239t

（1－4－21）

（1－4－22）

消防ボンプ自動車1台当たり1～1．2㎡／minの放水が可能であるとすれば、式（1－4－20）

～式（1－4－22）において、t＝20～30minに対する値より、　Q，は約1台、　Q2は約3台

Qoは約7台分の放水量に相当することがわかる。図1－4－6は、式（1－4－20）～式（1－4－

22）の曲線を両対数グラフに示したものである。

一84一



（mヨ／min）

　10．0

5．0

01

放水量

Q

0．5

0．1

　0．5　　　　1．0　　　　　　　　　　　　　 5．0　　10．0　　　20．0

　　　　　　　　　　時間　t　　　　（nriJi）

図1－4－6　放水量Qと時間tの関係

4．4．2　延焼阻止効果について

　モデル火災［式（1－4－16）でGニ300㎡、v＝3．Om／secとしたもの］の場合に、消火開

始時間xo　i9　4、8、12、および16minとして、各々の時刻より式（1－4－20）～式（

1－4－22）の放水量で消火を行なったとすると、図1－4－7のような延焼阻止の状況を示す曲

線が得られる。これは、式（1－4－14）および式（1－4－15）より計算したものである。図に

示されている例では、Q，の放水量（ポンプ車1台分に相当）については、　xo＝4min

の場合のみ有効となり、それ以外の放水開始時間の場合には、この程度の放水量では効果

が期待できなく、消火活動を行なわない場合の破線と同等となる。Q、およびQ。では、

いずれもどの放水開始時間の場合にも放水による延焼阻止の効果が現われていることがわ

かる。

　つぎに、消火放水開始時問xoと焼失面積Aの関係を図1－4－8に示す。これによると、

Q，の放水で効果が期待できるxoは約5min以下の場合であることがわかる。また、標

準の放水開始時間xo＝8minの場合には、　Qsでは全く不足し、焼失面積Aは300㎡、

全焼）となり、Q、の放水ではA≒60㎡、　Q。ではA≒50　in2に鎮圧できることがわかる。

さらに、Q、とQ。の曲線を比較すると、　xo＝10～15rninの範囲でほぼ平行となる直線
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焼失面積　A

（m2）

300

200

100

0 5 10

　l－・

15　　　　　　20

時間　x

25 30

（min）

図1－4－7　焼失面積Aと時間xの関係

となっている。この直線の傾きは1min当たり約20㎡であり、1minの放水開始の遅速に

よって鎮圧面積が約20㎡増減することを意味する。また、直線の間隔は約1minであるの

で、Q2とQ3の放水量の差、すなわちボンブ車4台分は時間に換算すれば約1minに相

当することがわかる。

　つぎに、図1－4－9に焼失面積Aとポンプ車台数Pの関係を示す。図中の点は、ポンプ車

1台、3台および7台（それぞれ放水量Q，、Q2およびQ3に相当する）の放水を行な

った場合に鎮圧される焼失面積を示す。なお、図では放水開始時刻xo＝5、10、15、

20および25minの場合について示している。さらに、図中の破線PYは、保野による

所要ボンブ車台数の式（1－4－5）を描いたものである。これは、ある焼失面積に対して、そ

の火面の周囲を取り囲むのに十分なポンプ車台数を示している。ただし、火面を1：2と

なる矩形とし、実際の建物に凹凸部分や死角等があることを考慮して、火面周長を矩形周

長のさらに50％増しとして、ポンプ車1台につき20mを割り当てている。したがって、
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（rn　2）

300

　　oo　　2焼失面積

A

100

ノ

0　　　　　　　　　　　　　5　　　　　　　　　　　10　　　　　　　　　　　15

　図1－4・8　焼失面積Aと放水開始時間xoの関係

20 （。加デ5

図1－4－9の破線PYの係数0．318の値は、実際には建物や火面の状況に応じて増減すると

思われるので、ある幅を持ったゾー・ンとして議論すべきものと考えられる。しかし、ここ

では式（1－4－5）を標準的な所要ポンプ車台数を与えるものと考える。

　さて、実線はある焼失面積に鎮圧させるために必要なポンプ車台数であり、破線はその

焼失区域を取り囲んで消火活動行なうのに十分なポンプ車台数を示す。したがって、実線

と破線との交点は、ある焼失面積以内に鎮圧させるのに必要十分なポンプ車台数を示して

いる。すなわち、xo＝10min以下では、3台（鎮圧可能面積は100㎡程度）、xo＝10

～13minでは、4台（鎮圧可能面積は150㎡程度）、xo＝13～19では、5台（鎮圧可能

面積は240㎡程度）ただし、これらは1台当たり1．o～1．2m’！Mi　llの放水ができるものと

考えている。したがって、消防水利能力が基準よりも小さい場合などには、さらにポンプ

車を補って放水をする必要がある。たとえば、標準的な放水開始時間xo＝8minの場合

には、上述のxo＝10min以下の場合の必要十分なポンプ車台数3に補助的なポンプ車台

数αを加えて

　　　Pt＝3十α　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1－4－23）

と表わされるポンプ車台数分の放水を行なうことになろう。実際にK市においては、第1
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焼失面積　A

（m2）

300

200

100

0 1 2 3 4 5 6　　　　　7

　（vehicles）
消防自動車台数　P

図1－4－9　焼失面積Aと消防ポンフ’自動車台数Pの関係

出場のポンプ車台数は4台であり、出動台数としては、ほぼ妥当であるものと思われる。

しかし、消防水利の統計によれば、消防ポンプ車1台当たりの基準値1．0～1．2m3／minを

必ずしも満足できない場合もあり、消防水利の改善が遅れるのであれば、現実にはボンプ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　5D
車を増加して放水量を多くする必要が生じる。一般に、大都市になるほど、第1出場のポ

ンプ車台数は多く、たとえば大阪市では5台、東京都では8台とされている。大都市にな

るほど、水利状況を始めその他種々の状況に応じた安全側を見込んだポンプ車台数で出動

計画が立てられているものと思われる。
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4．5　年間火災統計によるモデルの検証

　この節では、4．3節で得られた延焼β且ILモデルを用いて、都市における1年間の焼失

面積の予測を試み、このモデルの妥当性の検証を行なう。

4．5．1年間焼失面積の算定方法

　（1）　地区の分割

　都市をいくつかの地区に分割し、各地区における1年間に予測される焼失面積を求めて、

それを合計して都市全体の年間の予想焼失面積とする。このように、都市をいくつかの地

区に分割する理由は、延焼および延焼阻止要因が地区によって異なるためである。どのよ

うな大きさの地区に分割するのが適当であるかについては、別途検討を要すると思われる

が、ここでは得られたデータの中で最も小さな単位500m×500mメッシュを1単位として計

算した大阪市のケーススタディについて述べる。

　（2）　焼失面積の算定手順

　各メッシュの延焼危険のある木造建物群の建築面積G（㎡）、風速v（m／sec）、放水開

始時間xo（rain）および放水量Q（rn3／min）がわかっておれば、1火災についての焼失面

積は、式（レ4－14）および式（1－4－15）より求めることができる。なお、式（1－4－15）に

おける刻々の焼失面積A（t）とA（t－1）を比較して、等しいかまたは増加の割合が

わずかであれば、延焼阻止されたものと判断する。この判定基準としては、増加の割合を

0．1％以下としている。

　ところで、風速v以外の要素はある程度確定された値で、ほとんど年中変化しないと考

えられるが、風速vは確定された値をとらない。このことを考慮して、iメッシュの焼失

面積を風速vの関数として、Ai（v）と表わして、風速vの年間の確率密度関数をf（v）

とすれば、iメッシュにおける1火災当たりの焼失面積の期待値E［Ai］は、次式で表

わされる。

　　　E［A口＝　∫Ai（v）f（v）dv　　　　　　　　　　　　　　（1－4－24）

大阪の場合の年間の風速に関する確率密度関数については、C．Scawthornによってつぎの
　　　　　　　　　52）
ように表わされている。

　　　f　（v）＝exp（－exp（－1．0474（v－3．2067）））

　　　　　　　　×（－exp（－1．0474（v－3．2067）））

　　　　　　　　×　（　－　1．0474）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1－4－25）

この式は、大阪における1978年の1年間にわたる24時間平均風速のデータをGumbe　1の第1
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種極値分布にあてはめて求められたものである。

　なお、式（1－4－24）のAi（v）の一般式は求まっていないので、　v＝o，2，4，6，8，10（m

／sec）における6段階の数値積分によりE［Ai］を求めるものとする。つぎに、　iメッ

シュにおいて年間にPi件の出火が起こるものとすれば、式（1－4－24）によって求められ

たE［Ai］をPi倍すれば、これが1年間にiメッシュにおいて予測される焼失面積で

ある。地域全体の焼失面積Aは、すべてのメッシュの合計として

　　　A＝Σ｛∫　Ai（v）f（v）dv　×　Pi｝　　　　　　　　　（1－4’26）

と表わされる。

　（3）　モデルの諸要素

　モデルの要素の数値および数式についてはつぎのように設定している。

　①メッシュに含まれる延焼危険のある木造建築面積の合計をG（㎡）の値とする。こ

　　のGの値は、風速によって異なる。各地区において、建ベイ率から算定される平均的

　　な隣棟間隔が、式（1－3－4）における延焼限界距離より小であれば、延焼危険があると

　　判断する。

　②　放水開始時間xoは、大阪市消防局が過去の実績により、行政地区単位の放水開始

　　時間を定めているので、筆者がメッシュに対する値に換算した。換算方法は、1メッ

　　シュに含まれる行政地区の面積を重みとする放水開始時間の加重平均値としている。

　③放水量Q（㎡／min）は第1出場の消防ポンプ車5台が放水するものとする。式（1－

　　4－21）　［消防ポンプ車3台に相当］および式（1－4－22）　［消防ポンプ車7台に相当］

　　から係数を内挿することによって、5台分の放水量は

　　　　　　　　　0．527
　　　Q＝1．042t　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1－4－27）

　　とした。

　④1年間のメッシュ当たりの出火件数は、過去5年間（昭和48年～昭和52年）の平均

　　値とし与件とした。

　⑤対象地域のメッシュの合計は671個であり、大阪市全体の総面積の約86％を占めて

　　いる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　53），54）
　大阪市における延焼阻止モデルの各要素の1メッシュ当たりの平均値を表1－4・3に示す。

放水開始時間xoは、8．2分、年問出火件数Piは、o．47件／年、建物群の建築面積Gは、

風速によって異なるが、年間平均風速v＝3．6m／secの場合は1413㎡であった。
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表1－4－3　延焼阻lLモデルの諸要素の平均値

モデルの要素 平　均　値

放水開始時間　（xo ：分） 8．2

年間出火件数　（Pi ：件） 0．47

建物群の建築面積（G ：m2） 1∠口3

　　　　　　　　注）500mメッシュ1ヶ当たりの平均値で、全体の
　　　　　　　　　　メッシュは671ヶである。
　　　　　　　　　　Gの値は、風速により変化するが、表の値は
　　　　　　　　　　年間平均風速v＝3．6m／secの場合につい
　　　　　　　　　　て示したものである。

　4．5．2　計算結果

　以上ようにして求めた大阪市における焼失面積の計算結果を図1－4－10に示す。図1－4－10
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　55）
には、比較のために昭和50年～昭和56年の火災統計値を記入している。予測値は実際の値

の中間にあり、7年間の平均値と比べてやや小さめな値となっているが、予測値と実際値

は、比較的よく合っている。このように、本章で提案した延焼阻止モデルは、火災の実態

をかなりよく説明する有効なものと評価されるであろう。

　なお、分割メッシュの大きさをどの程度にすればよいかということについては、問題で

あると先に述べたが、この計算例の場合においては、計算結果から考えて500mメッシュ程

度の分割で十分満足されるものと考えられる。

　　　　　　　（m2）

年間焼失面積

3∞00

20000

10000 7年間（昭和50年～
昭和56年）の平均
延焼モデルによる
予測値

0
　　　50　　　51　　52　　53　　　54　　　55　　56

　　　　　　　　　　　　　年（昭和）

　図1－4－10大阪市における年間焼失面積
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4．6　結言

　この章では、建物火災の延焼および消火、とくに放水による延焼阻止効果について分析

した。主要は結果は以下の通りである。

（1）消火放水量Qの状況に応じた、放水開始後の時刻tの焼失面積A（t）は式（1－4－

　　　14）および式（1－4－15）より求めることができることを示した。

（2）所要消火水量係数qoと焼失面積Aoの関係は、式（1－4－18）で表わされた。

（3）消火放水量Q，［式（1－4－20）］、Q2［式（14－21）］およびQ。［式（1－4－22

　　）］は、それぞれ、消防ポンプ自動車1台、3台および7台に相当する。ただし、

　　ポンプ車1台当taり1～1．21〃肺1の放水が可能であるものとしている。

（4）モデル火災（G＝300㎡、v＝3．Om／sec）の場合、ポンプ台数と焼失面積の関係か

　　　ら、出火後10min以内に放水を開始して焼失面積を100㎡程度に鎮圧させるに必要

　　十分な消防ボンブ車台数は3台となった。

（5）消火活動のされている火災データから、自然に延焼する場合の延焼モデル式［式（

　　1－3－35）］の係数a、cおよびGを、式（1－4－10）に関して最小2乗法を適用して

　　求めることができることを示した。

（6）この章で提案した延焼阻止モデルを用いて、都市における1年間の焼失面積を予測

　　するケーススタディを行なった結果、計算値と実際値はかなりよく合い、このモデ

　　ルの妥当性・有効性が確かめられた。
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第5章　　結言命

　本編では、都市防災計画のための火災延焼に関する基礎的な理論についての研究成果を

述べるとともに、各種の考察を加えた。各章の要点を結論的に述べるとつぎの通りである。

　第2章では、火災の現状および防火対策の現況について種々の火災資料や調査資料によ

り基礎的な分析を行ない、各種の火災の原因、火災による損害の実態、ソフトおよびハー

ドの防火対策の実態ならびに問題点などを把握した。住民の意識調査によれば日頃から火

災、地震等に対して危険・不安感を抱いており、種々の防災対策への要望が強いことが指

摘される。火災は平常時においても地震時においても発生することが予想されるので、多

くの住民はこれに不安を示しており、消防力の強化という面からその被害を軽減させる対

策を行なうことは重要な課題と考えられる。これが、本編における火災の延焼機構を分析

し、できる限り火災の被害を抑えるための基礎を確立しようとする研究の背景である。

　また、消防力は平常時の火災に対しては、かなりの充足率になっていることがわかった

が、消防水利の放水能力や配置密度および耐震性については必ずしも満足されておらず、

これらは重要な問題点である。地震時には、上水道等の都市供給施設は至る所寸断し、こ

れに付設されている消火栓は使用できなくなることが予想されるが、耐震性の防火水槽は

あまり整備されていない状況である。たとえば、最も震災対策の進んでいる東京都におい

ても昭和55年12月の統計で、防火水槽の合計8，050基のうち1，418基（約18％）が耐震性

のものにすぎない。恒久的な対策としては、上水道のパイプラインの耐震性を向上させて、

消火用水および生活用水を確保する対策も必要であると思われる。しかし、これを達成す

るには、莫大な費用と時間を必要とし、すでに研究開発されて実用的な耐震性の防火水槽

等の整備を平行して進めていくぺきものと考えられる。この地震時の防災施設整備に関す

る問題点により、第2編における研究が必要となることを指摘した。

　第3章では、実大家屋火災実験および火災資料を分析し、都市火災のより合理的な新し

い延焼モデルを提案した。すなわち、従来の大部分の延焼モデルは大火のデータを基にし

ており、したがって出火後約1時間もしくはそれ以上の延焼状況（無限の可燃物が存在す

る場合）に重点が置かれているので、比較的小規模な通常の火災の延焼状況については必

ずしもうまく説明できない。そこで、1棟または数棟が延焼する火災（有限の可燃物があ

る場合）に対して新しい延焼モデル式として0ジスティヅク曲線［式（1－3－42）］を採用すると

比較的うまく説明することができた。また、他の棟へ延焼拡大する場合には建物の構造や
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隣棟間隔、建物周辺の工作物および樹木などが延焼に対して抵抗となると考えるが、それ

を考慮したものとして、延焼抵抗係数R＝G「（r：定数）で表わした。さらに、式（1－

3－37）の係数aの低減係数αについてみると、α＝b／G「（b：定数）と近似的に表示

することができ、基準建物の場合にはα＝1となり、G→大、α→小となるものであり、

各都市においては、建物および周辺の状況により異なるものと考えられる。

　第3章においてOジスティック曲線を用いて表わした延焼モデルは、火災の出火から鎮圧まで

の延焼状況をかなりよく表わしており、従来の式はこの延焼モデル式（ロジスティック曲線）の

変曲点まで、あるいは変曲点を連ねた線と同等のものであることがわかった。

　また、K市およびS市における延焼モデル式（oジスティック曲線）の係数aおよびcを検討

することにより、これらは風速およびGの関数として表わさることを明らかにした。

　第4章では、消防活動における放水量および放水開始時間の延焼阻止効果を定式化しta。

すなわち、消火放水量Qの状況に応じた放水開始後の時刻tの焼失面積A（t）は、式（

1－4－14）および式（1－4－15）より求めることができることを示した。すなわち、このモデ

ルにより建物の焼失面積と放水量および放水開始時間との関係が明らかとなったので、所

与の放水量と放水開始時間に対して、放水効果の影響を受ける刻々の焼失面積を推定でき

るようになった。そして、この延焼阻止モデルを都市の火災の焼失面積の予測に適用した

結果、予測値と実際値はよく合い、モデルの妥当性が検証された。しtaがって、第2編で

示すように、このモデルを使うことにより、都市の適切な利用水量の計画や消防出動台数

の計画、さらには土地利用の変更による火災危険度の減少効果を検討することができる。

　以上が、本編で得られta主要な成果であるが、今後に残された課題を列挙すると以下の

とうりである。

①本編では、防火に関する住民の防災意識・行動、いわゆるソフトの対策が必要である

ことを、アンケート調査等により指摘したが、今後さらに住民の意識、知識およびコミュ

ニティ活動などの調査・研究を行ない、これら住民の防災意識の向上に役立たせるべきで

ある。

②本編では、木造建物により構成されている都市火災の延焼現象を面的な拡がりとして

捉えて、焼失面積と放水量との関係を求めたが、たとえば延焼を阻止するための建物の建

築構造等の検討のためには別途3次元的な火災延焼を考えてモデル化する必要があろう。
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　また、建築物の構造・形態、構造材料、気温等の自然条件等を取り入れた詳細な検討も

今後の課題である。

③さらに、石油タンク群やコンビナート等の密集する備蓄基地のような延焼ポテンシャ

ルの極めて大きな地域での延焼モデルの解明は今後の課題である。
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第2編 地震時火災危険度を考慮した
都市防災施設および土地利用計画



第1章　　緒言命

　地震災害は、その誘因である地震と素因または拡大要因である土地条件等と被害主体と

の関係で決定される。これらの関係は、図2－1－1のようなブロック・ダイアグラムに示さ

れる。図における個々の関連を断ち切ること、あるいはできるだけ関連を小さくすること

が、地震対策として行なわれる必要がある。最も根本的には、誘因→素因問を断ち切れば、

災害は起こらないのは明らかであるが、沖積層などの軟弱地盤上に、しかも多くの木造建

築物により構成されているわが国の都市の現況においては、災害を完全に防ぐことは困難

であり、種々の多くの対策が必要となる。序論でも述べたように、地震災害においては、

家屋の倒壊などの直接的な被害よりも、火災により焼失する被害の方が、大きくなる場合

が予想される。本編では、地震時の火災を中心とした対策を取り扱う。

　地誘（ 因）　震

素　　　　　因
（土地条件等）

被　m　主　体

（人間・財産）

拡　大　要　因

　（危険物等）

図2－1－1地震災害の構成

　第1編第2章において、防火対策に関して明らかとなった問題点は、「①消防水利とし

ては、その多くを消火栓に依存している。②耐震性を考慮した消防水利は極めて少ない。

③加えて、多くの住民は、火災の出火・延焼に関して不安を抱いており、種々の防火対策

への強い要望がある。」等であった。また、第1編第3章および第4章において、都市火

災の「燃え」と「消し」のメカニズムを明らかにし、延焼および延焼阻止モデルを提案し

た。そして、これにより、消防力の投入による効果が算定できることを示した．そこで、

この編では、地震時火災対策の1つとして、耐震性の防火水槽を整備することにより、被

害を最小限に止めるための消防対策を考える。消防水利施設として、耐震性の防火水槽を
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整備することのほかに、上水道パイプラインの耐震性を高めることにより、地震時の消火

用水ならびに生活用水を確保することを考えることも重要である。このような研究も・一方

では進められているが、信頼性の高い上水道パイプラインを実際の都市に完備するには、

なお長い年月と莫大な費用がかかるものと思われる。耐震性の防火水槽はすでに研究開発

されており、所定の空間と費用さえあれば設置可能である。また、耐震性の防火水槽は点

的な整備を行なうので、面的なバイブラインに比べて応急的な対策に適している。しかし、

どの程度の数量を配置すればよいかということについては、明確でなく、この点について

本編第4章で明らかにする。ここで、耐震性の防火水槽の整備が応急的と述べたのは、当

面の一・時しのぎといった意味ではなく、いつ起きるかもしれない地震に対して、比較的早

急に整備ができるものという意味である。耐震性が向上した上水道パイプラインが完備さ

れた後にも、降水量の不足等で断水する場合などが考えられ、これらの対策としても、双

方の整備によって火災に対する安全性を高めていく方策が好ましいものと思われる。

　一方、都市計画的な面からみれば、地震時火災をはじめとする災害の危険性は、地盤や

地形等に左右されるために、これをできる限り小さくするように地域内の各地区の土地利

用用途を適正な配置に変更する対策も有効は手段と考えられる。すなわち、本編第5章で

は、従来においては、あまり考慮されなかったこれら防災的見地を含めた土地利用計画に

ついて考察する。

　以下、各章の研究内容について要約すればつぎのようである。

　第2章では、統計的決定理論による決定樹木分析の考え方について述べ、それを火災へ

適用した。そして火災事象を確率モデルとして扱い、耐震防災施設の設計評価基準を費用

最小とした場合の耐震防災施設の整備水準を求める方法を定式化した。

　第3章では、地震時火災危険度および地震時火災によるリスクを定義するとともに、具

体的な例として大阪市についての数値を求め、従来の値と比較検討を行なった。

　第4章では、耐震防火施設として、防火水槽の整備に関し、第2章で定式化された防災

計画および第3章の地震時火災によるリスクの予測モデルを用いて、ケースタディとして

大阪市に適用した分析結果を述べている。

　第5章では、土地利用用途の配置について、種々の環境の評価値と許容値との差を最小

とする目標計画法による定式化を行ない、従来の都市の機能論的な計画手法に加えて防災

的見地を考慮した再配置計画の方法論を展開している。

　第6章では、第2章～第5章で得られた主要な成果について結論的に要約している。
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第2章意志決定理論による地震時防災計両
　　　　　　　の定式1ヒ

2．1　緒言

　第1編でも述べたように、火災は平常時のみならず地震時にも発生する。とくに、地震

時には、多数の出火点より延焼拡大していくことが予想される。一方、わが国の地震予知

の研究は、国家的プロジェクト事業として行なわれており、研究・観測体制が強化され、

地震による災害の防止、被害の軽減のために警戒宣言が発せられるように法制度化される
　　　　　　　　56）
までになってきている。しかし、物押的に地震が予知できたとしても、現在の都市の立地

条件や土地利用等の状況を考えると、地震災害を完全に防ぐことは困難である。ただし、

地震災害を減らすことは可能であって、平常時から、大地震が発生した場合にできるだけ

被害を軽減させるための防災計画を立案し、災害予防対策をしておくことが重要であろう。

　地震を対象とした防災計画では、地震の生起に関する不確実性、構造物・施設の地震応

答に関する不確実性、火災等の災害発生に関する不確実性により、多くの不確定な要素の

含んだ地震危険度が評価されなければならない。このような計画は、「不確実性下の意志
　　　　　　　57）
決定問題」と言える。

　本章では、意志決定理論に基づく決定樹木分析について述べ、これを地震時火災へ応用

し、地震時防災計画の定式化を行なう。なお、本章は、第4章における具体的な耐震防災

施設計画を検討するために、その基礎として理論的考察を行なうものである。

　　　　　　　　57），58），59）

2．2　決定樹木分析

　不確実性下の決定理論では、　「不確定な目然の状態θ↓に対し、考えられる行動案aJ

をとったとき、結果CLj（eL，a」）が得られる場合、行動案集合A＝｛aJ｝のうち、

最良の結果をもたらす案を選定する」というのが基本的な枠組である。

　意志決定者が、自然の真の状態θ↓∈θを仮に知ることができれば、結果CtJをみて最

良の結果を与えるa∈Aを決定できるが、通常、自然の状態は意志決定者にとっては不確

実で、過去の経験や知識によってその確からしさを判断するしか方法はない。このような

「自然の真の状態」の確からしさを確率測度で表現したものをξ（θ）と書く。もし、意

志決定者がξ（θ）について、何の情報もなく、主観的に判断する場合には、これを主観

確率と呼び、θ∈θに関する情報との結合を考えたものは、統計的決定理論と呼ばれてい
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るのは周知の通りである。このとき、D＝｛A，0，　C，ξ｝を基本決定問題という。こ

こで、Aは行動空間、0は状態空間、　Cは結果空間といい、これらが有限集合である場合

には、図2－2－lez示すような決定樹木で問題を表現すると押解しやすい。決定問題で、決

定者がある分枝を選択すべき分岐点を口印で示し、これを決定手番と呼ぶ。決定者がある

分枝を制御できないままに分枝が選定されるべき分岐点を○印で示し、これを偶然手番と

呼ぶ。図2－2－1（a）は情報が入手されていない場合の基本決定問題の決定樹木で（b）は情

報を入手するteめに実験を実施する場合の決定樹木を示している。

Clj
：

？ij

l

Cmj

（a）　基本決定問題の決定樹木

C1コ

：

‘

Cij
：

％ゴ

（b）　情報を得る場合の決定樹木

図2－2－1決定樹木

　さて、意志決定者が結果として期待される利得額の大きいものが良い行動であるという

基準を持つ場合、行動a∈Aの期待金額U（a）は次式で与えられる。

　　　U（aj）＝∫c（θ，　aJ）ξ（θ）dθ　　　　　　　　 （2・2－D

　　　　　　　　　θ

この式は、意志決定者の持つ確率ξ（θ）によって結果が変ってくるので、これをU（a

lξ）と表わせば

U（aj　lξ）＝∫c　（θ，　aJ）ξ　（θ）dθ
　　　　　　　　o

（2・2－2）
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意亡決疋基準は、問発事業等であれば、一’般に期待金額が最大であるので、U（alξ）

を最大にする行動aXが最適行動である。すなわち

　　　U（a＊1ξ）　 ＝nlaxU（aj　lξ）　　　　　　　　　　　　　　（2－2・・3）

　　　　　　　　　　　　aj∈∧

で与えられ、この場合の期待金額U（a＊1ξ）を基本決定問題の評価値と呼ぶ。

　．一▲方、防災事業においては、投資と被害の合計の期待金額を最小とする某準を考える。

また、本章では、0∈θに関する統計的な不確実性は考えずに、ξ（θ）が一意的に決ま

るとした場合、すなわち

　　　U（a＊）＝min［∫c（θ，a）ξ（θ）dθ］

　　　　　　　　　aJ∈A　⑤

における最適行動案a×を求める場合について論を進める。

（2－2－4）

2．3　地震時防災施設計画の定式化

2．3．1地震火災を考えた決定樹木

　ここでは、地震火災を考えた決定樹木を考察する。図2－2－2は、ある地域において木造

建物の総棟数をN、土地利用をL、消防体制のレベルをaとしたときの1年間における建

物火災の被害の関係の示した決定樹木である。偶然手番①から地震事象E、その余事象（

平常）Eに分岐する。ここでは、地震動を表わす変数として、地盤の加速度応答スベクト

ルSAを用い、このSAがある基準SOより大きいときを地震事象Eとみなす。つぎに、偶然手

番②からは、建物の倒壊事象を表わす分枝が出ている。この場合のすべての事象は、建物

の倒壊棟数をNdで表わすと、0＜Nd≦N（建物の倒壊が起こる場合：この事象ig　Dと

する）、Nd＝0（建物の倒壊が起こらない場合：この事象をDとする）の（N＋1）通

りとなる。さらに、偶然手番◎、④、⑤および⑥において火災の発生事象の分枝が出てい

る。この場合のすべての事象は、火災の発生数をNfで表わすと、0＜Nf≦N（火災が

発生する場台：この事象をFとする）、Nf＝0（火災が全く発生しない場合：この事象

をFとする）の（N＋1）通りとなる。図2－2－2では、建物の倒壊の状態を、Nd＝0、

0＜Nd＜NおよびNd＝Nの3通りとし、火災の状態を、　Nf＝0、0＜Nf＜Nおよ

びNf＝Nの3通り、またはNfo＝0、0＜Nfo＜NおよびNfo＝Nの3通り（平常時の
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火災の発生数をNfoと表わす）にまとめて示している。決定樹木の末端に、各々の事象に

おける損失、すなわち防災施設の投資額と倒壊および火災損害額の合計を示している。決

定樹木の各偶然手番におけるリスクは、各々の分枝事象のリスクとその確率を掛けて、加

え合わせたものである。たとえば、偶然手番◎でのリスクR。は、つぎのようである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　N
　R、＝C（a）十lf　（SA，　vlN，　L，　a）Σ　NfP（Nf　｜Nd＝0）　（2－2－5）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Nfニ0

　　ここに、C（a）：消防体制のレベルをaにする場合の投資額（円）。

　　　　　　1f　（SA，vlN，L，a）：あるN、あるL、あるaのもとでの火災（出

　　　　　　火）1件当たりの延焼を含む損害額（円／1件）。加速度応答スベクトルSA

　　　　　　および風速vの関数となる。以下、lfと略記する。

　　　　　　P（Nf　lNd＝0）：建物が倒壊せずに火災がNf件出火する確率。

この式は、地震時に建物が倒壊しないときに、火災事象を考慮した場合のリスクを示す。

　また、偶然手番④でのリスクR4は、つぎのようである。

　　　　　　　　　　　　N
　　R4＝C（a）十lfΣ　NfP（Nf　lO＜Nd＜N）
　　　　　　　　　　　　Nf＝O

　　　　　　　　　　　　　　　　　　N
　　　　　　　　十Nd　ld　（N，L）Σ　　γ　P（Nf　lO＜Nd＜N）　　　（2－2－6）
　　　　　　　　　　　　　　　　　Nf＝0

　　ここに、ld　（N，L）：あるN、あるLのもとでの倒壊建物1棟当たりの損害額（

　　　　　　円／1棟）。以下、ldと略記する。

　　　　　　P（Nf　lO＜Nd＜N）：建物の倒壊数が0＜Nd＜Nのときに、火災が

　　　　　　Nf件出火する確率。

　　　　　　γ　：倒壊棟数Ndに対して、この中から火災（出火および延焼）の被害を

　　　　　　受けたものを除く倒壊数にするための補正係数（Nf＝0のとき、γ＝1、

　　　　　　Nf＝Nのとき、γ＝0）。

この式は、建物の倒壊数が0＜Nd＜Nのときに、火災事象を考慮した場合のリスクを示

す。

　さらに、偶然手番⑤でのリスクRsは、つぎのようである。

　　　　　　　　　　　　N
　　R5＝C（a）十lfΣ　NfP（Nf　lNd＝N）
　　　　　　　　　　　　Nf＝O
　　　　　　　　　　　　　　N
　　　　　　　　　十Nd　ldΣ　γ　P（Nf　lNd＝N）　　　　　　　　　　（2－2－7）
　　　　　　　　　　　　　　Nf＝0
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　　ここに、P（Nf　INd＝N）：建物の倒壊数がNd＝Nのときに、火災がNf件出

　　　　　　火する確率。

この式は、地震時に建物がすべて倒壊したときに、火災事象を考慮した場合のリスクを示

す。以上のリスクR。、リスクR4およびリスク凡の関係を示したものが、図2－2－3で

ある。

　つぎに、偶然手番②でのリスクR、は、つぎのようである。

　　　　　　　　　　　　　　N

　　R、＝C（a）十［1fΣ　NfP（Nf　lNd＝0）］×P（Nd＝OISA）
　　　　　　　　　　　　　　”＝O

　　　　　　　　　　N

　　　　十Σ［lfΣ　NfP（Nf　lO＜Nd＜N）］×P（0＜Nd＜NlSA）
　　　　　　　　　”＝o
　　　　　　　　　N

　　　　十［lfΣ　NfP（Nf　lNd＝N）］×P（Nd＝NISA）
　　　　　　　　”＝O
　　　　　　　　　　　　N
　　　　十Σ［Nd　ldΣ　γ　P（Nf　lO≦Nd＜N）］×P（0＜Nd＜NISA）
　　　　　　　　　　　礼f＝O

　　　　　　　　　　N

　　　　十［NldΣ　γ　P（Nf　INd＝N）］×P（Nd＝NISA）
　　　　　　　　　Nf＝O

　　　　　　　　　　　　　　N　　N
　　　　＝C（a）十lf　｛Σ［　Σ　NfP（Nf　lO≦Nd≦N）］
　　　　　　　　　　　　　　Nd＝O　Hf＝0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　×P（0≦Nd≦NlSA）｝

　　　　　　　　　　　　　　N
　　　　　　　　　十1d　［Σ　　γ　P（Nf　10≦Nd≦N）］
　　　　　　　　　　　　　　k＝O
　　　　　　　　　　　　　　　　　　N
　　　　　　　　　　　　　　　　×［Σ　NdP（0＜Nd≦NISA）］　　　　（2－2－8）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　Nd＝0

この式は、地震時の建物の倒壊および火災事象を考慮した場合のリスクである。

　一方、偶然手番⑥（平常時火災）のリスクR6は、つぎのようになる。

　　　　　　　　　　　　　N
　　R6＝C（a）十lfΣ　　Nfo　P（NfoISA＜SO）　　　　　　　　　　　　（2－2－9）
　　　　　　　　　　　　NfS＝O
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式（2－2－8）および式（2－2－9）の関係は図2－2－4に示すとおりである。

最後に、この決定樹木全体におけるリスクRtは、つぎのようである。

　　　　　　　　　　　　　N　　N
　R，＝C（a）＋lf　｛Σ［　Σ　NfP（Nf　lO≦Nd≦N）］
　　　　　　　　　　　　Nd＝O　Nfニ0

　　　　　　　　　　　　　　　×P（0≦Nd≦NISA）｝×P（SA＞SO）

　　　　　　　　　　N
　　　　　　十1d　［Σ　γ　P（Nf　lO≦Nd≦N）］
　　　　　　　　　　Nf＝O

　　　　　　　　　　　　N
　　　　　　　　　　×［Σ　Nf　P（0＜Nf≦NISA）］×P（SA＞SO）
　　　　　　　　　　　　Nf＝l
　　　　　　　　　N
　　　　　　十lfΣNfo　P（Nfo　l　SA＜SO）×P（SA〈SO）｝　　 （2－2－10）

　　　　　　　　　牛0

　　ここに、P（SA＞SO）：地震の起きる確率（加速度応答スペクトルSAがSOを越える

　　　　　　確率）

　　　　　　P（SA＜SO）：地震の起きない確率（加速度応答スペクトルSAがsoig越え

　　　　　　ない確率）

2．3．2　耐震防火水槽の算定モデルの定式化

　さて、式（2－2－10）の各々の確率が分かれば、リスクを計算することができるのである

が、実際にこのような事象すべての確率は判明していない。

　一方、式（2－2－10）は、つぎのように表わすことができる。

　　R・＝C（a）＋lfNf＋ldγNd＋lf可f・　　　　　（2－2－ll）

　　　　　　＿　　　　N　　N
　　ここζこ、Nf＝｛Σ［　Σ　NfP（Nf　lO≦Nd≦N）］
　　　　　　　　　　Nd＝O　　Nf＝0

　　　　　　　　　　　　　　　　×P（0≦Nd≦NISA）｝×P（SA＞SO）

　　　　　　　　　　N

　　　　　　γニΣγP（NflO≦Nd≦N）
　　　　　　　　　　附＝0
　　　　　　＿　　　　　N

　　　　　　Nd＝　　［Σ　Nd　P（0＜Nd≦NISA）］×P（SA＞SO）
　　　　　　　　　　　Nf＝l
　　　　　　　　　　N
　　　　　　Nfo＝　Σ　Nfo　P（Nfo　l　SA＜SO）×P（SA〈SO）｝
　　　　　　　　　　障0
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　上式のNdは、倒壊棟数の期待値を示すが、これは加速度応答スペクトルS∧の関数とし
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　60）
て過去の地震のデータより統計的に求められている。また、火災の発生件数の期待値Nf
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　61）
は、倒壊率（Nd／N）との関数で表わされている。これらの詳しい数式については、第

3章で述べる。γは、倒壊した建物のうちで、火災（出火・延焼）の被害を受けない棟数

に補正するための係数（0≦γ≦1）であるが、これについては、過去のデータが丁足し

ており明らかでない。本研究では、消防施設のレベルaの整備を考えており、この整備の

充実によって、倒壊の被害は増減しないので、式（2－2－11）の右辺第3項は考慮しない。

したがって、γが不明であっても以後の定式化に何ら支障はない。

　また、耐震防火水槽は、地震時の火災によるリスクを軽減させるものであるので、式（

2－2－11）の第4項の平常時の火災によるリスクは省いて、第1項と第2項のみを考慮した

次式を耐震防火水槽の算定モデル式とする。

R1＝C（a）十lfNf （2－2－12）

　さて、式（2－2－12）は、ある地域において木造建物の総数N、土地利用Lおよび消防体

制のレベルをaにしたときの、ある加速度応答スペクトルSA、ある風速vのときのリスク

であり、Rt（SA，　vlN，　L，　a）と表示される。ここで、加速度応答スペクトルSAの

確率密度関数をξsA（SA）、風速vの確率密度関数をξv（v）とし、これらとの積をSA

およびvで積分したものをトータルリスクと呼び、次式で表わす。

　　　R（N，L，　a）

　　　＝∫∫R，　（SA，　v　l　N，　L，　a）ξsA（SA）ξv　（v）　dSAdv

　　　＝C（a）十∫∫lf　（SA，　vlN，L，　a）

　　　　　　　　　　　　×Nf（SA）ξsA（SA）ξv　（v）　dSA　dv　　　　　（2－2－13）

　したがって、防災施設を整備するための評価基準としてトータルリスクを最小とするこ

とを考えるならば

　　min｛R（N，L，a）｝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2－2－14）

　　a∈A

とする最適な消防体制のレベル案a＊を求めて計画を実施すればよいことになる。ここで、

Aは消防体制のレベルaの集合であるが、以下においては、消防体制のレベルの貝体的な

施設計画として、耐震防火水槽の整備のレベルを考える。すなわち、対象とする地域にど
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の程度の数量の耐震防火水槽を設置すればよいかとい5問題を考えるものとする。

2．3．3　地震時火災の被害軽減対策

　前節までの論点は消防力の強化による地震時火災の被害軽減対策に注目していた。すな

わち、個々の建物の状況や七地利用の形態は、現在のままと仮定していた。しかし、式（

2－2－13）に示されるように、トータルリスクは、木造建物棟数Nおよび土地利用Lにも依

存する。したがって、理想的には、建物の耐震・耐火化、有効かつ適切な土地利用および

消防力の強化のそれぞれを同時に考慮すべきであるが、実際には莫大な費用や時間がかか

るので、まず前節では比較的、現実的な消防力の強化についてのみ取り上げることとした。

しかし、地震時火災の対策としては、これらの建物の耐震・耐火化あるいは、有効かつ適

切な土地利用などについても検討されなければならない。建物の耐火化については、ある

程度実現しているものの、とくに住宅は、それほど耐火化されているとはいえない。諸外

国のように、法律によって、木造を禁止すれば、都市の不燃化が実現できるのであろうが、

個人の趣向や経済的な問題あるいは風土・風習などの関係もあり、一朝一夕には問題は解

決されそうにもない。したがって、本研究では、建物の耐火化については触れないことと

する。一方、現行の都市計画では、建物用途の規制や土地利用規制は、都市の現状と発展

過程の延長で指定されている場合が多いが、防災的見地を含めた計画を策定し、逐次実施

して行くべきと考えられる。このような土地利用の計画については、第5章で基礎的な検

討を行なう。

2．4　結言

　地震時防災計画において、防災施設の整備基準を如何なる値にするかということは、意

志決定理論におけるいくつかの代替案を評価し、ある基準にもとついて代替案の選択を行

なう場合と同じ関係にある。

　本章では、意志決定理論における決定樹木分析の手法を応用することにより、地震時火

災に限定した防災計画の1つとして、耐F防火水槽を整備して消防力を強化する場合にお

ける最適な防火水槽数を求めるための定式化ができることを明らかにした。したがって、

第4章において耐震防火水槽の配置数を算定するための基礎を形成したことになる。

　また、防災施設の整備によって、トータルリスクが減少することのほかに、土地利用の

整備等によっても、これが減少することに言及し、土地利用の適切な再配置を行なうこと
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は被害軽減対策となりうることを示した。
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第3章地震時火災危陵度の推定

3．1　緒言

　前章ではトータルリスクを最小にするという基準にもとついて、最適な防火水槽の設置

数算定モデルを定式化した。これを実際に計算するには、各種の具体的な数式および数値

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　62）
が必要となる。これらに関して、C．Scawthornの地震時火災危険度の予測に関する研究は

参考となるものであり、次節で概説する。このC．Scawthornの研究により、地震時火災に

よるリスクの予測が可能となったが、いくつかの仮定も含まれている。箋者は、C．Scaw－

thornの予測モデルにおいて、多くの仮定により組立てられている延焼阻止の部分に、第

1編で作成した延焼阻止モデルを組み込み、より合理的な地震時火災によるリスクの予測

手法を提案し、いくつかの検討を行なう。

3．2　従来の地震時火災に関する研究

3．2．1木造家屋の地震時倒壊率

　地震時には、地盤の揺れにより多くの建物で損傷、倒壊が発生する。C．Scawthornらに

よれば、1978年6月12日の宮城県沖地震での仙台市におけるデータを解析した結果、木造
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　62），63）
家屋の倒壊率を地震の強さと関連づけて、次式で表わしている。

　　Nd　　　　　　　　　　　2．525
　　　　＝　0．020145◆SA　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2－3－1）
　　N

ここに、SA　：周期0．75sec、減衰5％の地盤の加速度応答スベクトル（g）の値。

　　　　　　（周期0．75secは、強い地盤動が与えられた時の日本の木造家屋の固

　　　　　　　有周期に近い値である。）

　　　　N　：対象地域の木造家屋総数。

　　　　Nd：SAが与えられた時の、木造家屋の期待倒壊数。

　　　斗止・木造家屋の倒壊率．これを、あるSAのときの一戸の槌鋤が雌する

　　　　　　　確率P（DlSA）と定義する。Dは建物の倒壊事象を表わす記号。
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3．2．2　木造家屋の地震時出火率

　地震時の木造家屋の倒壊率と炎上火災の出火率の関係は、従来より両対数グラフ上で直
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　64）
線関係にあることが知られていたが、水野は、つぎのように表わしている。

　　　‖f＝・…289・（Nd／N）°・575　　　　　（2－3－2）

　ここに、Nf：倒壊率（Nd／N）が与えられたときの、炎上火災の発生件数。

　　　　　llLf・倒壊率（Nd／N）が与えられたときの淡上火災の発生率（出火率）

　　　　　　　　これを、一戸の木造家屋で炎上火災が発生する確率P（FOIE）と定義

　　　　　　　　する。FOは、炎上火災が発生する事象を表わす記号。

　式（2－3－2）は、倒壊率のみの関数として表わされている。さらに、詳しい分析では、季

　　　　　　　　　　　　　　　　　　64）
節および時刻を考慮した式が提案されている。しかし、トータルリスクの計算には必要と

しないので、ここでは省略する。

3．2．3　地震時の焼失戸数

　火災の地域的な延焼規模については、C．Scawthornは、浜田・堀内の延焼速度式および

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　62），63）
大阪市の建物配置状況を考慮して、1件の炎上火災による焼失戸数を次式で表わしている。

　　N、（Xt，v）＝1．2125［2．52　XtO・24・v－0．3275］

　　　　　　　　　　×［4．514Xt　・vO・474＋2．64Xt・vO・1455－O．3275］（2－3－3）

　　　ここに、Ns（Xt，v）：風速v（m／sec）、出火後X七分における1件の炎上

　　　　　　　火災により焼失する木造家屋の戸数。

　つぎに、出火後Xt分における1件の炎上火災により焼失する木造家犀の戸数の期待値

E［Ns（Xt）lFO］は、風速分布の確率密度関数ξv（v）が得られれば

　　E［Ns　（Xt）　1　FO］＝∫Ns　（Xt，v）ξv　（v）dv　　　　　　　（2－3－4）

で表わされる。
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　ところで、温帯地帯に属する地点での風速分布については、Gumbelの第1種極値分布で

うまく近似されており、大阪における1978年1年問の24時間平均風速のデ・一タをGumbe　1分
　　　　　　　　　　　　　　　　　62），63）
布に適用し、次の累積分布関数が得られている。

　　　巳v　（v）＝exp［－exp｛－1．0474（v－3．2067）｝］　　　　　 （2－3－5）

風速の確率密度関数ξv　（v）は、式（2－3－5）をvで微分した次式で与えられる。

　　　ξv　（v）＝exp（－exp（－1．0474（v－3．2067）））

　　　　　　　　×（－exp（－1．0474（v－3．2067）））×（－1．0474）　　　（2’3－6）

そこで、C．Scawthornらは、大阪につき、式（2－3－3）および式（2－3－6）を用いて、いくつ

かのXtについての式（2－3－4）を計算し、その近似式を数値計算により回帰して、焼失戸
　　　　　　　　　　　　　　　　　62），63）
数の期待値に関して、つぎのように求めている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2．06　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2－3－7）　　　E［Ns　（Xt）　l　FO］＝40．55　Xt

3．2．4　延焼阻止時間

　地震後の消防隊の到着時間TR（mln）は、地震による交通障害や消防水利施設への被害
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　62），63）
の発生により遅れるものと考え、地震の強さSAに比例させて次式で近似している。

　　　TR＝（0．15十〇．85SA）×60　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2－3－8）

　また、消防隊が到着した後、火災延焼を止めるのに要する時間TF（min）は次式で与え
　　62），63）

られている。

　　i）E［Ns　（TR）lFO］　≦　9のとき

　　　　　　　　　TF＝20・E［Ns（TR）1FO］　　　　　　　　　（2－3－9－a）

　　ii）E［Ns　（TR）lFO］　＞　9のとき

　　　　　　　　　TF＝180十20・　E［Ns（TR）IFO　　　　　（2－3－9－b）

すなわち、1戸当たりの火災による地域的な延焼を止めるのに必要な時間を20分と仮定し、

消防隊が到着するまでの時間TR経過する問に燃えている戸数が9戸以下の場合には、そ

れに比例しta式（2－3－9－a）の値を、また9戸以上の場合には、延焼阻止のために投入して

いる消防力の効率的な運用や、延焼地域の周辺部（たとえば、風下側）のみの消火で延焼

阻止が行なわれることを考慮して、式（2－3・・9－b）の値を延焼阻止時問と仮定している。

3．2．5地震時火災危険度
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　強さSAの地震が発生したときに、木造家屋1戸の火災によって生じる焼失戸数の期待値

は、次式で与えられる。

　E［Ns　lSA］＝E［Ns（TR十TF）IFO］P（FOID）P（D　ISA）（2｛　－10）

大阪市については、種々のSAを式（2－3－10）に代入した数値計算により

　　E［Ns　lSA］＝exp［－exp｛－2．526（SA－0．86）｝］　　　　　（2－3－ID

が求められている。

　つぎに、1年当たりの地震による木造家屋1戸の火災によって生じる焼失戸数の期待値

E［Ns］は、強さSAの地震の1年当たりに発生する確率密度関数ξsA（SA）を求めると

ができれば

　　E［Ns］＝∫E［Ns　I　SA］ξsA（SA）dSA　　　　　　　　　　　　　（2－3－12）

により算出することができる。これを地震時火災危険度と定義する。

　大阪における強さSAの1年当たりの発生確率に関し、その累積確率分布ESA（SA）はつ
　　　　　　　　　62），63）
ぎのように表わされている。

　　ln［－ln（邑、＾（SA））］＝。－b・SA＋，・SA2－d・SA3　　（2－3－13）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　62），63）
ここに、a～dの定数は、つぎの3種類の地盤別に、表2－3－1のような値が得られている。

3種類の地盤は、soft（軟い地盤）、interm．（中間の地盤）およびhard

（硬い地盤）であり、それぞれ最近の沖積層、普通の地盤および岩盤を指す。式（2－3－13）

をSAで微分して、　SAの確率密度関数ξsA（SA）を求めれば、つぎのようである。

表2－3－1式（2－3－13）の係数a～dの値

soil a b C d

soft 0，625 26．38 84．7 123．4

in七erm． 0，576 34．47 143．04 284．53

hard 1．0875 73．88 539．1 1450．0

ξ、＾（SA）＝exp（－exp（。－b・SA＋，・SA2－d・SA3））

　　　　　　×（－exp（。－b・SA＋，・SA2－d・SA3））
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　　　　　　　　　　×（－b＋2，・SA－3d・SA2））　　　　（2－3－14）

　以上のような計算式を用いて、大阪市の木造1戸当たりの地震時火災焼失戸数の1圷当

たりの期待値すなわち、地震時火災危険度を算出した結果は

E　［Ns］＝

^ilii：｝∵il：ii卜　（2－3－15）

のようである。

　以上で述べたC．Scawthornの地震時火災危険度の予測モデルのフローチV一トを図2－3

－1に示す。この予測モデルの特徴をまとめると、つぎのようである。

地震の発生
式（2－3－14）

家崖の倒壊
式　（2・3－1）

火災の発生
式（2・3－2）

浜田の式に基づく焼失戸数の算定
　　　式（2－3－3）

出火後Xt分における1件の炎上
火災により焼失する末造家屋戸数
　　　式（2－3－4）

あるSAにおける焼失戸数の期待値
　　　式（2－2－10）

地震時火災危険度
　式（2・2弓2）

IMj］etli

式（2・3・6）

消防隊の到著時間
　　式（2・3－8）

延焼阻止時間
　　式（2－3・9）

図2－3－1C．Scaw七hornによる地震時火災危険度の予測モデル
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①　地震の規模として、地盤の加速度応答スペクトルSAを考えている。

②　地盤は、軟い地盤、中間の地盤および硬い地盤の3種類を考慮している。

③木造家屋の倒壊率を統計的に、SAの関数で近似している。

④　出火率は、従来の水野の式を採用している。

⑤　火災の延焼に関しては、浜田・堀内の式に基づいて、焼失戸数を求める式を導い

　ている。

⑥　年間の風速および加速度応答スペクトルの累積分布関数を、対象地域である大阪

　について、Gumbe　1の第1種極値分布で近似している。

⑦　消防隊の現場への到着時間は、式（2－3－8）で仮定している。すなわち、平常時に

　は、平均約9分程度であるが、SAが1gにもなる地震では1時問もかかるであろう

　としている。

⑧　1戸当たりの火災による地域的な延焼を止めるのに必要な時間を20分と仮定し、

　消防隊が到着するまでの時間が経過する間に燃えている戸数が9戸以下の場合と、

　9戸以上の場合について式（2－3－9）で仮定している。

⑨　地震時火災危険度として、1年当たりの地震時火災による焼失戸数すなわち、式

　（2－3－12）で定義している。

3．3　筆者による地震時火災危険度の予測モデル

3．3．1概説

　前節における従来の研究によって、地震時火災危険度の予測手法について述べた。しか

し、この手法は前述のように、延焼阻止に関しては、全くの仮定をしている。本節では、

図2－3－2に示す第1編で述べた延焼阻止モデルを組み入れるものとする。なお、火災の被

害を焼失戸数ではなく、焼失面積で評価するものとする。焼失面積で評価するのは、ここ

で、用いる延焼阻止モデルが焼失面積で表わされているtaめである。焼失戸数に換算する

こともできるが、そのようにするメリットはあまり考えられない。むしろ、焼失面積の方

が単位が小さいので被害を表わす量として適しているといえよう。
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建物状況G
自然条件v

図2－3－2火災延焼阻止モデルのフローチャート

3．3．2　焼失面積と火災損害額

　消防活動による延焼阻止効果を考慮した焼失面積の算出方法は、第1編4．5．1で述べた。

もう一度、略記すれば以下のようである。

　対象地域（メッシュ分割された部分）において延焼危険のある木造建物群の建築面積G

（㎡）、風速v（m！sec）、放水開始時間xo（min）および放水量Q（m／min）がわかってお

れば、焼失面積は、第1編、第4章における式（1－4－14）および式（1－4－15）より求める

ことができる。なお、式（1－4－15）における刻々の焼失面積A（t）とA（t－1）を比

較して、等しいかまたは増加の割合がわずかであれば、延焼阻止されたものと判断する。

この判定基準としては、増加の割合を0．1％以下としている。

　焼失面積が算定されれば、これを貨幣価値に換算して火災損害額とすることができる。

ここでは、以下の仮定に基づき火災損害額を算定するものとする。

　①建物自体の損害額と内容物の損害額を含むものとする。

　②　個々の建物および内容物の価値は、すべてに対して同じではなく、ある幅を持って

　　いるものと考えられるが、ここでは、平均的な焼失単価（円／㎡）を設定する。火災

　　損害額は、この平均的な焼失単価に比例するものとする。

一117一



3．3．3　地震時火災によるリスクおよび地震時火災危険度の定義

　本編第2章において、ある地域において木造建物の総数N、土地利用Lおよび消防体制

のレベルをaにしたときのトータルリスクは

R（N，L，　a）

　＝C（a）＋∫∫1f　（SA，　v　l　N，　L，　a）Nf（SA）ξsA（SA）ξv　（v）　dSA　dv

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2－3－16）

　　ここに、lf（SA，　vlN，L，　a）：ある地域において木造建物の総数N、土地利

　　　　　　用Lおよび消防体制のレベルaのもとで、ある加速度応答スペクトルSA、あ

　　　　　　る風速vのときの火災1件当たりの延焼を含む損害額。

　　　　　　ξsA（SA）：加速度応答スペクトルSAの確率密度関数。

　　　　　　ξV　（V）：風速Vの確率密度関数。

　　　　　　C（a）：消防体制のレベルをaにする場合の投資額。

　　　　　　Nf（SA）：あるSAのときの出火件数。

と表わされた。この式において、現状のN、Lおよびaを考えれば、　C（a）＝0であり

右辺第2項のみとなる。ここで、損害額lf（SA，vlN，L，a）を焼失単価Uと焼失

面積As（SA，　vlN，　L，　a）との積で表わして、また、繁雑さを避けるために、　N、

Lおよびaを省いた次式を地震時火災によるリスク（Re）と定義する。

　　Re＝∫∫U・As　（SA，　v）Nf（SA）ξsA（SA）ξv　（v）　dSA　dv

　　　　＝U・∫∫As　（SA，　v）Nf（SA）ξsA（SA）ξv　（v）　dSA　d　v　（2－3－17）

これは、1年間における地震時火災による損害額の期待値を表わす。また、この式で、焼

失単価Uを省いた次式を地震時火災危険度（Rs）と定義する。

　　Rs＝∫S　As　（SA，　v）Nf（SA）ξsA（SA）ξv　（v）　dSA　d　v　　　　（2－3－18）

これは、1年間における地震時火災による焼失面積の期待値である。

3．3．4地震時火災危険度の計算

　ここでは、式（2－3－18）で定義した地震時火災危険度を実際の都市に適用する方法につ

いて述べる。また、大阪市を対象にケーススタディを行ない、この地震時火災危険度を算

出し、C．Scaw七hornの地震時火災危険度と比較する。

　算定手順は、以下に示すように、第1編、第4章4．5における年間焼失函積の算定方
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法とほぼ、同じである。

　（1）　地区の分割

　500m×500mメッシュを1単位として地震時火災危険度を地震時火災危険度を求める。こ

のメッシュの単位で、地盤の種類が分類されている。すなわち、soft（軟い地盤）、

irlterm．（中間の地盤）およびhard（硬い地盤）の3種類の地盤である。なお、

焼失面積を予測するのにこの大きさのメッシュ単位で十分であることは、すでに第1編第

4章で示した。

　（2）　地震時火災危険度の算定に関する設定条件

　第1編、第4章の式（1－4－14）および式（1－4－15）により計算する。計算に必要な諸量

は、つぎのように設定している。

　①　メッシュに含まれる延焼危険のある木造建築面積の合計をG（㎡）の値とする。

　②　放水開始時間は、C．Scawthornによって仮定された式（2－3－8）におけるTR　（消防

　　隊の到着時間）とする。

　③　放水量Q（me／min）は、現有の消防水利施設が地震時にもある程度有効でると仮定

　　し、つぎの3段階のレベルを考える。すなわち、消防レベル1としては、1メッシュ

　　当taり1台、消防レベル2は、1メッシュ当たり2台、消防レベル3は、1メッシュ

　　当たり3台の消防ポンプ車により放水すことができることあるいはこれに相当する消

　　防力を想定をしている。これらの放水量は、第1編、第4章の式（1－4－20）［消防レ

　　ベル1に相当］と式（1－4－21）［消防レベル3に相当］およびこれらから内挿しtaも

　　　　　　　　0．3475
　　　　　　　　　　　　［消防レベル2に相当］を用いる。　　のQ＝0．648t

④出火率は、式（2・3－1）を採用する。

⑤　加速度応答スベクトルSAの確率密度関数ξsA（SA）は、式（2－3－14）を採用する。

⑥風速vの確率密度関数ξv（v）は、式（2－3－3）を採用する。

⑦対象地域のメッシュの合計は671個であり、大阪市全体の総面積の約86％を占めて

　　いる。soft（軟い地盤）のメッシュ数は、394、interm．（中間の地盤）

　のメッシュ数は、　107、hard（硬い地盤）のメッシュ数は、　170であった。

⑧式（2－3－18）の積分の計算は、加速度応答スベクトルSAおよび風速vについての数

　値積分とする。SAについては、再現期間10年、20年、50年、　100年、200年、および

　　1000年に相当する規模の6段階、風速は、0、2、4、6、8および10m／secの6
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　　段階に分割して計算を行なった。

3．3．5　計算結果

　以上ようにして求めた大阪市における地盤別の地震時火災危険度の計算結果を表2－3－2

に示す。表2－3－2の各欄の上段は、式（2－3－18）による木造家屋一戸当たりの地震時火災

危険度であり、下段は、C．Scawthornの定義による地震時火災危険度（備考欄の値）と比

較するために、上段の値を木造家屋一戸当たりの焼失戸数に換算したものである。筆者に

よる地震時火災危険度は、C、Scawthornの値と比べれば、消防レベルの3種類とも小さい

値を示している。これは、C．Scawthornによる方法では消防力の効果を全くの仮定に基づ

いて過小評価していること、および延焼速度の大きい浜田・堀内の式を用いていることな

どにより被害の程度が大きくなっているからと考えられる。一方、筆者による方法は、最

近の火災資料に基づき、作成した延焼および延焼阻止モデルを用いており、第1編におい

て平常時の年間焼失面積の予測においてもその妥当性が示されたものである。しかし、消

防のレベルをどのように仮定すればよいかについては明確でないが、自然水利や既設の人

工水利がある程度用いることができるであろうことが期待される。ここで、消防レベル1

の程度の消防力が確保される場合の地震時火災危険度とC．Scawthornの値を比較すれば、

Softで約115、lnterm．で約1！2、Hardで約1／1．2程度の差があることがわかる。

表2－3－2大阪市における地盤別の地震時火災危険度

地　盤
消　　防

激xル1
消　　防

激xル2
消　　防

激xル3
備　　考

0．03785 0．06385 0．00435
Soft

0．000504 0．000087 0．000058 0．0025

0．03427 0．03449 0．00197
lnterm．

0．000487 0．000049 0．000028 0．00113

0．02826 0．00204 0．00129
Hard

0．000415 0．000030 0．000019
　　　　　　　　　『

O．0006

注D上段は、式（2－3－18）による木造家屋一・戸当たりの地震時火災危険度。
注2）　下段は、C．Scawthornの定義による地震時火災危険度（備考欄の値）と
　　比較するために、上段の値を木造家屋一戸当たりの焼失戸数に換算したも
　　の。
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3．4　結言

　この章では、前章で求めた地震時防災施設斗画におけるトータルリスクの貝体的な計算

を行なうために、地震時火災によるリスクおよび地芦時火災危険度を定義し、従来の研究

と比較検討した。以下に主要な結果を述べる。

　（1）従来におけるC．Scawthornによる地震時火災危険度の予測手法は、地震の被害を確

率・統計的に研究した優れたものであり、その概要を示した。この特徴は、火災の延焼に

関しては、浜田・堀内の式を用いて、焼失戸数を求めるものであるが、延焼阻止に関して

は全くの仮定をしている。

　（2）そこで、筆者の第1編の延焼阻止モデルを、地震時火災危険度の予測モデルに組入

れて、C．Scawthornの手法を発展させ、新たに地震時火災危険度および地震時火災による

リスクを定義した。これにより、消防力の効果を考慮した実際的な地震時火災の被害が予

測できることを示した。

　（3）地震時において既設の消防水利施設が利用できるかという点の問題はあるが、数種

の消防レベルを設定し、大阪市における地震時火災危険度の計算例を示した。消防レベル

1の程度の消防力が確保される場合の地震時火災危険度とC．Scawthornの値を比較すれば、

地盤の種類によっても異なるが　C．Scawthornの値の方が、約1．2～5倍P度大きいこ

とがわかった。これは、C．Scawthornによる方法では消防力の効果を全くの仮定に基づい

ていること、および延焼速度の大きい浜田・堀内の式を用いていることなどにより被害の

程度が大きくなっているものと思われる。

　以上のようであるが、今後の課題としては、上で述べた既設の消防施設の信頼性につい

て明らかにすることなどが挙げられる。
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第4章耐震防火施設計画

4．1　緒言

　防火施設、とくに消防水利施設の大部分は、上水道に付設された消火栓に依存している

ことを第1編第2章において述べた。ところが、大震時にはこの上水道をはじめとする都

市供給施設いわゆるライフラインは至るところで寸断し、その機能は充分に発揮できなく

　　　　　　　　　　65）
なることが指摘されている。したがって、地震時対策の1つとしては耐震性の防火水槽（

以下耐震性を略して単に防火水槽と言う）を各所に設置しておく施策が効果的であるもの

と考えられる。この防火水槽は、各都市において整備計画が立てられており、不十分なが

らも逐次設置されてきてはいる。ただし、東京都を除けばあまり積極的であるとはいえな
　　　　66）
いようであるが、この東京都における防火水槽の設置基準は水利点から放水ホースが防火

対象物の空間を覆うことができる面積（水利点からホース長を半径とする円の面積）をも

とにしたものである。これによれば、r原則として、1メッシュ（250mSッシュ）内に総量1

00立方メーM以上の水量を確保するものとする。（この場合、防火水槽にあっては、　100立

方S－一ト月1、または40立方）t－　FJ；　2とし、他の水利も同様の換算とする。　te　tiし、火災予防審

議会の答申（「東京都の地域別出火危険度と対策について」及び「東京都の地域別延焼危

険度と対策について」昭和49年3月）に基づく危険度の低い地域（延焼危険度2以下の地

域をいう。ただし、避難道路両側を除く。）にあっては、原則として1メッシュに総量40
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　67）
立方メヰ跳以上の水量を確保するものとする。』とされている。この水利点の配置数および

容量の根拠については、必ずしも明確でなく、火災による被害と消防水利の能力の関係か

らそれらの数値を定めているものではない。

　本章では、前章までに述べた火災危険度の予測モデルを用いて、トータルリスク（防火

水槽の建設費と火災による損害額の合計）を最小にするという基準により、定式化されta

防災計画のうち、経済的な投資効率という側面に限定した防火水槽の最適な設置数モデル

について検討する。なお、本章では、ケN・一一ススタディとして大阪市を対象地域に選び、50

0mメッシュ単位（合計671ヶ）で計算を行なう。

4．2　防火水槽の最適配置数の算定

4．2．1算定モデルの概要

　本編第2章において、ある地域において木造建物の総数N、土地利用Lおよび消防体制
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のレベルをaにする場合の地震時火災を対象としたトータルリスクは、つぎのように定義

された。

　R（N，L，　a）

　＝C（a）＋∫∫1f　（SA，　v　l　N，　L，　a）Nf（SA）ξsA（SA）ξv　（v）　dSA　dv

　＝C（a）十Re

　＝C（a）十U◆Rs　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2－4－1）

　　ここに、C（a）：消防体制のレベルをaにする場合の投資額。

　　　　　　ξsA（SA）：加速度応答スペクトルSAの確率密度関数。

　　　　　　ξV　（V）：風速Vの確率密度関数。

　　　　　　Nf（SA）：あるSAのときの出火件数。

　　　　　　lf（SA，　vlN，L，　a）：ある地域において木造建物の総数N、土地利

　　　　　　用Lおよび消防体制のレベルaのもとで、ある加速度応答スペクトルSA、あ

　　　　　　る風速vのときの火災1件当たりの延焼を含む損害額。以下、lf（SA，　v）

　　　　　　と略記する。

　　　　　　lf　（SA，　v）＝U・As　（SA，　vlN，　L，　a）　　　　　　　（2－4－2）

　　　　　　As　（SA，　vlN，　L，　a）：ある地域において木造建物の総数N、土地利

　　　　　　用Lおよび消防体制のレベルaのもとで、ある加速度応答スペクトルSA、あ

　　　　　　る風速vのときの火災1件当たりの焼失面積。以下、As　（SA，　v）と略記。

　　　　　　U　：焼失単価（円／㎡）

　　　　　　Re：地震時火災によるリスク。1年間における地震時火災による損害額の

　　　　　　期待値を表わす。

　　　　　　Re＝∫∫lf　（SA，　v）Nf（SA）ξsA（SA）ξv　（v）　dSA　dv

　　　　　　　　＝∫∫U・As（SA，　v）Nf（SA）ξsA（SA）ξv（v）dSA　d　v

　　　　　　　　＝U◆∫∫As　（SA，　v）Nf（SA）ξsA（SA）ξv　（v）　dSA　d　v

　　　　　　　　＝U・Rs　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2－4－3）

　　　　　　Rs：地震時火災危険度。1年間における地震時火災による焼失面積の期待

　　　　　　値を表わす。

　　　　　　Rs＝∫∫As　（SA，　v）Nf（SA）ξsA（SA）ξv　（v）dSA　dv（2－4－4）

ここでは、火災危険度に影響を及ぼす消防体制のうち、防火水槽の最適配置の問題を考え

る。一般に、防火水槽を配置して消防体制を充実するに従い火災危険度は減少するけれど
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も、こorv　ce必要な建設費は増加する。そして、

図2－4－ICZ模式的に示すようにトータルリス

クは防火水槽数を増せば緩やかに減少するが、

さらに防火水槽数を増しても、建設費の割に

火災損害は減らず、ある配置数を境にトータ

ルリスクは増大する傾向を示す。トータルリ

スクを最小とする防火水槽数は経済的な観点

から最適なものと考えられる。この最適な防

火水槽数の算定方法のフローチャートを図2

－4－2に示す。

費

用

0 　　　　　　　防火水槽数

図2－4－1費用と防火水槽数との関係

START
防火水梧数aの設置
@建設費＝C（a）

地震の発生

地震の確率分布

出　　火

地震時出火卑

延　　　焼

延焼阻止モデル

焼失損害額

計画年数m年

m年問のト→別スク

no
‘→81以ク最小

@　　yes

最適防火水槽数a＊

END

図2－4・2　防火水槽数の算定フローチャート
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4．2．2　地震時火災によるリスクの計算

　前章3．3．4における地震時火災危険度の計算とほぼ同様の計算手順である。主な項目に

ついて、まとめて以下に示す。

　（1）　地震時の出火率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　68），69）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　70），71），72）
　地震時の出火率に関しては、第3章で述べたように、C．Scawthornおよび水野の地震時

出火に関する予測式として、地震の規模を加速度応答スベクトルSA（周期0．75sec、減衰

5X）で表わした次式を用いるものとする。

　　　　　　Nf　　　　　　　　　　　　　　－4　　　　　　　　　　　　　　　　1．452
　　　　　　　　≒　2．965×10　　　　　　　　　　　　　　　SA　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2－4－5）
　　　　　　N

　　　　ここに、Nf：あるSAにおける地震時の木造家屋の出火件数。

　　　　　　　　N　：対象地域の木造家屋の総数。

　また、大阪における強さSAの地震の確率密度関数ξSA（SA）は、次式で表わされる。

　　　ξsA（SA）＝exp（－exp（a－b◆SA＋c◆SA2－d◆SA3））

　　　　　　　　　×（－exp（。－b・SA＋，・SA2　－d．SA3））

　　　　　　　　　×（－b＋2，・SA－3d・SA2））　　　　（2－4－6）

　　　　ここに、a～dの定数は、表2－3－1示される値である。

　（2）　延焼モデル

　「延焼」に関しては、第1編第3章～第4章で述べた延焼および延焼阻止モデルを用い

て焼失面積を算定する。以下にその概要を示す。

　①焼失面積As（SA，　v）は、第1編、第4章の式（1－4－14）～式（1－4・・17）により計

　　　算する。

　②　メッシュ（500mメッシュ）に含まれる木造建築面積の合計をG（m’）の値とする。

　③放水開始時間は、C．Scawthornによって仮定された式（2－3－8）におけるTR（消防

　　隊の到着時間）とする。

　④　放水量Q（㎡　／min）は、つぎの5段階のレベルを考える。すなわち、消防レベル

　　1としては、1メッシュ当たり1台、消防レベル2は、1メッシュ当たり2台、消防

　　レベル3は、1メッシュ当たり3台、消防レベル4は、1メッシュ当たり4台、消防

　　レベル5は、1メッシュ当たり5台の消防ポンプ車により放水すことができることあ
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るいはこれに相当する消防力を想定をしている。これらの放水量は、第1編、第4章

の式（1－4－20）［消防レベル1に相当］、式（1－4－21）［消防レベル3に相当］およ

びこれらから内挿したものを用いる。すなわち、放水量Q（㎡！min）と時間t（min）

　　　　　　　　　　　　no
との関係式　Q＝　Ko　t　　における各々の消防レベルに相当する係数Koおよび

noの値を表2－4－1に示す。また、この消防レベルにするための防火水槽の設置数を

この表に同時に記載している。この設置数の基準は、つぎの根拠による。すなわち、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　73）
消防ボンプ車1台の守備範囲は、約6200㎡とされており、これは約1！4メッシュの面

積に相当する。したがって、1メッシュ内に必要とする消防水利数は、消防ポンプ車
　　　　　　　　　　　‘　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　73）
1台分の4倍となる。一方、消防ポンプ1台に必要な水量は、40㎡　とされている。

これを消防水利の1単位としている。防火水槽の種類には、40㎡　容量のものと100

1n’ ﾌものとがある。100㎡　のものは、容量は、2．5倍あるがこれは2単位とみなさ

れる。

表2－4－1各消防レベルの放水量および防火水槽の設置基準

　　　　　　消防レベル

謨ｪ
消　　防

激xル1
消　　防

激xル2
消　　防

激xル3
消　　防

激xル4
消　　防

激xル5

放水量Qの

W数値
Ko 0，451 0，648 0，845 0．9435 1，042

no 0，258 0．3475 0，437 0，482 0，527

防火水槽
ﾝ置基準
i基／メッシュ）

40㎡の場合 4 8 12 16 20

100㎡〃 2 4 6 8 10

　⑤　地震時火災によるリスクは、焼失面積に焼失単価（円／㎡）を掛けて求められる。

　　火災の焼損単価は、平常時の火災の単純な計算たとえば、昭和56年の火災統計から約

　　7万円／㎡となるが、これは小火も含んだものであり、全焼または類焼する場合には、

　　単価は上がるものと考えられる。実際、昭和51年の酒田大火の場合が、約27万円／㎡

　　となっている。ここでは、幅を持たせて、10万円、20万円および30万円／㎡とする。

　（3）　費用の時間的効果

　つぎに、地震時火災によるリスクは、m年間という長期間にわたって評価するために時

間的な効果を考慮して、社会的割引率の概念を導入する。この場合、地震時火災リスク（

年間の地震時火災による損失額の期待値）をRoとし、第j年の地震時火災リスクの現在
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等価額をRJとすれば

　　R・＝（　Ro1十i）・　　　　　　　　（2－4－3）

ここに、iは社会的割引率である。…般に、資本の増殖率を利子もしくは割引率と言い、

社会的割引率とは、社会資本のこの効率を測定する尺度であると定義される。我国の港湾

計画においては、7～8％が多く採用されているようであるが、各国の社会的割引率の例
　　　　　　　　　　　　　　　75）
では、4～10％とかなりの幅がある。

　さて、計画年数すなわち防火水槽の耐用年数をm年とすれば、m年間の火災リスクの合

計Rは次式で表わされる。

　　　　　m　　　Ro
　　R　＝Σ
　　　　　j＝1　　（1　＋　i）　」

　　　　　　　（1＋i）M－1
　　　　＝Ro・
　　　　　　　i（1＋i）m

4．2．3データの概要
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　74）
　大阪市の500mSッシュを単位とするデータを基本とする。計算に用いたメッシュはメッシュ

内市域面積が、500×500ニ250㎜㎡となるもので、水面の面積が12㎜㎡以下のものに限

定した。このようにした理由は、データの質をそろえること、面積の半分以上が水面であ

れば、自然水利が利用できるためにおそらく防火水槽を必要としないであろうと考えたか

らである。このように選定しtaメッシュは合計671ヶであった。

　さて、大阪市の地盤分布状況および土地利用分布状況をそれぞれ図2－4－3および図2－4

・4に示す。地盤は、図2－4－3のように、市のほぼ中央の南北に堅い地盤（大阪層群と呼ば

れる洪積層の丘陵地帯）があり、これを被覆するように軟い地盤（沖積平野）が周辺に存

在している。つぎに、土地利用は住宅用途、工業用途、商業用途、その他の建物用途およ

び非建物用途の5種類に分類した分布状況が図2－4－4である。この分類の判定基準は、ま

ず建物用途面積と非建物用途面積を比較しその割合の大きい用途とする。さらに建物用途

の場合は、住宅、工業、商業の割合が50％以上であればそれぞれに対応する用途とし、

いずれも50％未満であればその他の建物用途とした。図2－4－4に示すように、大阪市の

中心（北区、西区、東区、南区、浪速区）に商業用途が集中し、これをとり囲むように住

宅用途の地域が広がっているが、その多くは東部と南部に集まっている．工業用途は・大
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阪湾に面した地域および郊外に点在している。非建物用途メッシュは、大阪城公園等や大

阪湾に面した地域に多い。

　つぎに、建物状況および消防等に関するデータの基礎的な統計値を表2－4－2に示す。

凡例

口Soft　Soi1
olnterm．〃
??gard　　〃

図2－4－3　大阪市の地盤分布
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例宅凡住

図2－4－4大阪市の土地利用用途分布
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表2－4－2大阪市のメッシュ・データの平均値

項　　　　　目 平　均　値 標準偏差

人口　　　　　（人） 3783．1 2249．9世帯数　　　（世帯） 1242．4 823．5木造棟数　　　（棟） 1012．3 716．3非木造棟数　　（棟） 272．9 228．4木造建築面積　（㎡） 422．5 265．6非木造建築面積（㎡） 336．8 178．9平均建築面積（㎡／棟） 48．3 20．8
平均階数　　　（階） 1．5 0．19普通木造比　　（％） 43．3 16．5
防火木造比　　（％） 56．6 16．5
建ベイ率　　　（％） 48．5 13．0
消防水利　　（単位） 38．6 17．6
消火栓　　　（単位） 29．3 12．5
全出火件数　　（件） 1．92 1．18
焼失面積　（㎡／件） 60．4 62．6消火開始時間　（分） 8．2 1．5
建物用途面積　（ha） 15．5 3．38非建物用途面積（ha） 9．49 3．39
備考：合計671メッシュの平均値

4．3　計算結果

　さて、4．2．3に示したメッシュ・データを用いて4．2．1の算定モデルによって防火水槽

の最適配置数を求めるが、以下の計算では、耐用年数m＝25年として、社会的割引率i

＝6，7，8％、火災の焼損単価二10，20，30万円／㎡の各々3段階とする。防火

水槽は容積100㎡のものを2，4，6，8，10基／メッシ1（それぞれ8，16，24，

32，40基／k㎡に相当）の5ケースについて計算を行なう。容積100㎡の防火水槽

の単価は、1000万円としたき

　社会的割引率i＝6，7，8％の3通りと、火災の焼損単価＝10，20，30万円／

m2 ﾌ3通りの組み合わせを考え、合計9通りの場合の費用と防火水槽数の関係を図2－4－5

に示す。トータルリスクの最小値を求めるために、地震時火災によるリスクの各5点の値

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　76）
より、局所手続きによる補間を行ない平滑化した。

＊筆者が東京消防庁および大阪市消防局にヒアリング調査したところ、現在（昭和57年）

における防火水槽の1基当たりの価格は、おおむね40m’の場合450万円～500万
円、100㎡　　　　　　の場合約1000万円であった。
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防火水槽数　　（基／メッシュ）

図2－4・5（a） トータルリスクと防火水槽数の関係
（社会的割引率6％、焼失単価10万円）
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防火水槽数　　（基／メッシュ）

図2－4－5（b） トータルリスクと防火水槽数の関係
（社会的割引率6％、焼失単価20万円）
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2 4

クスリ額ル害
タ損費

一災設

ト火建

一　一　一

①②③

③

6　　　　8　　　　10

防火水槽数　（基／メッシュ）

図2－4－5（c） トー一タルリスクと防火水槽数の関係

（社会的割引率6％、焼失単価30万円）
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防火水槽数　　（基／メッシュ）

図2－4－5（d） トータルリスクと防火水槽数の関係
（社会的割引率7％、焼失単価10万円）
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図2－4－5（e） トータルリスクと防火水槽数の関係
（社会的割引率7％、焼失単価20万円）
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防火水槽数　　（基／メッシュ）

図2－4－5（f） トータルリスクと防火水槽数の関係
（社会的割引率7％、焼失単価30万円）

一137一



1000
（億円）

ト

1

タ

　　5∞ル
リ

ス
ク

0
2 4

トータルリスク

火災損害額

建設貴

6　　　　　8　　　　10

防火水槽数　（基／メッシュ）

図2－4－5（g） トータルリスクと防火水槽数の関係
（社会的割引率8％、焼失単価10万円）
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図2－4－5（h） トータルリスクと防火水槽数の関係
（社会的割引率8％、焼失単価20万円）
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図2－4－5（i） トータルリスクと防火水槽数の関係
（社会的割引率8％、焼失単価30万円）
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　図2－4－5における9通りの場合のト　・一タルリスクが最小となる防火水槽数とそのときの

火災リスクおよびト　・一タルリスクを表2－4－3に示す。防火水槽数は整数値であるので、約

4基／メッシュ（15～16基／k㎡）となる。この計算においては、防火水槽は100㎡　のも

のを考えているが、40㎡　のものを考えれば、その建設費はほぼ半額であるので、約8

基／Sッシュ（30～32基／k㎡）となる。この40㎡　防火水槽は、メッシュ内の不特定の箇

所より出火することを考慮すると、致密な配置を可能とする利点をもつが、反面その用地

を確保することがかなり難しい。そのためもあって、東京都や大阪市では主として100

㎡　防火水槽を整備している。

表2－4－3　最適防火水槽数（1　OO　rn3水槽の場合）

焼損単価10万円 焼損単価20万円 焼損単価30万円
項　　目

社会的割引率％ 社会的割引率％ 社会的割引率％

防火水槽
｢タ｝1リスク 6　　7　　8 6　　7　　8 6　　7　　8

最　適 （基／k晶） 14．8　14．4　14．4 15．6　15．6　15．2 15．615．6　15．6

防　火
?? （基／メッシュ） 3．7　3．6　3．6 3．9　3．9　3．8 3．9　3．9　3．9

トー切り以ク （億円） 297　292　288 342　335　328 382　372　363

注）40㎡の防火水槽の場合は、上表の値を2倍すればよい。

　さて、4．1節で述べた東京都における100㎡　防火水槽の配置数は、250mメッシュに1

基であったので、これは500■メッシュに直せば4基となり、ここで計算した値とほぼ同じ値で

ある。ただし、その算定根拠は異なっており結果的に一致したものである。東京都の算定

基準が、1つの防火水槽で250mメッシュを覆うことができるとした、いわば十分条件であるの

に対し、本章の算定モデルによる配置数は、経済的な側面から費用を最小にするtaめの必

要条件と言えよう。そして、双方の基準が計らずも一致したということは、大阪市または

東京都と同等の都市においては、4基／500■Sッシュ（約16基／k㎡）の100㎡　防火水槽

を整備することが、必要かつ十分な対策と考えられる。

4．4　結言

　本章では、第2編3で示した火災リスクの算定モデルを防火水槽の配置問題に応用した。

その最適配置数に関して、大阪市を対象としたケーススタディを行なった結果、以下のこ

とが判明した。
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　トータルリスクが最小となる防火水槽数は100㎡を整備する場合には、4基／メッシュ（

約16基／k㎡）、40㎡の場合には、8基／メッシュ（約32基／k㎡）となった。

　東京都における100㎡　防火水槽の配置数は、250nメッシュに1基であったので、これは

500mメッシュに直せば4基となり、ここで計算した値とほぼ同じ値であるが、この東京都の算

定基準が、1つの防火水槽で250mメッシュを覆うことができるとした、いわば十分条件である

のに対し、本章の算定モデルによる配置数は、経済的な側面から費用を最小にするための

必要条件である。大阪市または東京都と同等の都市においては、4基／500rnメッシュ（約16基

／k㎡）の100㎡防火水槽を整備することが、必要かつ十分な対策と考えられる。

　以上が本章で得られた主たる成果であるが、以下のような点が問題点として残っている。

①火災リスクの算定に際し、メッシュ間の影響を考慮していない。

②本章では、防火水槽は等密度の配置（レイアウト）と仮定しており、建物状況等を考慮

した空間的な最適配置を行なう方法について考慮することは、今後の研究課題としたい。
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第5章地震時火災を含む災害危険度
　　　　　　　を考慮した土地利用計画

5．1　緒言

　前章では、都市の土地利用は現状のままで、消防力の強化によって地震時火災の被害を

軽減させる方法について述べたが、家屋・施設等の集中度や平面的な配置バターンいわゆ

る土地利用形態によっても被害の様相は変わるものと考えられる。とくに、地震時の火災

や家屋の倒壊は地震動すなわち地盤の良否に左右されるので、これらの被害を減少させる

には木造建物の多い住宅地を地盤の堅固な地域へ移せばよいことが理解されよう。このよ

うに災害は立地する土地利用に左右されることが多い。地震災害に限らず、洪水による水

害や土砂崩壊等も地形、地質等に大きく影響される。

　ところで、わが国の都市は多くの場合、自然発生的に形成された歴史的経過の中で種々

の建物用途が無秩序に立地してきた。したがって、上記のような災害に対して危険な地域

も少なくなく、またスプロール現象や環境の悪化を招いてきたことは周知のとおりである。

　このような都市の現状から、都市計画の目的とする「都市の健全な発展と秩序ある整備京」

を、さらに強力に押し進めていく必要があると思われる。このためには、各種の都市施設

を整備、充実し、また災害や公害への対策を講じることが重要である。たとえば、災害時

の避難施設としてまた日常の憩いの場あるいは公害に対する緩衝帯などとして機能する公

園等を整備すること、あるいは前章において考察した防火水槽を始めとする消防施設等を

充実することが挙げられる。また目然の営力に耐え得るように個々の建築物を耐震・耐火

造にするなどの対策が恒久的な対策として挙げられる。

　一方、観点を変えて、都市の有限な空間をより効果的に利用することを考えるならば、

つぎのような方策も検討される余地があろう。すなわち、各種の土地利用用途を適正に再

配置することによって、災害やその他の環境基準を満足する好ましい配置パターンを提示

することができ、かつ費用その他の面で社会的合意を得ることができれば、地域全体をそ

のように改善することが可能と思われる。

　従来の土地利用計画は、主として経済性、社会性、保健性の面から、地域のより良き環

境を得る目的で立案されてきたが、本研究では、これらの面に加えて、自然災害に対する

＊　都市計画法第4条
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安全性の面も考慮した土地利用計画モデルを提案し、より安全で、より良き地域環境を得

るための方法論の検討を目的としている。

5．2　土地利用と災害の関係

5．2．1災害の種類と危険性評価

　自然災害は、気象や地殻等の異常が誘因となって引き起こされる。災害の種類は、この

論文で扱っている震災の他に、台風や豪雨による水害・土砂崩れ、竜巻き等の風害、雪害、

渇水、火山爆発など数多い。災害の頻度や被害の程度は、地域によって異なるが、ここで

は、わが国において最も発生しやすい土地に関連する自然災害、すなわち、地震時火災、

水害および斜面崩壊について考察するものとする。これらの災害は、人命に直接危害を与

える危険性の高いものであり、また比較的頻繁に全国各地で発生しているものである。そ

の他の災害については、それほど頻繁でないか、人命に与える影響の少ないものであるの

で省略する．

　ところで、災害危険性の程度を評価するには、各々の災害危険度を定量的に把握する必

要がある。災害危険度は必ずしも定量的に表わされていないものもあり、また、本章の分

析にとっては、それほど高精度の評価を必要としない。一般に、非計量のものや単位の異

なるデジタル尺度で表わされている項目を評価するのに、段階評価法（3段階評価、5段

階評価、10段階評価など）を用いることは有用である。本研究では、災害危険性の評価

として、もっとも好ましくないものに5、もっとも好ましいものに1を与えることを基準

に1から5までの序数（これを評点と呼ぶ）を与える5段階評価、およびもっとも好まし

くないものに3、もっとも好ましいものに1を与える3段階評価を採用している。

　この評点によって、災害の危険性を表わす指数をつぎのように定義し、危険率と呼ぶ。

　　　　　　　R　－　△R
　　　r　　＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2－5－1）

　　　　　　　　　Ro

　　　ここに、　r　：危険率

　　　　　　　　R　：災害危険の評点

　　　　　　　△R　：災害対策を施すことによる評点の減少分

　　　　　　　　Ro：許容評点
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5．2．2　地震時火災の危険性

　ここでは、土地利用状況が地震時火災危険度にどのような影響を与えるかについて考察

する。この影響を把握するために、土地利用パターンを表2・5－1のように設定した。表2

－5－1の土地利用パターンのモデル化に際し、大阪市のメッシュデータを参照して数値を与

えたものである。用途別（住宅、工業および商業）の建物規模は、大阪市の各メッシュ（

500mメッシュ）において、住宅、工業および商業の面積の割合が50％以上であれば、それ

ぞれに対応する用途とし、1棟当たりの建築面積の平均値を求めた表2・5－2から設定して

いる。すなわち、表2－5－2の値を丸めて、住宅60㎡、商業70㎡および工業90㎡とした。木

造率は表2－5－3のようであったが、各用途とも、25、50および75％の3段階で比べること

にした。地盤は、S（Soft、軟らかい地盤）、1（lntermed　i　ate、中間の地盤）およびH

（Hard、堅い地盤）の3種類である。したがって、用途3種類、木造率3種類および地盤

3種類の合計27個の土地利用バターンを考えたことになる。なお、建物棟数は、大阪市の

500mメッシュの平均値を参照して、住宅1000棟、商業800棟および工業600棟としている。

また、消防活動は、前章で求めた最適な防火水槽数（1メッシュ当たり4基）が整備され

るものとし、これから放水が行なわれることを前提としている。

　以上を考慮して、本編第3章に基づいて地震時火災危険度を算出した結果を表2－5－1の

右欄に示している。これより、用途、木造率および地盤別にどの程度変化があるかを示し

たものが、表2－5－4である。地盤が地震時火災危険度に大きく影響していることがわかる。

S（軟らかい地盤）はH（堅い地盤）に比べて約5．8倍も大きく、1（中間の地盤）とS

を比較すれば約2．3倍となっている。木造率については50％と25％の地震時火災危険度の

比率が1．16、木造率75％と25％の比率が1．29となっており、木造率が増せば、危険度も増

すことがわかる。用途別では3者の問にあまり差はみられないようである。ただし、この

場合には木造率は各用途とも同じ条件として比較しているが、実際には表2－5－3に示され

るように、住宅地の木造率は高い。この点を考慮すれば、住宅地は商業地、工業地よりも

やや危険度が大きくなるものと思われる。

　以上のように、土地利用状況によって地震時火災危険度が変化することがわかった。と

くに、地盤による影響が大きく、これを地震時火災危険度を評価する指標と考えることが

できよう。このことから、地震時火災の危険性を地盤の種類によって表2－5・5のように設

定する。なお、地震時火災の被害は地震時における直接的な家屋等の倒壊などの被害より

も大きくなると予測されるので、ここでは地震災害の代表的なものとして取り上げた。と
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表2・5弓　土地利用パターンの単純化および地震時火災危険度

SIHSIHSIH

‡　S（Soft，軟い地盤）、1（lDtecred　i　ate▼中間の地盤）、H（Hard，堅い地盤）

表2・5－2建築面積の統計値

土地利用

p　　途
平均優

i㎡／棟）
標準偏差

住宅

､業
H業

62．4

V1．9

X2．8

58．7

Q8．8

S0．1

表2・5’3　木造＄の統計恒

土地利用
p　　途

平均恒
i％）

標準偏差

住宅

､業
H業

與．0

R7．8

S3．4

18．9

P1．1

P5．7
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表2－5－4　各土地利用バターン別の地震時火災危険度の比率

魁　〃　25％ 蜘　〃　） 踏　〃　） 魎　〃 蜘　〃 幽　〃 灘　〃 遡　〃1 灘　〃　） 遡　〃 平均値

1，096 1，158 1，256 1，088 1，▲46 1，239 LO85 1」41 1，230 1」60

、’

趨n7 踏　〃 趨　〃　　｝ 繊　〃 灘　〃 灘　〃 繊　〃 灘　〃 壌　〃 平均値

〃　25％

蜘　〃1

1，187 1，303 1，429 1，174 1，279 1，418 1，167 1，267 1，410 L293

工　〃　　　1 蜘　〃 麺　〃 圃　〃⑧ 蹴　〃 繊　〃　） 磁　〃 遡　〃 迦　〃 斑　〃 平均値

2，934 2．η6 2，672 2，903 2，776 2，672 2，885 2，743 2，658 2，257

工　〃　　H 鍛　〃 鎚　〃㊨ 圃　〃 剛　〃 蜘　〃 蜘　〃 遡　〃　　， 斑　〃 迦　〃 平均値

6，446 5，622 5，353 6，488 5，699 5，372 6，500 5，734 5，383 5，844

⌒住　　宅 蹴　一Φ 峻　ウ含 灘　一　　， 灘　牢4 灘　｛ 繊　室　｝ 磁　室

蹴 灘
平均恒　　　　●

1，010 】，020 1，003 1，003 LO10 0，989 0，998 LOO1 0，995 LOO3

工住　　宅 違　完Φ 斑　室　） 壌　（ 斑　室4》 灘　一 灘　ウ 遡　⇔ 遡　一

㎜
平均値

1，014 1，03】 1，005 1，004 1，016 0，984 0，997 1，002 0，992 1，005

ころで、地盤の状態をこの危険度の指標とすれば、家屋の倒壊等の危険性も同時に考慮し

ているものと解釈することができる。

　　　　　　　　　77）
5．2．3　水害の危険性

　かつて作成された名古屋地方の水害地形分類が、昭和34年に来襲した伊勢湾台風による

　　　　　　　　　　　　　　　　　78）
水害範囲とその程度をよく予測していた。このように地形分類は、今後の水害の及ぶ潜在

的危険地域を定性的に表現する優れた指標であるといえる。また、過去の水害履歴も地域

の水害危険性を評価する有効な項目である。これは、地形分類による潜在的水害危険地域

を頻度や強度の点から定量的に補強する評価項目と考えられる。水害の危険性の評価基準

は表2－5－5のように示されている。文献78）に基づいて、これら2つの項目①地形分類、

②過去の水害履歴の平均値をその土地の水害危険に関する評点とする。

5，2．4　斜面崩壊の危険性

　斜面崩壊危険率は、自然斜面および人工斜面について、崩壊や地すべりなどの土塊運動

の潜在的危険性を表わすものである。これは表層風化土層の崩壊や基盤崩壊に対して、小

地域の斜面単位のスケールで大きく関与している傾斜と、より広域のスケールで分布し闘
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　78）
与している地質（岩石区分）および降雨量を加えて評価することができる。斜面崩壊の評
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価基準は表2－5－5に示されている。これら3つの項目①傾斜、②地質（岩石区分）および

③降雨量について、文献78）に基づく加重平均（項目①～③に対して重みをそれぞれ、25、

25、50とする）をその土地の斜面崩壊危険に関する評点とする。

表2－5－5各種災害の評価基準

評点 評　　価　　基 準

区分 1 2 3 4 5

地 地

震 盤
時 の 30以上 10～30 10以下
火 N
災 値

地 山地、火山地丘陵、 山麓地、火山山 扇状地性低 三角州性低 湖沼、河川

火山灰台地段丘、 麓地、火山性扇 地、氾濫原 地、埋立地 干潟

形 0寸層、シラス台地 状地、自然堤防 性低地、自 干拓地、埋
水 段丘、砂れき台地 砂州、砂れき州 然堤防、砂 立地および

分 段丘、岩石台地、 被覆砂丘 州 干拓地
溶岩台地（溶岩流）

類

洪 （高潮・津波） 満潮時浸水 湛水危険地

海岸堤防防波堤によ 地域 域

害 水 る安全地域
i河川洪水）

洪水の記録
ｪある

洪水常習地

氾 洪水安全地域 100mm／日以 100mm／日以

（内水氾濫） 上の降雨で 下の降雨で

濫 氾濫の記録がない 湛水 湛水

傾 0°～15° 15°～20° 20° 25° 35°
斜 ～25° ～35° ～90°

斜 岩 けい岩質岩石、 れき岩、 れき、 砂屑物、集 砂、泥、

輝緑凝灰石、 凝灰岩質岩 れきと砂、 塊岩、凝灰 砂と粘上、

石 石灰岩、 n一ム 角れき岩、 れき砂、

面 流紋岩質岩石、 黒色片岩 花こう岩質 粘土、

区 安山岩質岩石、 緑色片岩 岩石、フォルン 火山灰砂、

斑栃岩質岩石 その他の片 フ、1｝ス、圧砕 火山破屑物

崩 分 岩 岩 軽石、シうス

降 日降雨100mm以上の
壊 頻度

雨 0～1回／年 1～2 2～3 3～4 4～5

量
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5．3　土地利用計画モデル

5．3．1従来の土地利用計画モデル

　　（1）　線形計画法および0－1混合整数計画法によるモデル

　長尾らは、空港周辺の地域に対して環境評価を行なうために地域の人間・社会の取り得

る行動は、改良、転換および移転のいずれか、またはその組み合わせとし、費用を最小と
　　　　　　　　　　　　　　　79）
する基準によるモデルを提示している。ここで、改良とは現在の土地利用形態を何ら変え

ることなく騒音対策等を施すことによって環境基準を満たすようにする方法、転換とは対

象地域のみで土地利用の用途を転換して環境基準を満足させる方法、移転とは対象地域外

への用途の移転による方法である。土地利用形態のあり方として、用途の混合利用を許す

場合については、線形計画法で、用途の混合利用を許さない場合については、0－1混合

整数計画法で定式化されている。モデルの仮定は以下のとおりである。

　①用途需要を一定とする。

　②　道路、鉄道、空港、駅、ガス、電気、水道などの都市施設の配置パターンを与件と

　　する。（ただし、学校、病院などの都市施設は住宅施設の付属施設とする。）

　③容積率は、用途に関してのみ関係する量として与えられる。

　④　環境評価は互いに独立な環境評価項目により分類可能であり、しかも各環境評価項

　　目の水準は順序づけが可能である。

　⑤　達成すべき環境基準を与件とする。

　⑥　対象地域は、改良、転換および移転のいずれかの組み合わせにより環境基準を達成

　　する。

　⑦用途の転換にともなう周囲への効果は無視できる。

　⑧　転換、または移転にともなう移送量は距離に関係しない。

　⑨　費用は占有面積に比例する。

　なお、土地の評価項目としては、航空機騒音、道路騒音、大気汚染、鉄道利便性、道路

利便性、地形および地盤の7項目を取り上げている。

　（2）　　目標計画法によるモデル

　福村は、工場群周辺の整備計画について、目標計画法による土地利用モデルの定式化を
　　　　　80）
行なっている。すなわち、工場群の事故などによる危険性、大気汚染、騒音、振動、交通

不便性に対して、各々の達成すべき環境基準値との差を優先順位に従って最小化するモデ

ルである。モデルの仮定は以下のようである。
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　①工場の規模はそれぞれ一定とする。

　②移転の範囲は対象地域のみとし、したがって総人口も一定である。

　◎　公共施設の配置は一定とする。

　④　移転先への隣接地区には影響は及ばないものとする。

5．3．2　土地利用計画と目標計画法

　前述のように、土地利用の再配置計画モデルには線形計画法、0－1混合整数計画法お

よび目標計画法が応用されていた。土地利用形態の考え方として、あるゾーンの用途の混

合利用を許すか許さないかで、それを表わす変数の性質により、線形計画法か0－1混合

整数計画法かに決定される。この場合は、いずれも目的関数は1つである。　・方、目標計

画法は、線形計画法の修正であり、拡張であるが、複数の目的をもつシステムの最適解を

与える。また、この手法は多重下位目標をもつ単一目標にかかわる意志決定問題だけでな

く、多重下位目標をもつ多重目標からなる問題を取り扱うことができる。さらに、目標計

画モデルの目的関数は、単一の単位でなくてもよく、異質な測定単位により構成されうる。

土地利用再配置計画においては、経済性、社会性、保健性などの多くの目的を持ち、さら

にそれぞれの目的関数の測定単位は異質である。これらを考えれば、目標計画法は土地利

用再配置計画の定式化に、正に適当な手法であると思われる。ただし、用途の混合利用を

許す場合についてのモデル化に適しており、混合利用を許さない場合については、0－1

目標計画法とすべきであろうが、その解法は現段階においては開発されていない状況であ

る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　81），82），83）
　目標計画法の解法には、図式解法、シンブレックス法および一般逆行列法などがある。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　84），85），86）
また、アルゴリズムの改良手法としては、L字型効用関数を用いて解く方法などがある。

　本研究では、目標計画法による定式化を行なうが、土地利用計画の基礎的な検討を行な

い、その方法論について示すものであるので、目標計画法の基本的な、1順位づけ、加重に

よるシンブレックス法により解くものとする。

5．4　計画の前提条件

5．4．1ゾーニングと土地利用形態

　分析の要素としては、対象地域を適当なメッシュに分割した矩形ゾーンとする。分析を

行なう上で、メッシュの大きさの選び方に問題があるが、本研究ではつぎの条件が満足さ
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れていることを必要とした。

　①各メッシュは独立した用途を代表できる大きさであること。

　②　土地の評価項目の水準値がゾーン内で均一・・性を保てる大きさであること。

　◎　計算の実用性に十分耐える大きさであること。

　つぎに、ゾーン内の土地利用形態は、混合利用を許す場合と許さない場合との2つが考

えられる。本研究における分析手法の制限により、混合利用を許す場合についてのみ取り

扱わざるえを得ない。前述のように、混合利用を許さない場合を分析するには、0－1目

標計画法を開発する必要がある。

5．4．2　環境評価項目

　環境評価項目は、地域の自然災害の危険性、交通条件および公害条件を考慮して、地震

時火災、水害、斜面崩壊、最寄鉄道駅までの距離および大気汚染の合計5項目とした。ま

た、政策については、改良、転換および移転の3種類とした。以下にこれらの説明を列記

する。

　①自然災害の危険性については、地震時火災、水害および斜面崩壊の3項目について

　　評価するものとする。前述のように、これらの評価基準は表2－5－5のようである。

　②　利便性（交通条件）の代表的なものとして、最寄鉄道駅までの距離を評価項目とし

　　て取り上げ、表2－5－6のように評価基準を設けている。

　◎　保健性（公害条件）から大気汚染を考え、その評価基準を表2－5－6のようにを設け

　　ている。

表2－5－6　利便性および保健性の評価基準

評　　価　　基　　準　評点

?ﾚ 1 2 3 4 5

交通利便性

最寄

S道
wま
ﾅの
覧｣

500m
@未満

500

@～1000m

1000

@～1500m
1500簡

@～2000m 2000簡
@以上

大気汚染

NO。

Z度 0．04ppm

@未満

0．04

@～0．06

@　ppm
0．06ppm

@以上
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④各メッシュにおいて、環境基準を満足しない項目については、改良、転換および移

　転のいずれかを行ない、環境基準を満足させるものとする。ここで、改良とは現在の

　土地利用形態を何ら変えることなく、地盤改良、斜面安定工法などを施すこと、転換

　とは対象地区内のみで土地利用の用途を転換すること、移転とは対象地域外への用途

　の移転である。

5．5　モデルの定式化

5．5．1変数の定義と目標制約条件の定式化

　（1）　変数の定義

　まず、分析の単位として地域を等間隔にJ個のメッシュに分割し、あるj番目の地区を

jメッシュと呼ぶ。また、土地利用用途を表わす記号をkとし、その種類の合計をK個（

以下のケーススタディでは、K＝4であり、　k＝1は住宅、2は工業、3は商業、4は緑

地を表わす。）、環境の評価項目を表わす記号をmとし、その種類の合計をM個（以下の

ケーススタディでは、M＝5であり、m＝1は地震時火災危険、2は水害危険、3は斜面

崩壊危険、4は大気汚染、5は交通利便性を表わす。）とする。以下にモデルの定式化に

必要な諸量の定義をする。

　　AJ：jメッシュの利用可能面積（jメッシュの全面積から河川、湖沼、鉄道、公共

　　　　　施設などの面積を除いた面積）

　KXJ：jメッシュのk用途の占める面積の割合

　κxS：現況におけるjメッシュのk用途の占める面積の割合

　畏sx：k用途の環境項目mの単位面積当たりの許容評点

　■SJ：」メッシュの環境項目mの単位面積当たりの評点

A簡SJ：jメッシュの環境項目mの改良による単位面積当たりの評点減少分

　（2）　環境に関する目標制約条件式

　いま、jメッシュにおけるk用途の環境項目mに関する評価値は、　k用途の面積がAJ

kXjであるから、改良を行なうものとすれば、つぎのように表わされる。

（MSJ－AMSJ）AポKxJ　［j＝1，2◆◆J；k＝1，2◆◆◆K；m＝1，2…旧　　（2－5－2）

一方、環境の許容値は、全地域においては現在のk用途が占める面積がΣA」’KxSであ
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るから、2SXΣ　Aj・KxSとなる。用途の需要を計画の前後で一定とすれば、この値は

全体としては変わらない。この地域全体の許容値を各メッシュに受けもたせるものとすれ

ばjメッシュにおけるk用途の環境項目mについての許容値は、つぎのようである。

　　　　　　　　　　　AJ
　2S×（ΣAJ・kX3）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2－5－3）
　　　　　　　　　　　ΣAJ

さて、式（2－5－2）をできるだけ式（2－5－3）に近づけるようなKXJを求めようとするのが

目標計画法の考え方である。すなわち

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　AJ
　（mSJ－AMSJ）AJ・kxJ　→喪S＊（ΣAj・kx∫）　　　　　　（2－5－4）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ΣAj

両辺を2S＊Ajで割れば

　　（MSJ－』MSJ）　　　　　　　　ΣAJ・kX3
　　　　　　　　　　　　・KXj→　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （2－5－5）

　　　　　畏S＊　　　　　　　　　　　ΣAJ

となる。ここで

　　　　　　mSj－AmSj
　2ZJ＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2－5－6）

　　　　　　　　畏SX

とおけば、これは式（2－5－1）で定義した危険率である。ここで、胃Zjの性質を調べてみ

れば、：ZJ≦1のときは許容値を満足しているので、このようなメッシュでは、　kX」

をΣAJ・kX3／ΣA」以上の占有率とするようにk用途を立地させるようにする。また、

賢Zj＞1のメッシュは許容値を満たしていないので、住宅、商業または工業は立地させ

ないようにするべきであることがわかる。

　さて、式（2－5－5）は

　　　　　　　　　ΣAJ・kX3
　2zJ・kXJ　→　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2－5－7）

　　　　　　　　　　ΣAj

となる。　式（2－5－7）をすべてのメッシュについて総和して目標制約条件式とすればつぎ

のようになる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　e　　　　　　　　　　　　　　　　　JΣAポkXJ
　Σ要Zj　KXJ十kdi－kd高＝　　　　　　　　　　　　 （2－5－8）

　j　　　　　　　　　　　　　　　　ΣAj

　ここに、　kdi：不足差異変数（kd6≧0）
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　　　　　，di：超過差異変数（kdi≧0）

　（3）　費用に関する目標制約条件式

　費用の種類として、つぎの3つを考える。

　kcj：jメッシュをk用途が全部占めたときの改良費用

　kcj：jメッシュを全部k用途に転換したときの転換費用

　Kce：移転代替地全部をk用途が占有したときの移転費用

以上の記号を用いて全メッシュ、全用途における目標制約条件式はつぎのようになる。

ΣΣkCj　kxj十ΣΣ“Cj“xJ（2）十ΣKC3　Kw　十d－一一　d“＝Co
jk　　　　　　　jk　　　　　　　k

さらに、KXJ＝kXJ（1｝＋KXJ（2）となることを考慮して

ΣΣκcj　kXJ（1）十ΣΣ（kcj十kC］）KXJ（2）
jk　　　　　　　　jk
　　　　　　　　　　　　　　　十ΣKce　kW　十d－－d“＝Co
　　　　　　　　　　　　　　　　k

　　ここに、Co：　投入可能費用

　　　　　KW　：　k用途の移転代替地における占有率

　　　　　KXJ（2｝：

　　　　　tcXJ（1）：

　　　　　KXJ：　」メッシュのk用途の任意の面積占有率。

　　　　　　　　　　①現況を越える面積で立地するとき

　　　　　　　　　　　　KXJ＝KXJ（1）＋kXj（2）ただし、

　　　　　　　　　　②　現況以下の面積で立地するとき

　　　　　　　　　　　　kXJ＝kXJ（1）＋KXJ（2）ただし、

　　　　　　d－：　不足差異変数（　d－≧0）

　　　　　　d“：　超過差異変数（　d＋≧0）

（2－5－9）

（2－5－10）

jメッシュのk用途の面積が現況を越える部分の面積占有率。

jメッシュのk用途の面積が現況を越えない場合の面積占有率。

　　　　　　oKXJ（1）＝KXj

kXJ（2）＝　 0

5．5．2　目的関数

　前節までの目標制約条件式は、不便益で評価されているので、目標からの超過分の差異

変数　dA（n＝1，2，・…N）をできるだけ小さくしたい。したがって、目的関数は順位係数

Pnとの積の和で表わして
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　　　　　N
　　　Z＝Σ　Pn・d高　→　　最小化　　　　　　　　　　　　　　　　　（2－5－11）
　　　　　n＝1

とすればよい。ここで、Nは目標順位の総数である。　dAは目標順位nの目標制約条件式

［式（2－5－8）および式（2－5－10）］の差異変数tcdよまたはd’を示す。

　制約条件としては、式（2－5－8）および式（2－5－10）のほかに、つぎのものが考慮されな

ければならない。

　0≦Σ（KXJ（1）十KXJ（2））≦　1
　　　　　k
　O≦kXJ（1）≦kxS

　O≦　kXJ　（2）≦　　　1－　kX3

　ΣAJ・KXJ十　A・KW　≧　Dk
　　j
　ここに、A　：移転代替地の全面積

　　　　　Dk：k用途の需要面積

5．5．3　モデルの仮定

（j＝1，2，◆．◆」）

（k＝1，2，◆◆◆K；　j＝1，2，◆．J）

（k＝1，2，◆●◆K；　j＝1，2，◆◆」）

（k＝1，2，◆●．K）

モデルの定式化に際して仮定したことを、もう一度整理し列記すれば以下のとうりであ

る。

①用途需要rg－一定とする。

②　道路、鉄道、駅、ガス、電気、水道などの都市施設の配置パターンを与件とする。

　　（ただし、学校、病院などの都市施設は住宅施設の付属施設とする。）

　◎　環境評価は互いに独立な環境評価項目により分類可能であり、しかも各環境評価項

　　目の水準は順序づけが可能である。

④災害危険性をはじめとする達成すべき環境評価基準を与件とする。

⑤対象地域は、改良、転換および移転のいずれかの組み合わせにより環境基準を達成

　　する。

⑥用途の転換にともなう周囲への効果は無視できる。

⑦転換、または移転にともなう移送量は距離に関係しない。

⑧費用は占有面積に比例する。

5．6　適用例と考察

適用例の対象地域としては、大阪府北東部に位置する枚方市である。この地域周辺は、
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大阪市の衛星都市として近年、人口増加を続けており、市街地が東の生駒山系に向って広

がっている。また、西方は淀川流域の沖積平野であり、軟弱な地盤となっている。この地

域のゾーニングは、国土数値情報整備事業で用いられている基準メッシュ（1メッシュ約

106．4ha［約1　km×約1㎞］）を利用した。

　対象地域の概略およびそのゾーニングを図2－5－1に、各メッシュにおける土地利用用途

の現況および各環境評価項目の評点を図2－5－2に示す。また、用途別占有面積の現況を表

2－5・8に示すが、各用途とも需要はそのまま変わらないものとして土地利用の再編を行な

う。環境評価項目は、前述のように災害に関する危険項目として、地震時火災、水害およ

び斜面崩壊の危険の3つを取り上げ、さらに交通条件として最寄鉄道駅までの距離、公害

条件として大気汚染の計5項目を採用した。本研究での対象地域の各用途について設定し

たこれらの環境評価項目の許容評点は表2－5－7のようである。この許容評点は、まず、災

害の危険性や環境の不便益はできるだけ避けることを考えて、5段階評価の場合は3、3

段階評価の場合は2を基準としている。さらに、より良い環境を望むならば、2または1

を目標とすることを考えればよいが、ここで対象とした地域のような場合には、このよう

な値を満足するメッシュは少なく、これを満足するには、多くの改良費用や移転費用を必

要とし現実的でなくなる。また、この研究は、主として土地利用計画の方法論に重きを置

いており、許容評点は表2－5－7の場合のみについてのケーススタディにとどめる。

　費用については、参考文献79）で用いられた値を引用し、表2－5－9のように定めている。

　以上のデータをもとに、目標計画法による土地利用の再編を行なう場合の順位係数は、

まず住宅地の安全を第一に考えてつぎのようにした。

　順位1：住宅地の地震時火災、水害および斜面崩壊の目標を達成すること。

　順位2：工業地、商業地の地震時火災、水害および斜面崩壊の目標を達成すること。

　順位3：住宅地、工業地、商業地の交通不便性および大気汚染の目標を達成すること。

　順位4：緑地の地震時火災、水害、斜面崩壊、交通不便性および大気汚染の目標を達成

　　　　　すること。

　順位5：費用の超過分を最小化すること。

　以上のように計算して土地利用を再編した結果を図2－5－3に示す。図2－5－3によれば、

住宅地は現況とほぼ同じような範囲、すなわち鉄道沿線に多く立地している。工業地は市

の東部に分布している。商業地は西部に集中している。緑地は主に東部の山地部分および

淀川沿岸である。全体的な特徴としては、住宅、工業および商業とも現況に比べて、立地
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しているメッシュ内の用途が単一利用に近づいていることがわかる．用途の純化傾向を示

すような再編となるのは表2－5－7に示した住宅用途の許容評点を満足できるメッシュ数が

淀川

’

、

、＼

’
●

図2・5－1対象地域とそのゾーニング
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凡例

膠住宅用途

■商業用途

図2－5－2　対象地区の現況　（a）

　　　　　　　　　　　－158一

各メッシュにおける土地利用



図2－5－2 対象地区の現況 （b） 各メッシュにおける各環境評価項目の評点
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表2－5－7　用途別評価項目の評点の許容値と評価項目別の減少分

　　　用　途
?@　目

住宅 工業 商　業 緑　地 △

地震時火災 2 2 2 3 1

水　　　害 3 3 3 5 oo

斜面崩壊 3 3 3 5 oo

交通利便性 3 4 2 5 o◎

大気汚染 2 2 2 3 o◎

（注）　△は、亟良により可能な評点の減少分を示す。。。は、改良

　　不可能を不す。

表2－5－8対象地域での用途別占有率

　　用　途
?@　目

住宅 工業 商　業 緑地

占　有率 0，387 0，068 0，021 0，524

23と限定されているためと考えられる。

　また、用途の移転は住宅のみで起こり、移転量は対象地域全体の利用可能面積の約2．2

×10s倍、面積で、約0．12　haであった。

　なお、順位1～順位4までの目標は完全に達成されている。したがって、順位1～4ま

でを、入れ替えても結果は変わらない。結果に影響のあるのは、上記の順位5であり、こ

の費用の超過分を最小化する目標を最優先した場合を図2－5－4に示す。このt勿合には、現

況の土地利用に近くなっていることがわかるが、当然環境の目標の達成度が小さくなって

いる。また、費用の制約のため再編後の商業用途の面積が現況面積よりも小さくなってい

る。
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79）

表2－5－9　　費∬H

（a）　改良費用

　　　費　用
?@　目

単　　価
i万円／㎡）

単　　価
i億円／メッシュ）

一一’
一　地盤・地質

0．8 85．1

（b）　転換費用

　費　用
p　途

撤去
ｮ地費＊

移送費＊ 建築費＊ 買収費＊

住宅 0．8 0．8 8．0 0

一工　業
0．8 1．0 10．0 0

商　業 0．8 0．7 7．0 0

緑　地 0．15 0 0．3 0

＊単位：万円／㎡

（c）　移転費用

　費　用
p　途

撤去
ｮ地費＊

移送費＊ 建築費＊ 買収費＊

住　宅 0．8 0．8 8．0 8．0

工　業 0．8 1．0 10．0 8．0

商　業 0．8 0．7 7．0 8．0

緑　地 0．15 0 0．3 8．0

＊単位：万円／㎡
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凡例

膠住宅用途

商業用途

途

図2－5－3　モデルによる土地利用再編結果
（ケース1：環境の目標達成を優先した場合）

注）図中の記号の大きさは、各用途の占める面積を示す。
　　空白は、土地利用不可能の部分を示す。

（1メ・ソシュ＝106．4ha）
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凡例

珍住宅用途

商業用途

途

図2－5－4　モデルによる土地利用再編結果
（ケース2：費用最小の目標達成を優先した場合）

注）図中の記号の大きさは、各用途の占める面積を示す。
　　空白は、土地利用不可能の部分を示す。

（1メッシュニ106．4ha）
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5．7　結言

以上、主な成果をまとめるとつぎのようである。

（1）　災害の危険性をはじめとする各環境項目の評価値とその許容値の差をできる限り

　　小さくしようという観点から、目標計画法によるモデルによって得られたL地利用

　　再配置計画の方法論を示した。

（2）　この土地利用再配置計画モデルによるケーススタディを通じて、地域全体として

　　好ましい土地利用計画案が得られることが判明した。

（3）　従来の土地利用の再配置計画は、直感的な図形的表現で行なわれていたが、これ

　　を客観的に表現する基礎を確立した。

つぎに、今後の課題を列挙するとつぎのようである。

（1）　ゾ…一・ン相互間の隣接効果を同時に満足したモデルを開発すること。また、ゾーニ

　　ングの大きさによる解の安定性を考慮すること。

（2）　公共施設の配置と用途の配置を同時に決定するモデルを開発すること。

（3）　災害危険やその他の環境評価の精度を向上させることならびにこれらの項目を精

　　選すること。

（4）　用途の混合利用を許さない場合のモデル化として、0－1目標計画法の開発をす

　　ること。

（5）　静学的な本モデルから、地域の形態変化を表わすように動学的なモデルに拡張し

　　ていくこと。

などが挙げられる。
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第6章　結言命

　本編では、地震時防災計画のための方法論を提示するとともに、都市防災施設および土

地利用計画について、事例研究を行ない、その妥当性および有効性を示した。各章で得ら

れた成果を結論的に、述べると以下のとおりである。

　第2章では、、意志決定理論における決定樹木分析の手法を応用することにより、地震

時火災に限定した防災計画の1つとして、耐震防火水槽を整備して消防力を強化する場合

における最適な防火水槽数を求めるための定式化が可能となることを明らかとした。また、

防災施設の整備によって、ト　・一タルリスクが減少することのほかに、土地利用の整備によ

っても、これが減少することを示し、土地利用の適切な再配置を行なうことは被害軽減対

策となりうることを示した。

　第3章では、地震時火災によるリスクおよび地震時火災危険度を定義し、従来の研究と

比較検討した。従来のC．Scawthornによる地震時火災危険度の予測手法は、地震の被害を

確率・統計的に研究した優れたものであり、その概要を示した。この特徴は、火災の延焼

に関しては、浜田・堀内の式を用いて、焼失戸数を求めるものであるが、延焼阻止に関し

ては全くの仮定をしている。そこで、筆者は第1編の延焼阻止モデルを、地震時火災危険

度の予測モデルに組み入れて、C．Scawthornの手法を発展させ、新たに地震時火災危険度

および地震時火災によるリスクを定義した。これにより、消防力の効果を考慮した実際的

な地震時火災の被害が予測できることを示した。

　第4章では、防火水槽数の最適水準を大阪市を対象としたケーススタディを行なった結

果、トータルリスクが最小となる防火水槽数は100㎡の場合は4基／メッシュ（約16基／k

㎡）、40㎡の場合は8基／Sッシュ（約32基／k㎡）となった。これは、東京都における設

置基準と同じとなったが、この東京都の算定基準が、1つの防火水槽でメッシュを覆うこ

とができるとしta、いわば十分条件であるのに対し、本章の算定モデルによる配置数は、

経済的な側面から費用を最小にするための必要条件である。大阪市または東京都と同等の

都市においては、4基／50etnメッシュ（約16基／k㎡）の100㎡防火水槽を整備することが、

必要かつ十分な対策と考えら、この設置基準により防火水槽を整備することの重要性を指

摘した。

　第5章では、災害の危険性をはじめとする各環境項目の評価値とその許容値の差をでき

る限り小さくしようという観点から、目標計画法によるモデルによって得られた土地利用

一165一



計画の方法論を示した。従来の多くの土地利用の再配置計画は、直感的な図形的表現で行

なわれていたが、これを客観的に表現する基礎を確立したといえる。また、この土地利用

計画モデルによるケーススタディを通じて、地域全体として好ましい土地利用計画案が得

られることが判明した。これは、環境の目標、費用の制限をできるだけ満足した現実性の

あるものとなっており、さらに、地区内の用途が純化させる傾向を示すことは、土地利用

計画にとって、好ましい結果になっている、などが明らかにされた。

　以上が、本編で得られた主要な結論であるが、今後に残された課題として

（1）　本編で定式化した地震時防災計画は、主として火災を中心としたものであるが、

構造物の倒壊、地盤の液状化等を考慮した総合防災計画に発展させること。

（2）　都市全体として、地震時における既存の消防施設等の信頼性がどの程度あるのか

については、あまり明確でなく、これらを科学的に解明すること。

（3）　本編の土地利用計画モデルを実際の都市に適用するためには、環境評価項目をさ

らに精選し、またその許容値について検討すること、ならびに対象地区の特性等を考慮す

ること。また、目標計画法の解法に関しては各目標問のバランスの良い解が得られるアル

ゴリズムを適用、開発すること、および目標計画法以外の手法によるモデルを開発するこ

と。

などが挙げられる。
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結 ≡A回冊



結 言命

　この研究は、序論でも述べたように、都市防火対策の一環としての耐震防災計画を定式

化する一般的方法論を確立することを目的とし、その主な内容としては、①市街地火災の

被害を最小限に止めるための手段をさぐる基礎としての火災の延焼機構の分析を行ない、

②それを基に防火施設の整備による被害軽減対策を検討し、さらに、③土地利用の変更計

画に関して検討を行ない、より合理的な計画手法について論じたものである。　第1編に

おいては、都市防災計画のための火災延焼に関する基礎的な理論についての研究成果を述

べるとともに、各種の考察を加えた。すなわち、火災の現況および防火対策を概観し、問

題点を把握した後、火災の被害を最小限に止める手段をさぐるための基礎としての火災延

焼機構の分析を行なった。すなわち、実家屋群の火災実験および実際の火災資料から新し

く火災延焼モデルを定式化し、さらに放水量および放水開始時間が延焼阻止にどのように

効果を及ぼすかという解析結果を述べ、火災延焼阻止モデルに関する研究結果について論

述した。各章の要点を結論的に述べるとつぎの通りである。

　第2章では、火災は平常時においても地震時においても発生することが予想されるので、

多くの住民はこれに不安を示しており、消防力の強化という面からその被害を軽減させる

対策を行なうことは重要な課題であることを指摘した。これが、本研究における火災の延

焼機構を分析し、できる限り火災の被害を抑えるための基礎を確立しようとする研究の背

景である。また、消防力は平常時の火災に対しては、かなりの充足率になっていることが

わかったが、消防水利の放水能力や配置密度および耐震性については必ずしも満足されて

いない。地震時には、上水道等の都市供給施設は至る所寸断し、これに付設されている消

火栓は使用できなくなることが予想されるが、耐震性の防火水槽はあまり整備されていな

い状況である。恒久的な対策としては、上水道のパイプラインの耐震性を向上させて、消

火用水および生活用水を確保する対策も必要であると思われるが、これを達成するには、

莫大な費用と時間を必要とし、すでに研究開発されて実用的な耐震性の防火水槽等の整備

を平行して進めていくべきものと考えられる。この地震時の防災施設整備に関する問題点

により、第2編における研究が必要となることを指摘した。

　第3章では、実大家屋火災実験および火災資料を分析し、建物火災のより合理的な新し

い延焼モデルを提案した。すなわち、従来の大部分の延焼モデルは大火のデータを基にし

ており、したがって出火後約1時間もしくはそれ以上の延焼状況（無限の可燃物が存在す
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る場合）に重点が置かれているので、比較的小規模な通常の火災の延焼状況については必

ずしもうまく説明できない。そこで、1棟または数棟が延焼する火災（有限の可燃物があ

る場合）に対して新しい延焼モデル式としてoジスティック曲線［式（1－3－42）］を採用すると

比較的うまく説明することができた。このfiジスティック曲線を用いて表わした延焼モデルは、

火災の出火から鎮圧までの延焼状況をかなりよく表わしており、従来の式はこの延焼モデ

ル式（■ジスティック曲線）の変曲点まで、あるいは変曲点を連ねた線と同等のものであること

がわかった。また、K市およびS市における延焼モデル式（oジスティック曲線）の係数aおよ

びcを検討することにより、これらは風速vおよび建物群の建築面積Gの関数として表わ

さることを明らかにした．

　第4章では、消防活動における放水量および放水開始時間の延焼阻止効果を定式化した。

すなわち、消火放水量Qの状況に応じた放水開始後の時刻tの焼失面積A（t）は、式（

1－4－14）および式（1－4－15）より求めることができることを示した。すなわち、このモデ

ルにより建物の焼失面積と放水量および放水開始時間との関係が明らかとなったので、所

与の放水量と放水開始時間に対して、放水効果の影響を受ける刻々の焼失面積を推定でき

るようになった。そして、この延焼阻止モデルを都市の火災の焼失面積の予測に適用した

結果、予測値と実際値はよく合い、モデルの妥当性が検証された。したがって、このモデ

ルを使うことにより、都市の適切な利用水量の計画や消防出動台数の計画、さらには土地

利用の変更による火災危険度の減少効果を検討することができることを示した。

　第2編では、地震時防災計画のための方法論を提示するとともに、都市防災施設および

土地利用計画について、事例研究を行ない、その妥当性および有効性を示した。すなわち、

第1編で得られた研究成果に基づいて火災危険度を定義し、さらに意志決定理論による地

震時防災計画の定式化を行なった。そして、これを耐震防火水槽の整備計画に適用した例、

すなわち、耐震防火水槽の設置数を決定する方法に関する研究成果を示した。最後に、土

地利用を変更することにより地震、水害、斜面崩壊の危険度を軽減させる方法について検

討し、従来の都市の機能論的な計画手法に加えて防災的見地を含めた土地利用の計画手法

について論じた。各章で得られた成果を結論的に、述べると以下のとおりである。

　第2章では、意志決定理論における決定樹木分析の手法を応用することにより、地震時

火災に限定した防災計画の1つとして、耐震防火水槽を整備して消防力を強化する場合に

おける最適な防火水槽数を求めるための定式化が可能となることを明らかとした。また、

防災施設の整備によって、トータルリスクが減少することのほかに、土地利用の敷備によ
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っても、これが減少することを示し、土地利用の適切な再配置を行なうことは被害軽減対

策となりうることを示した。

　第3章では、地震時火災によるリスクおよび地震時火災危険度を定義し、従来の研究と

比較検討した。従来のC．Scawthornによる地震時火災危険度の予測手法は、地震の被害を

確率・統計的に研究した優れたものであり、その概要を示した。この特徴は、火災の延焼

に関しては、浜田・堀内の式を用いて、焼失戸数を求めるものであるが、延焼阻止に関し

ては全くの仮定をしている。そこで、筆者は第1編の延焼阻止モデルを、地震時火災危険

度の予測モデルに組み入れて、C．Scawthornの手法を発展させ、新たに地震時火災危険度

および地震時火災によるリスクを定義したbこれにより、消防力の効果を考慮した実際的

な地震時火災の被害が予測できることを示した。

　第4章では、防火水槽数の最適水準を大阪市を対象としたケーススタディを行なった結

果、トータルリスクが最小となる防火水槽数は100㎡水槽を整備する場合、4基／メッシュ

（約16基／k㎡）、4　0　rn‘の場合は8基／メッシュ（約32基／k㎡）となっta。これは、東京

都における設置基準と同じ結果となったが、この東京都の算定基準が、1つの防火水槽で

メッシュを覆うことができるとした、いわば十分条件であるのに対し、本章の算定モデル

による配置数は、経済的な側面から費用を最小にするための必要条件である。大阪市まta

は東京都と同等の都市においては、4基／500mメッシュ（約16基／k㎡）の100㎡防火水槽

を整備することが、必要かつ十分な対策と考えられ、この設置基準により防火水槽を整備

することの重要性を指摘した。

　第5章では、災害の危険性をはじめとする各環境項目の評価値とその許容値の差をでき

る限り小さくしようという観点から、目標計画法によるモデルによって得られた土地利用

再配置計画の方法論を示した。この土地利用再配置計画モデルによるケーススタディを通

じて、地域全体として好ましい土地利用計画案が得られることが判明した。従来の土地利

用の再配置計画は、直感的な図形的表現で行なわれていtaが、これを客観的に表現する基

礎を確立した。
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